
通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）
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法令の理解 備考

加算報酬上の基準要件を満たしていない場合及び解釈通知に即したサービス
提供を実施されていない場合であって、当該報酬請求の内容が著しく悪質で不
正な請求と認められる場合

法第22条第3項に基づく返還金及び加算金（※4割）の徴収
（遡及適用あり）

【通所リハビリテーション】　介護報酬等（2023年6月版）

※本チェックリストは、いわゆる赤本・青本・緑本等に掲載されている各種基準・告示・通知・QA・関連法令等を、通読
できるかたちに再編集したものです（準用規定もあるため一部サービス名が異なっている場合があります）。
※ローカルルール等もありますが、ここに示す国が定めた基本を理解することが重要です。本チェックリストをきっかけ
に、原典にもあたって頂き、必要に応じて指定権者や保険者等に確認をするようにして下さい。

報酬請求指導について

・加算報酬上の基準要件を一つでも満たしていない場合
・解釈通知に即したサービス提供を実施していないことにより加算本来の趣旨
を満たしていない場合

適切なサービスの実施となるよう是正指導の上、加算報酬上の基準要件等を
満たしていない部分について自己点検の上、過誤調整により返還させる
（遡及適用あり）
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通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

算定上における端数処理について

①単位数算定の際の端数処理
単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合
を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っ
ていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。

この計算の後、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の
一部を改正する告示（令和３年厚生労働省告示第73号）附則第12条に規定す
る単位数の計算を行う場合も、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うが、
小数点以下の端数処理の結果、上乗せされる単位数が１単位に満たない場合
は、１単位に切り上げて算定する。
ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業所と同一
建物の利用者又はこれ以外の同一建物利用者20人以上にサービスを行う場
合の減算を算定する場合等については、対象となる単位数の合計に当該加減
算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定することとする。

（例１）訪問介護（身体介護中心　20分以上30分未満で250単位）
・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の25％を加算
250×1.25＝312.5→313単位
・この事業所が特定事業所加算（Ⅳ）を算定している場合、所定単位数の５％を
加算
313×1.05＝328.65→329単位
＊250×1.25×1.05＝328.125として四捨五入するのではない。

（例２）訪問介護（身体介護中心　30分以上１時間未満で396単位）
・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象となる単位
数の合計に15％を加算
396×６回＝2,376単位
2,376×0.15＝356.4→356単位

②　金額換算の際の端数処理
算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端
数については「切り捨て」とする。
（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合（地域区分
は１級地）

329単位×８回＝2,632単位

2,632単位×11.40円／単位＝30,004.80円→30,004円

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コードを基本と
して作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）で
ある。

【通則等】　端数処理
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通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

利用者が月を通じて特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介
護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しく
は複合型サービス（※いずれも短期利用を除く）を受けている場合は、当該月
については、居宅介護支援費は、算定しない。

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域密着
型特定施設入居者生活介護を受けている間については、その他の指定居宅
サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅療養管理指導
費を除く。）は算定しないものであること。

ただし、特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に
必要がある場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその
他の居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えないも
のであること。

福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受
けている者についても算定が可能であること。

施設入所（入院）者の外泊時に介護保険の給付対象となる居宅サービスを受
けられるか。
12.3.31事務連絡 介護保険最新情報vol.59 　 介護報酬等に係るQ&A ／ｃ

外泊時であっても、利用者の生活の本拠は介護保険施設であり、居宅要介護
高齢者と認められない（入所（入院）者である）ため、介護保険の給付対象とな
る居宅サービスを受けることはできない。（自己負担で受けることは可能であ
る。）

短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間については、訪問介
護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管
理指導費、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに定期巡回・随時対
応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認
知症対応型通所介護費、小規模多機能型居宅介護費及び複合型サービス費
は算定しないものであること。

同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サービス
の所定単位数は算定できない。

例えば、利用者が通所サービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問
して掃除等を行うことについては、訪問介護の生活援助として行う場合は、本
人の安否確認・健康チェック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介
護（生活援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない（利用者不在時の
訪問サービスの取扱いについては、当該時間帯に通所サービスを利用するか
どうかにかかわらず、同様である。）。

【通則等】　他のサービスの利用
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通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

＜通所サービスの算定＞

施設サービスや短期入所サービスの入所（入院）日や退所（退院）日に通所
サービスを算定できるか。
15.6.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.153 介護報酬に係るQ&A(vol.2） ／6

施設サービスや短期入所サービスにおいても機能訓練やリハビリテーションを
行えることから、入所（入院）日や退所（退院）日に通所サービスを機械的に組
み込むことは適正でない。例えば、施設サービスや短期入所サービスの退所
（退院）日において、利用者の家族の出迎えや送迎等の都合で、当該施設・事
業所内の通所サービスに供する食堂､機能訓練室などにいる場合は、通所
サービスが提供されているとは認められないため、通所サービス費を算定でき
ない。

施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院の退所（退院）
日又は短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問
看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリ
テーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できる
が、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを
行えることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械的に組み込むといっ
た居宅サービス計画は適正でない。

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サー
ビスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリ
テーションを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設、経過的介護療養型医療
施設若しくは介護医療院の試行的退所を行っている場合には、外泊時又は試
行的退所時に居宅サービスは算定できない。

＜短期入所サービスと訪問サービスの同日利用＞

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所（退院）した日及び短期入
所療養介護のサービス終了日（退所日）において、訪問看護費、訪問リハビリ
テーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリテーション費は算定でき
ないとされているが、これは退所日のみの取扱で、入所当日の当該入所前に
利用する訪問通所サービスは別に算定できるのか。
12.4.28事務連絡 介護保険最新情報vol.71 介護報酬等に係るQ&A vol.2 ／Ⅰ
(1）①2

　入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービス
は別に算定できる。ただし、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練
やリハビリを行えることから、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテー
ションを機械的に組み込むといった計画は適正でない。

【通則等】入所日・退所日の算定
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＜要介護状態区分月期途中で変更になった場合の請求＞

月の途中で要介護状態区分が変更となった場合、例えば4月15日に区分変更
申請を行い、要介護2から要介護3に変更となった場合、4月に提供している全
てのサービスの報酬請求は要介護3として請求するのか。
12.4.28事務連絡 介護保険最新情報vol.71 介護報酬等に係るQ&A vol.2 ／Ⅴ２

　報酬請求においては、当該サービスを提供した時点における要介護状態区
分に応じた費用を算定するものであるので、上記の場合、14日までは「要介護
2」に応じた単位数で請求し、15日からは「要介護3」に応じた単位数で請求する
ものとする。また、変更申請中における当該月の報酬請求については、要介護
状態区分の結果が分かった後に行うこととなる。なお、4月分の訪問サービスの
区分支給限度額については、重い方の要介護状態区分である「要介護3」の区
分支給限度基準額の9割を適用することとなっている。
（参考）訪問サービス区分の支給限度額管理の期間については、要介護認定
又は要支援認定の有効期間に係る日が属する月について、それぞれ当該月の
初日から末日までの1ヶ月間とすることとなっており、月途中で要介護状態区分
が変更となった場合、当該月にかかる訪問サービス区分支給限度額は、重い
方の要介護状態区分に応じた支給限度基準額の9割の額を適用する。

③　医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて同意が得られ
ていない場合を含む。）にあっては、「要介護認定等の実施について」に基づ
き、認定調査員が記入した同通知中「２(４)　認定調査員」に規定する「認定調
査票」の「認定調査票（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄
の記載を用いるものとする。

【通則等】　月途中の変更

「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について
①　加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活
用について」（平成５年10月26日老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）
に規定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」とい
う。）を用いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又
は主治医意見書（以下この号において「判定結果」という。）を用いるものとす
る。

②　①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は
各サービスのサービス計画に記載するものとする。また、主治医意見書とは、
「要介護認定等の実施について」（平成21年９月30日老発0930第５号厚生労働
省老健局長通知）に基づき、主治医が記載した同通知中「３　主治医の意見の
聴取」に規定する「主治医意見書」中「３．心身の状態に関する意見　(１)　日常
生活の自立度等について　・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいう
ものとする。なお、複数の判定結果がある場合にあっては、最も新しい判定を
用いるものとする。

【通則等】「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について
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＜特別地域加算等＞

月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそ
れ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等
かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービス提供分のみ加算の対
象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となる
のか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／13

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合にあっては日割
り計算となることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。

＜要介護状態区分の変更＞

要介護状態区分が月途中で変更になった場合の請求について
15.6.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.153 介護報酬に係るQ&A(vol.2） ／22

例えば4月15日に区分変更申請を行い、要介護2から要介護3に変更となった
場合、14日まで「要介護2」に応じた単位数で請求し、15日からは「要介護3」に
応じた単位数で請求する。また、変更申請中における当該月の報酬請求につ
いては、要介護状態区分の結果が判明した後に行うことになる。なお、4月分の
区分支給限度基準額については、重い方の要介護状態区分である「要介護3」
の区分支給限度基準額を適用する。
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ロ　大規模型通所リハビリテーション費 （Ⅰ） を算定すべき指定通所リハビリ
テーションの施設基準

（１）　イ（１）に該当しない事業所であって、前年度の一月当たりの平均利用延
人員数が九百人以内の指定通所リハビリテーション事業所であること。

（２）　イ（２）に該当するものであること。

ハ　大規模型通所リハビリテーション費 （Ⅱ） を算定すべき指定通所リハビリ
テーションの施設基準

（１）　イ（１）及びロ（１）に該当しない事業所であること。

（２）　イ（２）に該当するものであること。

注１　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県
知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所において、指定通所リハビ
リテーションを行った場合に、利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した
時間ではなく、通所リハビリテーション計画（指定居宅サービス基準第１１５条
第１項に規定する通所リハビリテーション計画をいう。以下同じ。）に位置付けら
れた内容の指定通所リハビリテーションを行うのに要する標準的な時間でそれ
ぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、理学療法士、作業
療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護職員（以下この号において「医師
等」という。）の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別
に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

六　指定通所リハビリテーションの施設基準

イ　通常規模型通所リハビリテーション費を算定すべき指定通所リハビリテー
ションの施設基準

（１）　前年度の一月当たりの平均利用延人員数（当該指定通所リハビリテー
ション事業所（指定居宅サービス等基準第百十一条第一項に規定する指定通
所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）に係る指定通所リハビリテー
ション事業者（指定居宅サービス等基準第百十一条第一項に規定する指定通
所リハビリテーション事業者をいう。）が指定介護予防通所リハビリテーション事
業所（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護
予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
（以下「指定介護予防サービス等基準」という。）第百十七条第一項に規定する
指定介護予防通所リハビリテーション事業所をいう。）の指定を併せて受け、か
つ、一体的に事業を実施している場合は、当該指定介護予防通所リハビリテー
ション事業所における前年度の一月当たりの平均利用延人員数を含む。以下
この号において同じ。）が七百五十人以内の指定通所リハビリテーション事業
所であること。

（２）　指定居宅サービス等基準第百十二条に定める設備に関する基準に適合
していること。

【通所リハビリテーション費】
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③　当日の利用者の心身の状況から、実際の指定通所リハビリテーションの提
供が通所リハビリテーション計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場
合には通所リハビリテーション計画上の単位数を算定して差し支えない。なお、
通所リハビリテーション計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、通所
リハビリテーション計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算
定すること。

④　利用者に対して、１日に複数の指定通所リハビリテーションを行う事業所に
あっては、それぞれの指定通所リハビリテーションごとに通所リハビリテーショ
ン費を算定するものとする（例えば、午前と午後に指定通所リハビリテーション
を行う場合にあっては、午前と午後それぞれについて通所リハビリテーション費
を算定する。）。ただし、１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションの
利用者については、同日に行われる他の通所リハビリテーション費は算定でき
ない

②　指定通所リハビリテーションを行うのに要する時間には、送迎に要する時
間は含まないものとするが、送迎時に実施した居宅内での介助等（電気の消
灯・点灯、窓の施錠、着替え、ベッドへの移乗等）に要する時間は、次のいずれ
の要件も満たす場合、１日30分以内を限度として、指定通所リハビリテーション
を行うのに要する時間に含めることができる。

イ　居宅サービス計画及び通所リハビリテーション計画に位置付けた上で実施
する場合

ロ　送迎時に居宅内の介助等を行う者が、理学療法士、作業療法士、言語聴
覚士、看護職員、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修
了者、１級課程修了者、介護職員初任者研修修了者（２級課程修了者を含
む。）又は当該事業所における勤続年数と同一法人の経営する他の介護サー
ビス事業所、医療機関、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提
供する職員としての勤続年数の合計が３年以上の介護職員である場合

注１７　利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入
居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、
地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、通所リハビリテーション費
は、算定しない。

(１)　所要時間による区分の取扱い

①　所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所リハビリ
テーション計画に位置づけられた内容の指定通所リハビリテーションを行うため
の標準的な時間によることとしている。そのため、例えば、単に、当日のサービ
ス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間
を超えて事業所にいる場合は、指定通所リハビリテーションのサービスが提供
されているとは認められないものであり、この場合は当初計画に位置づけられ
た所要時間に応じた所定単位数を算定すること（このような家族等の出迎え等
までの間のいわゆる「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を
徴収して差し支えない。）。
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③　前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始し、又は再開し
た事業者を含む）又は前年度から定員をおおむね25％以上変更して事業を実
施しようとする事業者においては、当該年度に係る平均利用延人員数について
は、便宜上、都道府県知事に届け出た当該事業所の利用定員の90％に予定さ
れる１月当たりの営業日数を乗じて得た数とする。

④　毎年度３月31日時点において、事業を実施している事業者であって、４月
以降も引き続き事業を実施するものの当該年度の通所リハビリテーション費の
算定に当たっては、前年度の平均利用延人員数は、前年度において通所リハ
ビリテーション費を算定している月（３月を除く。）の１月当たりの平均利用延人
員数とする。

(８)　平均利用延人員数の取扱い

①　事業所規模による区分については、施設基準第６号イ(１)に基づき、前年度
の１月当たりの平均利用延人員数により算定すべき通所リハビリテーション費
を区分しているところであるが、当該平均利用延人員数の計算に当たっては、
同号の規定により、当該指定通所リハビリテーション事業所に係る指定通所リ
ハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定
を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、当該指定介護予防通所リ
ハビリテーション事業所における前年度の１月当たりの平均利用延人員数を含
むこととされているところである。したがって、仮に指定通所リハビリテーション
事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受けて
いる場合であっても、事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離さ
れて実施されている場合には、当該平均利用延人員数には当該指定介護予防
通所リハビリテーション事業所の平均利用延人員数は含めない取扱いとする。

②　平均利用延人員数の計算に当たっては、１時間以上２時間未満の報酬を
算定している利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、２時
間以上３時間未満の報酬を算定している利用者及び３時間以上４時間未満の
報酬を算定している利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数と
し、４時間以上５時間未満の報酬を算定している利用者及び５時間以上６時間
未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の３を乗じて得
た数とする。また、平均利用延人員数に含むこととされた指定介護予防通所リ
ハビリテーション事業所の利用者の計算に当たっては、指定介護予防通所リハ
ビリテーションの利用時間が２時間未満の利用者については、利用者数に４分
の１を乗じて得た数とし、２時間以上４時間未満の利用者については、利用者
数に２分の１を乗じて得た数とし、利用時間が４時間以上６時間未満の利用者
については、利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。ただし、指定介護予防
通所リハビリテーション事業所の利用者については、同時にサービスの提供を
受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支え
ない。

また、１月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月にお
ける平均利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を
乗じた数によるものとする。
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⑤　感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じてい
る場合の事業所規模別の報酬区分の決定に係る特例については、別途通知を
参照すること。

(９)　指定通所リハビリテーションの提供について

①　平成27年度の介護報酬改定において、個別リハビリテーション実施加算が
本体報酬に包括化された趣旨を踏まえ、利用者の状態に応じ、個別にリハビリ
テーションを実施することが望ましいこと。

②　指定通所リハビリテーションは、指定通所リハビリテーション事業所の医師
の診療に基づき、通所リハビリテーション計画を作成し、実施することが原則で
あるが、例外として、医療保険の脳血管疾患等リハビリテーション料、廃用症候
群リハビリテーション料又は運動器リハビリテーション料を算定すべきリハビリ
テーションを受けていた患者が、介護保険の指定通所リハビリテーションへ移
行する際に、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実
施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」
の別紙様式２―２―１をもって、保険医療機関から当該事業所が情報提供を受
け、当該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２―２―１に記
載された内容について確認し、指定通所リハビリテーションの提供を開始しても
差し支えないと判断した場合には、別紙様式２―２―１をリハビリテーション計
画書とみなして通所リハビリテーション費の算定を開始してもよいこととする。

なお、その場合であっても、算定開始の日が属する月から起算して３月以内
に、当該事業所の医師の診療に基づいて、次回のリハビリテーション計画を作
成する。

③　指定通所リハビリテーション事業所の医師が、指定通所リハビリテーション
の実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対
し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリテー
ション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーションを中
止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のう
ちいずれか１以上の指示を行う。

④　③における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法士、作業療
法士若しくは言語聴覚士が、当該指示に基づき行った内容を明確に記録する。

⑤　通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて
当該計画を見直す。初回の評価は、通所リハビリテーション計画に基づくリハビ
リテーションの提供開始からおおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ご
とに評価を行う。

⑥　指定通所リハビリテーション事業所の医師が利用者に対して３月以上の指
定通所リハビリテーションの継続利用が必要と判断する場合には、リハビリ
テーション計画書に指定通所リハビリテーションの継続利用が必要な理由、具
体的な終了目安となる時期、その他指定居宅サービスの併用と移行の見通し
を記載し、本人・家族に説明を行う。

⑦　新規に通所リハビリテーション計画を作成した利用者に対して、指定通所リ
ハビリテーション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士が、当該計画に従い、指定通所リハビリテーションの実施
を開始した日から起算して１月以内に、当該利用者の居宅を訪問し、診療、運
動機能検査、作業能力検査等を行うよう努めることが必要である。

⑧　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴
覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅
サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、
日常生活上の留意点、介護の工夫などの情報を伝達する。
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＜リハビリテーション計画書＞

報酬告示又は予防報酬告示の留意事項通知において、医療保険から介護保
険のリハビリテーションに移行する者の情報提供に当たっては「リハビリテー
ション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え
方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老認
発0316第３号、老老発0316第２号）の別紙様式２－２－１を用いることとされて
いる。別紙様式２－２－１はBarthel Indexが用いられているが、情報提供をする
医師と情報提供を受ける医師との間で合意している場合には、FIM（Functional 
Independence Measure）を用いて評価してもよいか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／22

・医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する者の情報提供に当
たっては別紙様式２－２－１を用いる必要があるが、Barthel Indexの代替として
FIMを用いる場合に限り変更を認める。

・なお、様式の変更に当たっては、本件のように情報提供をする医師と情報提
供を受ける医師との間で事前の合意があることが必要である。

＜介護予防通所介護・通所リハビリテーション
（キャンセル料等）＞

これまで急なキャンセルの場合又は連絡がない不在の場合はキャンセル料を
徴収することができたが、月単位の介護報酬となった後もキャンセル料を徴収
することは可能か。また、キャンセルがあった場合においても、報酬は定額どお
りの算定が行われるのか。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
15

キャンセルがあった場合においても、介護報酬上は定額どおりの算定がなされ
ることを踏まえると、キャンセル料を設定することは想定しがたい。

＜介護予防通所介護・通所リハビリテーション （基本単位）＞

送迎・入浴が単位数に包括されているが、送迎や入浴を行わない場合につい
ても減算はされないのか。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
16

送迎・入浴については、基本単位の中に算定されていることから、事業所にお
いては、引き続き希望される利用者に対して適切に送迎・入浴サービスを提供
する必要があると考えている。ただし、利用者の希望がなく送迎・入浴サービス
を提供しなかったからといって減算することは考えていない。
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＜リハビリテーション計画書＞

医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する者の情報提供につい
て、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関す
る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（」令和３
年３月16日老認発0316第３号、老老発0316第２号）の別紙様式２－２－１をもっ
て、保険医療機関から介護保険のリハビリテーション事業所が情報提供を受
け、当該事業所の医師が利用者を診療するとともに、別紙様式２－２－１に記
載された内容について確認し、リハビリテーションの提供を開始しても差し支え
ないと判断した場合には、例外として、別紙様式２－２－１をリハビリテーション
計画書と見なしてリハビリテーションの算定を開始してもよいとされている。
１）医療保険から介護保険のリハビリテーションへ移行する者が、当該保険医
療機関を介護保険のリハビリテーション事業所として利用し続ける場合であっ
ても同様の取扱いをしてよいか。また、その場合、保険医療機関側で当該の者
を診療し、様式２－２－１を記載して情報提供を行った医師と、介護保険のリハ
ビリテーション事業所側で情報提供を受ける医師が同一であれば、情報提供を
受けたリハビリテーション事業所の医師の診療を省略して差し支えないか。
２）医療保険から介護保険のリハビリテーションへ移行する者が、保険医療機
関から情報提供を受ける介護保険のリハビリテーション事業所において、指定
訪問リハビリテーションと指定通所リハビリテーションの両方を受ける場合、リ
ハビリテーション会議の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及
びその置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテー
ション及び通所リハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテー
ション提供内容について整合が取れたものとなっていることが確認できれば、
別紙様式２－１による情報提供の内容を訪問リハビリテーション及び通所リハ
ビリテーションの共通のリハビリテーション計画とみなして、双方で使用して差し
支えないか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／23

１）よい。また、医師が同一の場合であっては、医師の診療について省略して差
し支えない。ただし、その場合には省略した旨を理由とともに記録すること。

２）差し支えない。

＜保険医療機関において指定訪問リハビリテーションを行う場合の取扱＞
保険医療機関において、脳血管疾患等リハビリテーション、運動器リハビリテー
ション又は呼吸器リハビリテーション（以下、疾患別リハビリテーション）と１時間
以上２時間未満の通所リハビリテーション又は訪問リハビリテーションを同時に
行う場合、理学療法士等は同日に疾患別リハビリテーション、通所リハビリテー
ション、訪問リハビリテーションを提供することができるのか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／58

・次の４つの条件を満たす必要がある。
１ 訪問リハビリテーションにおける20分のリハビリテーションに従事した時間
を、疾患別リハビリテーションの１単位とみなし、理学療法士等１人あたり１日18
単位を標準、１日24単位を上限とし、週108単位以内であること。
２ １時間以上２時間未満の通所リハビリテーションにおける20分の個別リハビ
リテーションに従事した時間を、疾患別リハビリテーションの１単位とみなし、
理学療法士等１人あたり１日18単位を標準、１日24単位を上限とし、週108単位
以内であること。
３ 疾患別リハビリテーション１単位を訪問リハビリテーション又は通所リハビリ
テーションの20分としてみなし、理学療法士等１人当たり１日合計８時間以
内、週36時間以内であること。
４ 理学療法士等の疾患別リハビリテーション、通所リハビリテーション及び訪問
リハビリテーションにおけるリハビリテーションに従事する状況が、勤務簿
等に記載されていること。
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＜算定の基準について＞

「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」
（平成11年９月17日老企第25号）において、通所リハビリテーションは一定の条
件のもと事業所の屋外でのサービスを提供できるものであるとされているが、こ
の条件を満たす場合には公共交通機関の利用や買い物等のリハビリテーショ
ンサービスの提供も可能か。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／36

可能。また、事業所の敷地外でサービスを提供する際には、サービス提供場所
との往復を含め、常時従事者が付き添い、必要に応じて速やかに当該事業所
に連絡、搬送できる体制を確保する等、安全性に十分配慮すること。

≪参考≫
「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」
（平成11年９月17日老企第25号）
第７ 通所リハビリテーション
３ 運営に関する基準
⑴ 指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針及び通所リハビリテーション
計画の作成居宅基準第114条及び第115条に定めるところによるほか、次の点
に留意するものとする。
⑭ 指定通所リハビリテーションは、事業所内でサービスを提供することが原則
であるが、次に掲げる条件を満たす場合においては、事業所の屋外でサービス
を提供することができるものであること。
イ あらかじめ通所リハビリテーション計画に位置付けられていること。
ロ 効果的なリハビリテーションのサービスが提供できること。

＜事業所規模区分＞

事業所規模による区分について、前年度の１月あたりの平均利用延人員数に
より算定すべき通所サービス費を区分しているが、具体的な計算方法如何。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／10

以下の手順・方法に従って算出すること。
①　各月（暦月）ごとに利用延人員数を算出する。
②　毎日事業を実施した月においては、当該月の利用延人員数にのみ七分
の六を乗じる（小数点第三位を四捨五入）。
③　②で算出した各月（暦月）ごとの利用延人員数を合算する。
④　③で合算した利用延人員数を、通所サービス費を算定している月数で割
る。
※　②を除き、計算の過程で発生した小数点の端数処理は行わないこと。
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＜基本単位関係＞

訪問介護員等による送迎で通所系サービスを利用する場合、介護報酬上どの
ように取り扱うのか。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
57

送迎については、通所介護費において評価しており、訪問介議員等による送迎
を、別途、訪問介護費として算定することはできない。

＜保険医療機関において1時間以上2時間未満の通所リハビリテーションを行う
場合の取扱い＞

保険医療機関において、脳血管疾患等リハビリテーション、運動器リハビリテー
ション又は呼吸器リハビリテーション（以下、疾患別リハビリテーション）と1時間
以上2時間未満の通所リハビリテーションを同時に行う場合、理学療法士等は
同日に疾患別リハビリテーションと通所リハビリテーションを提供することができ
るのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／85

次の三つの条件をすべて満たす場合は可能である。
１.通所リハビリテーションにおける20分の個別リハビリテーションに従事した時
間を、疾患別リハビリテーションの１単位とみなし、理学療法士等1人当たり1日
18単位を標準、1日24単位を上限とし、週108単位以内であること。
２.疾患別リハビリテーション1単位を通所リハビリテーションにおける個別リハビ
リテーション20分としてみなし、理学療法士等1人当たり1日合計８時間以内、週
36時間以内であること。
３.理学療法士等の疾患別リハビリテーション及び通所リハビリテーションにおけ
る個別リハビリテーションに従事する状況が、勤務簿等に記載されていること。

＜通所介護費の算定＞

事業所職員が迎えにいったが、利用者が突然体調不良で通所介護（通所リハ
ビリテーション）に参加できなくなった場合、通所介護費（通所リハビリテーショ
ン費）を算定することはできないか。
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A

貴見のとおり、算定できない。

＜規模別報酬関係＞

事業所規模別の報酬に関する利用者数の計算に当たり、新規に要介護認定を
申請中の者が暫定ケアプランによりサービス提供を受けている場合は含まれる
のか。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
46

いわゆる暫定ケアプランによりサービス提供を受けている者は、平均利用延人
員数の計算に当たって含めない取扱いとする。
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通所リハビリテーションの所要時間＞

６時間以上８時間未満の単位のみを設定している通所リハビリテーション事業
所において、利用者の希望により、４時間以上６時間未満のサービスを提供
し、４時間以上６時間未満の通所リハビリテーション費を算定することができる
のか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／87

適切なケアマネジメントに基づき利用者にとって４時間以上６時間未満のサー
ビス提供が必要な場合であれば算定することができる。

＜送迎時における居宅内介助等の評価＞

　送迎時における居宅内介助等については、複数送迎する場合は、車内に利
用者を待たせることになるので、個別に送迎する場合のみが認められるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／54

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）
　個別に送迎する場合のみに限定するものではないが、居宅内介助に要する
時間をサービスの提供時間に含めることを認めるものであることから、他の利
用者を送迎時に車内に待たせて行うことは認められない。

＜送迎時における居宅内介助等の評価＞
　デイサービス等への送り出しなどの送迎時における居宅内介助等について、
通所介護事業所等が対応できない場合は、訪問介護の利用は可能なのか。居
宅内介助等が可能な通所介護事業所等を探す必要があるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／52

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）
１　通所介護等の居宅内介助については、独居など一人で身の回りの支度が
できず、介助が必要となる場合など個別に必要性を判断の上、居宅サービス計
画及び個別サービス計画に位置付けて実施するものである。
２　現在、訪問介護が行っている通所サービスの送迎前後に行われている介助
等について、一律に通所介護等で対応することを求めているものではない。
例えば、食事介助に引き続き送迎への送り出しを行うなど訪問介護による対応
が必要な利用者までも、通所介護等での対応を求めるものではない。

＜送迎時における居宅内介助等の評価＞

　送迎時に居宅内で介助した場合は30分以内であれば所要時間に参入しても
よいとあるが、同一建物又は同一敷地内の有料老人ホーム等に居住している
利用者へ介護職員が迎えに行き居宅内介助した場合も対象とすることでよい
か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／53

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）
　対象となる。
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＜サービスの提供開始と終了＞

サービスの提供開始や終了は同一単位の利用者について同時に行わなけれ
ばならないのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／57

サービスの提供にあたっては、利用者ごとに定めた通所サービス計画における
通所サービスの内容、利用当日のサービスの提供状況、家族の出迎え等の都
合で、サービス提供の開始・終了のタイミングが利用者ごとに前後することはあ
り得るものであり、また、そもそも単位内で提供時間の異なる利用者も存在し得
るところである。報酬の対象となるのは実際に事業所にいた時間ではなく、通
所サービス計画に定められた標準的な時間であるとしているところであり、サー
ビス提供開始時刻や終了時刻を同時にしなければならないというものではな
い。

＜所要時間区分の設定＞

所要時間区分（６時間以上７時間未満、７時間以上８時間未満等）は、あらかじ
め事業所が確定させておかなければならないのか。利用者ごとに所要時間区
分を定めることはできないのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／23

各利用者の通所サービスの所要時間は、利用者の心身の状況、希望及びそ
の置かれている環境を踏まえて作成される通所サービス計画に位置づけられ
た内容によって個別に決まるものであり、各利用者の所要時間に応じた区分で
請求することとなる。運営規程や重要事項説明書に定める事業所における
サービス提供時間は、これらを踏まえて適正に設定する必要がある。

＜通所サービスの所要時間＞

緊急やむを得ない場合における併設医療機関（他の医療機関を含む）の受診
による通所サービスの利用の中止について
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／3

併設医療機関等における保険請求が優先され、通所サービスについては変更
後の所要時間に応じた所定単位数を算定しなければならない。

＜送迎時における居宅内介助等の評価＞

　居宅内介助等を実施した時間を所要時間として、居宅サービス計画及び個別
サービス計画に位置づけた場合、算定する報酬区分の所要時間が利用者ごと
に異なる場合が生じてもよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／55

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）
　サービスの提供に当たっては、サービス提供の開始・終了タイミングが利用者
ごとに前後することはあり得るものであり、単位内でサービスの提供時間の異
なる場合が生じても差し支えない。

16／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

＜サービス提供にあたっての所要時間と所要時間区分の考え方＞

各所要時間区分の通所サービス費を請求するにあたり、サービス提供時間の
最低限の所要時間はあるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／24

・所要時間による区分は現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位置づ
けられた通所サービスを行うための標準的な時間によることとされており、例え
ば通所介護計画に位置づけられた通所介護の内容が８時間以上９時間未満で
あり、当該通所介護計画書どおりのサービスが提供されたのであれば、８時間
以上９時間未満の通所介護費を請求することになる。

・ただし、通所サービスの提供の開始に際しては、予めサービス提供の内容や
利用料等の重要事項について、懇切丁寧に説明を行った上で同意を得ることと
なっていることから、利用料に応じた、利用者に説明可能なサービス内容となっ
ている必要があることに留意すること。

＜サービス提供にあたっての所要時間と所要時間区分の考え方＞

１人の利用者に対して、７時間の通所介護に引き続いて５時間の通所介護を
行った場合は､それぞれの通所介護費を算定できるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／25

・それぞれのプログラムが当該利用者の心身の状況や希望等に応じて作成さ
れ､当該プログラムに従って､単位ごとに効果的に実施されている場合は､それ
ぞれの単位について算定できる。なおこの場合にあっても１日につき算定する
こととされている加算項目は、当該利用者についても当該日に１回限り算定で
きる。

・単に日中の通所介護の延長として夕方に通所介護を行う場合は、通算時間
は12時間として、９時間までの間のサービス提供に係る費用は所要時間８時間
以上９時間未満の場合として算定し９時間以降12時間までの間のサービス提
供に係る費用は、延長加算を算定（または延長サービスに係る利用料として徴
収）する。
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(32)　記録の整備について
リハビリテーションに関する記録（実施期間、訓練内容、担当者、加算の算定に
当たって根拠となった書類等）は利用者ごとに保管され、常に当該事業所のリ
ハビリテーション従事者により閲覧が可能であるようにすること。

 ＜サービス提供時間を短縮した場合の所要時間区分の考え方＞

「当日の利用者の心身の状況から、実際の通所サービスの提供が通所サービ
ス計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所サービス計画
上の単位数を算定して差し支えない。」とされているが、具体的にどのような内
容なのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／26

・通所サービスの所要時間については､現に要した時間ではなく、通所サービス
計画に位置付けられた内容の通所サービスを行うための標準的な時間による
こととされている。

・こうした趣旨を踏まえ、例えば８時間以上９時間未満のサービスの通所介護
計画を作成していた場合において、当日サービス提供途中で利用者が体調を
崩したためにやむを得ず７時間30分でサービス提供を中止した場合に当初の
通所介護計画による所定単位数を算定してもよいとした。（ただし、利用者負担
の軽減の観点から､通所介護計画を変更した上で７時間以上８時間未満の所
定単位数を算定してもよい。）

・こうした取扱いは､サービスのプログラムが個々の利用者に応じて作成され､
当該プログラムに従って､単位ごとに効果的に実施されている事業所において
行われることを想定しており､限定的に適用されるものである。当初の通所介護
計画に位置付けられた時間よりも大きく短縮した場合は､当初の通所介護計画
を変更し､再作成されるべきであり､変更後の所要時間に応じた所定単位数を
算定しなければならない。

（例）通所介護計画上７時間以上８時間未満の通所介護を行う予定であった利
用者について
① 利用者が定期検診などのために当日に併設保険医療機関の受診を希望す
ることにより６時間程度のサービスを行った場合には､利用者の当日の希望を
踏まえて当初の通所サービス計画を変更し､再作成されるべきであり､６時間程
度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。

② 利用者の当日の希望により３時間程度の入浴のみのサービスを行った場合
には､利用者の当日の希望を踏まえて当初の通所サービス計画を変更し､再作
成されるべきであり、３時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。

③ 当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得ず２時間程
度でサービス提供を中止した場合、当初の通所介護計画を変更し、再作成され
るべきであり、２時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。
（※所要時間２時間以上３時間未満の区分は、心身の状況その他利用者のや
むを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難である利用者に対して
算定するものであるが、当日の利用者の心身の状況から、実際の通所サービ
スの提供が通所サービス計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合は、通所
サービス計画を変更の上、同区分での算定を行うこととしても差し支えない。）

④当日サービス提供途中で利用者が体調を崩したためにやむを得ず１時間程
度でサービス提供を中止した場合、これに対応する所要時間区分がないため、
通所介護費を算定できない。
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＜集合住宅減算について＞

　集合住宅減算の対象となる「有料老人ホーム」とは、無届けであっても実態が
備わっていれば「有料老人ホーム」として取り扱うことでよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／9

　貴見の通りである。

＜同一建物居住者等に通所系サービスを行う場合の減算＞
「建物の構造上自力での通所が困難」とは、具体的にどのような場合か。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／55

当該建物にエレベーターがない又は故障中の場合を指す。

同一建物の定義

注21における「同一建物」とは、当該指定通所介護事業所と構造上又は外形
上、一体的な建築物を指すものであり、具体的には、当該建物の１階部分に指
定通所介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合
が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該
当しない。

また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指
定通所介護事業所の指定通所介護事業者と異なる場合であっても該当するも
のであること。

なお、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを
得ない事情により送迎が必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合
は、例外的に減算対象とならない。具体的には、傷病により一時的に歩行困難
となった者又は歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造上自力での通
所が困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居住する場所
と当該指定通所介護事業所の間の往復の移動を介助した場合に限られるこ
と。ただし、この場合、２人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や
移動介助の方法及び期間について、介護支援専門員とサービス担当者会議等
で慎重に検討し、その内容及び結果について通所介護計画に記載すること。ま
た、移動介助者及び移動介助時の利用者の様子等について、記録しなければ
ならない。

【減算】　集合住宅減算

注２１　指定通所リハビリテーション事業所と同一建物に居住する者又は指定
通所リハビリテーション事業所と同一建物から当該指定通所リハビリテーション
事業所に通う者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場合は、１日につ
き９４単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情
により送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎を行った場合は、こ
の限りでない。
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＜集合住宅減算について＞

　月の途中に、集合住宅減算の適用を受ける建物に入居した又は当該建物か
ら退居した場合、月の全てのサービス提供部分が減算の対象となるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／5

　集合住宅減算については、利用者が減算対象となる建物に入居した日から
退居した日までの間に受けたサービスについてのみ減算の対象となる。
　月の定額報酬であるサービスのうち、介護予防訪問介護費、夜間対応型訪
問介護費（Ⅱ）及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護費については、利用者
が減算対象となる建物に居住する月があるサービスに係る報酬（日割り計算が
行われる場合は日割り後の額）について減算の対象となる。
　なお、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費については
減算の対象とならない。また、（介護予防）小規模多機能型居宅介護費につい
ては利用者の居所に応じた基本報酬を算定する。

＜介護予防通所介護・介護予防通所リハビリテーション（同一建物居住者又は
同一建物から利用する者に介護予防通所サービスを行う場合の減算）＞

通所サービス事業所と同一建物に居住する利用者が、次に該当する場合は、
基本サービス費を日割りして算定することとなるが、送迎に係る減算はどのよう
に算定するのか。
(1) 月途中で要支援から要介護（又は要介護から要支援）に変更した場合　
(2) 月途中で同一建物から転居し、事業所を変更した場合
(3) 月途中で要支援状態区分が変更した場合
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／24

(1)及び(2)は、要支援状態区分に応じた送迎に係る減算の単位数を基本サー
ビス費から減算する。
(3)は、変更前の要支援状態区分に応じた送迎に係る単位数を減算する。
ただし、(1)及び(2)において、減算によりマイナスが生じる場合は、基本サービ
ス費に各種加算減算を加えた１月当たりの各サービス種類の総単位数がゼロ
となるまで減算する。
（例）要支援２の利用者が、介護予防通所介護を1 回利用した後、
（１）月の５日目に要介護１に変更した場合
（２）月の５日目に転居した場合
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注２２　利用者に対して、その居宅と指定通所リハビリテーション事業所との間
の送迎を行わない場合は、片道につき４７単位を所定単位数から減算する。

＜送迎が実施されない場合の評価の見直し＞

　送迎減算は、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを位置付けさせた
上で行うことになるため、利用者宅に迎えに行ったが、利用者や家族等の都合
で結果的に利用者の家族等が、事業所まで利用者を送った場合には、減算の
対象とならないのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／61

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）　
　送迎減算の有無に関しては、個別サービス計画上、送迎が往復か片道かを
位置付けさせた上で、実際の送迎の有無を確認の上、送迎を行っていなけれ
ば減算となる。

(24)　送迎を行わない場合の減算について

利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など事業者が送迎
を実施していない場合は、片道につき減算の対象となる。ただし、注21の減算
の対象となっている場合には、当該減算の対象とはならない。

 ＜送迎が実施されない場合の評価の見直し＞

　指定通所介護事業所等の設備を利用した宿泊サービスを利用する場合の送
迎減算の考え方如何。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／60

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）　
　宿泊サービスを利用するしないにかかわらず、送迎をしていなければ減算と
なる。

＜集合住宅減算について＞

　集合住宅減算について、サービス提供事業所と建物を運営する法人がそれ
ぞれ異なる法人である場合にはどのような取扱いとなるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／11

　サービス提供事業所と建物を運営する法人が異なる場合も減算対象となる。

【減算】　送迎未実施減算
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＜送迎減算＞

Ａ事業所の利用者について、Ｂ事業所の従業者が当該利用者の居宅とＡ事業
所との間の送迎を行った場合、送迎減算は適用されるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／31

送迎減算は、送迎を行う利用者が利用している事業所の従業者（問中の事例
であれば、Ａ事業所の従業者）が当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実施
していない場合に適用されるものであることから、適用される。ただし、Ｂ事業
所の従業者がＡ事業所と雇用契約を締結している場合は、Ａ事業所の従業者
（かつＢ事業所の従業者）が送迎を実施しているものと解されるため、この限り
ではない。

＜送迎減算＞
Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を委託した事業者に
より、当該利用者の居宅とＡ事業所との間の送迎が行われた場合、送迎減算
は適用されるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／32

指定通所介護等事業者は、指定通所介護等事業所ごとに、当該指定通所介護
等事業所の従業者によって指定通所介護等を提供しなければならないこととさ
れている。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこの
限りではないことから、各通所介護等事業所の状況に応じ、送迎に係る業務に
ついて第三者へ委託等を行うことも可能である。なお、問中の事例について、
送迎に係る業務が委託され、受託した事業者により、利用者の居宅と事業所と
の間の送迎が行われた場合は、送迎減算は適用されない。

＜送迎減算＞
訪問介護員等による送迎で通所サービスを利用する場合、介護報酬はどのよ
う算定すればよいか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／30

・送迎については、通所サービスの介護報酬において評価しており、利用者の
心身の状況により通所サービスの事業所の送迎車を利用することができない
など特別な事情のない限り、訪問介護員等による送迎を別途訪問介護費として
算定することはできない。
・ただし、利用者が、居宅から病院等の目的地を経由して通所サービスの事業
所へ行く場合や、通所サービスの事業所から病院等の目的地を経由して居宅
へ帰る場合等、一定の条件の下に、令和３年度から訪問介護費を算定すること
ができることとする。
・なお、訪問介護員等により送迎が行われる場合、当該利用者が利用している
通所サービスの事業所の従業者が当該利用者の居宅と事業所間の送迎を実
施していないため、送迎減算が適用されることに留意すること。

＜送迎が実施されない場合の評価の見直し＞
　通所介護等について、事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を実施した場合
には、車両による送迎ではないが、送迎を行わない場合の減算対象にはならな
いと考えて良いか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／62

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）　
　徒歩での送迎は、減算の対象にはならない。

22／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

④　都道府県知事は、定員超過利用が行われている事業所に対しては、その
解消を行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継
続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するもの
とする。

⑤　災害、虐待の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用について
は、当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた時期が月末であって、定
員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認められる場合は翌月
も含む。）の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由
がないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合
に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行うものとする。

災害時等の取扱い

災害その他のやむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超
過利用が開始した月（災害等が生じた時期が月末であって、定員超過利用が
翌月まで継続することがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む。）の翌
月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がないにもかか
わらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じ
た月の翌々月から所定単位数の減算を行うものとする。また、この場合にあっ
ては、やむを得ない理由により受け入れた利用者については、その利用者を明
確に区分した上で、平均利用延人員数に含まないこととする。

②　この場合の利用者の数は、１月間（暦月）の利用者の数の平均を用いる。こ
の場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月におけるサービス提供日ごと
の同時にサービスの提供を受けた者の最大数の合計を、当該月のサービス提
供日数で除して得た数とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点
以下を切り上げるものとする。

③　利用者の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基
準に該当することとなった事業所については、その翌月から定員超過利用が解
消されるに至った月まで、利用者の全員について、所定単位数が通所介護費
等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解消さ
れるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。

【減算】　定員超過利用減算

定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について

①　当該事業所の利用定員を上回る利用者を利用させている、いわゆる定員
超過利用に対し、介護給付費の減額を行うこととし、厚生労働大臣が定める利
用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定
方法（平成12年厚生省告示第27号。以下「通所介護費等の算定方法」という。）
において、定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしていると
ころであるが、これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、
定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。
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＜定員関係＞

小規模、通常規模通所介護費を算定している事業所については、月平均の利
用者数で定員超過した場合となっているが、今回の改正で月平均の利用者数
とされた趣旨は。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
40

介護予防通所サービスについては、月額の定額報酬とされたことから減算につ
いても月単位で行うことが必要となったため、定員超過の判断も月単位（月平
均）とすることとしている。また、多くの事業所は、介護と予防の両サービスを一
体的に提供し、それぞれの定員を定めていないと想定されることから、介護給
付についても予防給付にあわせて、月単位の取扱いとしたところである。

＜定員関係＞

通所サービスと介護予防通所サービスについて、それぞれの定員を定めるの
か、それとも全体の定員の枠内で、介護と予防が適時振り分けられれば良いも
のか。その場合、定員超過の減算はどちらを対象に、どのように見るべきか。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
39

通所サービスと介護予防通所サービスを一体的に行う事業所の定員について
は、介護給付の対象となる利用者（要介護者）と予防給付の対象となる利用者
（要支援者）との合算で、利用定員を定めることとしている。例えば、定員20人と
いう場合、要介護者と要支援者とを合わせて20という意昧であり、利用日によっ
て､要介護者が10人、要支援者が10人であっても、要介護者が15人、要支援者
が5人であっても、差し支えないが、合計が20人を超えた場合には、介護給付
及び予防給付の両方が減算の対象となる。

＜定員関係＞

通所介護における定員遵守規定に、「ただし、災害その他のやむを得ない事情
がある場合はこの限りではない」との規定が加えられた趣旨如何。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
41

従前より、災害等やむを得ない事情がある場合には、その都度、定員遵守規
定にかかわらず、定員超過しても減算の対象にしない旨の通知を発出し、弾力
的な運用を認めてきたところであるが、これを入所系サービスと同様、そのよう
な不測の事態に備え、あらかじめ、規定する趣旨である。したがって、その運用
に当たっては、真にやむを得ない事情であるか、その都度、各自治体におい
て、適切に判断されたい。
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指定居宅サービス介護給付費単位数表の所定単位数に百分の七十を乗じて
得た単位数を用いて、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基
準の例により算定する。

老振発第0530001号
老老発第0530001号
平成15年５月30日
各都道府県介護保険主管部（局）長あて
厚生労働省老健局振興、老人保健課長通知

指定通所リハビリテーションにおける理学療法士、作業療法士又は言語聴覚
士に係る人員基準及び介護報酬上の取扱いについて

沿革：平成21年３月13日老計発第0313002号、老振発第0313004号、老発第
0313004号改正

標記については、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す
る基準」（平成11年厚生省令第37号。以下「基準省令」という。）及び「指定居宅
サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成12年厚生省告示第19
号）により定めているところであるが、その取扱いについては左記のとおりとす
るので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を
図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。

【減算】　人員基準欠如減算

(26)　人員基準欠如に該当する場合の所定単位数の算定について

①　当該事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員及
び介護職員の配置数が人員基準上満たすべき員数を下回っている、いわゆる
人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定
方法において、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしてい
るところであるが、これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であ
り、人員基準欠如の未然防止を図るよう努めるものとする。

②　医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員及び介護職員の
配置数については、

イ　人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合にはその翌月
から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、単位ごとに利用者の全員に
ついて所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って
減算する。

ロ　１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消さ
れるに至った月まで、単位ごとに利用者等の全員について所定単位数が通所
介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算される（ただし、翌月の
末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。

③　都道府県知事は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増
員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導すること。当該指導に従わない
場合には、特別な事情がある場合をのぞき、指定の取消しを検討するものとす
る。
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指定通所リハビリテーションにおける理学療法士、作業療法士又は言語聴覚
士に係る人員基準上の取扱い

基準省令第111条第１項第２号の規定により、指定通所リハビリテーションの単
位ごとに、利用者の数が10人までは、その提供を行う時間帯を通じて専ら当該
指定通所リハビリテーションの提供にあたる従事者が１人以上、利用者の数が
10人を超える場合は、利用者の数を10で除した数以上確保されていることと
し、これらのうち、専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士は、利用者が100人、又はその端数を増すごとに１以上確
保されていることを要するものであること。

なお、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士については、指定通所リハビリ
テーションの基本方針（基準省令第110条）に照らし、原則として、通所リハビリ
テーションの単位ごと、かつ営業日ごとに適切に配置することが望ましいもので
あること。
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「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が
一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務処理手順
及び様式例の提示について」より

【加算】　感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合
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30／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

＜３％加算及び規模区分の特例（介護予防サービスと一体的に実施している
場合）＞
各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数は、認知
症対応型通所介護については、留意事項通知第２の７（４）及び（５）を準用し算
定することとなっているが、指定認知症対応型通所介事業者が指定介護予防
認知症対応型通所介護事業者の指定をあわせて受けている場合であって両事
業を一体的に実施している場合、指定介護予防認知症対応型通所介護事業所
における平均利用延人員数を含むのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／4
貴見のとおり。

＜３％加算及び規模区分の特例（利用延人員数の減少理由）＞

新型コロナウイルス感染症については、基本報酬への３％加算や事業所規模
別の報酬区分の決定に係る特例の対象となっているが、現に感染症の影響と
想定される利用延人員数の減少が一定以上生じている場合にあっては、減少
の具体的な理由（例えば、当該事業所の所在する地域に緊急事態宣言が発令
されているか、当該事業所が都道府県、保健所を設置する市又は特別区から
の休業の要請を受けているか、当該事業所において感染者が発生したか否か
等）は問わないのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／2

対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせした感染症又は災害
については、利用延人員数の減少が生じた具体的な理由は問わず、当該感染
症又は災害の影響と想定される利用延人員数の減少が一定以上生じている場
合にあっては、３％加算や規模区分の特例を適用することとして差し支えない。

＜３％加算及び規模区分の特例（新型コロナウイルス感染症による休業要請
時の取扱い）＞
各月の利用延人員数及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数は、通所
介護、地域密着型通所介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護について
は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（以下「留意事
項通知」という。）第２の７（４）及び（５）を、通所リハビリテーションについては留
意事項通知第２の８（２）及び（８）を準用し算定することとなっているが、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、都道府県等からの休業の要請を
受けた事業所にあっては、休業要請に従って休業した期間を、留意事項通知
の「正月等の特別な期間」として取り扱うことはできるか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／3

・留意事項通知において「一月間（暦月）、正月等の特別な期間を除いて毎日
事業を実施した月における平均利用延人員数については、当該月の平均利用
延人員数に七分の六を乗じた数によるものとする。」としているのは、「正月等
の特別な期間」においては、ほとんど全ての事業所がサービス提供を行ってい
ないものと解されるためであり、この趣旨を鑑みれば、都道府県等からの休業
の要請を受け、これに従って休業した期間や、自主的に休業した期間を「正月
等の特別な期間」として取り扱うことはできない。

・なお、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項通知による事
業所規模区分の算定にあたっても、同様の取扱いとすることとする。

31／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

＜３％加算及び規模区分の特例（規模区分の特例の年度内での算定可能回
数）＞

規模区分の特例適用の届出は年度内に１度しか行うことができないのか。例え
ば、令和３年４月に利用延人員数が減少し、令和３年５月に規模区分の特例適
用の届出を行い、令和３年６月から規模区分の特例を適用した場合において、
令和３年６月に利用延人員数が回復し、令和３年７月をもって規模区分の特例
の適用を終了した事業所があったとすると、当該事業所は令和３年度中に再び
利用延人員数が減少した場合でも、再度特例の適用の届出を行うことはできな
いのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／7

通所介護（大規模型Ⅰ、大規模型Ⅱ）、通所リハビリテーション事業所（大規模
型Ⅰ、大規模型Ⅱ）については、利用延人員数の減少が生じた場合において
は、感染症又は災害（規模区分の特例の対象となる旨を厚生労働省から事務
連絡によりお知らせしたものに限る。）が別事由であるか否かに関わらず、年度
内に何度でも規模区分の特例適用の届出及びその適用を行うことが可能であ
る。また、同一のサービス提供月において、３％加算の算定と規模区分の特例
の適用の両方を行うことはできないが、同一年度内に３％加算の算定と規模区
分の特例の適用の両方を行うことは可能であり、例えば、以下も可能である。
（なお、同時に３％加算の算定要件と規模区分の特例の適用要件のいずれに
も該当する場合は、規模区分の特例を適用することとなっていることに留意す
ること。）

- 年度当初に３％加算算定を行った事業所について、３％加算算定終了後に
規模区分の特例適用の届出及びその適用を行うこと。（一度３％加算を算定し
たため、年度内は３％加算の申請しか行うことができないということはない。）

- 年度当初に規模区分の特例適用を行った事業所について、規模区分の特例
適用終了後に３％加算算定の届出及びその算定を行うこと。（一度規模区分の
特例を適用したため、年度内は規模区分の特例の適用しか行うことができない
ということはない。）

＜３％加算及び規模区分の特例（加算算定延長の可否）＞

３％加算については、加算算定終了の前月においてもなお、利用延人員数が
５％以上減少している場合は、加算算定の延長を希望する理由を添えて、加算
算定延長の届出を行うこととなっているが、どのような理由があげられている場
合に加算算定延長を認めることとすればよいのか。都道府県・市町村におい
て、届出を行った通所介護事業所等の運営状況等を鑑み、判断することとして
差し支えないのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／5

通所介護事業所等から、利用延人員数の減少に対応するための経営改善に
時間を要すること等の理由が提示された場合においては、加算算定の延長を
認めることとして差し支えない。
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＜３％加算及び規模区分の特例（届出がなされなかった場合の取扱い）＞

３％加算算定・規模区分の特例の適用に係る届出は、利用延人員数の減少が
生じた月の翌月15日までに届出を行うこととされているが、同日までに届出が
なされなかった場合、加算算定や特例の適用を行うことはできないのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／10

・貴見のとおり。他の加算と同様、算定要件を満たした月（利用延人員数の減
少が生じた月）の翌月15日までに届出を行わなければ、３％加算の算定や規
模区分の特例の適用はできない。なお、例えば令和３年４月の利用延人員数
の減少に係る届出を行わなかった場合、令和３年６月にこの減少に係る評価を
受けることはできないが、令和３年５月以降に利用延人員数の減少が生じた場
合は、減少が生じた月の翌月15日までに届出を行うことにより、令和３年７月以
降において、加算の算定や規模区分の特例の適用を行うことができる。

・なお、令和３年２月の利用延人員数の減少に係る届出にあっては、令和３年４
月１日までに行わせることを想定しているが、この届出については、新型コロナ
ウイルス感染症による利用延人員数の減少に対応するものであることから、都
道府県・市町村におかれてはこの趣旨を鑑み、届出の締切について柔軟に対
応するようお願いしたい。

＜３％加算及び規模区分の特例（届出様式（例）の取扱い）＞

「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が
一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務処理手順
及び様式例の提示について」（老認発0316第４号・老老発0316第３号令和３年
３月16日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長、老人保健課長連
名通知。以下「本体通知」という。）において、各事業所における３％加算算定・
規模区分の特例の適用に係る届出様式（例）が示されているが、届出にあたっ
ては必ずこの様式（例）を使用させなければならないのか。都道府県や市町村
において独自の様式を作成することは可能か。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／9

・本体通知における届出様式（例）は、今回の取扱いについて分かりやすくお伝
えする観点や事務手続きの簡素化を図る観点からお示ししたものであり、都道
府県・市町村におかれては、できる限り届出様式（例）を活用されたい。

・なお、例えば、届出様式（例）に加えて通所介護事業所等からなされた届出が
適正なものであるか等を判断するために必要な書類等を求めることは差し支え
ない。
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＜３％加算及び規模区分の特例（他事業所の利用者を臨時的に受け入れた場
合の利用延人員数の算定）＞

新型コロナウイルス感染症の影響による他の事業所の休業やサービス縮小等
に伴って、当該事業所の利用者を臨時的に受け入れた結果、利用者数が増加
した事業所もある。このような事業所にあっては、各月の利用延人員数及び前
年度１月当たりの平均利用延人員数の算定にあたり、やむを得ない理由により
受け入れた利用者について、その利用者を明確に区分した上で、平均利用延
人員数に含まないこととしても差し支えないか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／12

・差し支えない。本体通知においてお示ししているとおり、各月の利用延人員数
及び前年度の１月当たりの平均利用延人員数の算定にあたっては、通所介
護、地域密着型通所介護及び（介護予防）認知症対応型通所介護について
は、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サー
ビス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支
援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に
ついて」（平成12年３月１日老企第36号）（以下「留意事項通知」という。）第２の
７（５）を、通所リハビリテーションについては留意事項通知第２の８（２）を準用
することとしており、同項中の「災害その他やむを得ない理由」には新型コロナ
ウイルス感染症の影響も含まれるものである。なお、新型コロナウイルス感染
症の影響により休業やサービス縮小等を行った事業所の利用者を臨時的に受
け入れた後、当該事業所の休業やサービス縮小等が終了してもなお受け入れ
を行った利用者が３％加算の算定や規模区分の特例を行う事業所を利用し続
けている場合、当該利用者については、平均利用延人員数に含めることとす
る。

・また、通所介護、通所リハビリテーションにあっては、留意事項通知による事
業所規模区分の算定にあたっても、同様の取扱いとすることとする。

＜３％加算及び規模区分の特例（いわゆる第12報を適用した場合の利用延人
員数の算定）＞

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時
的な取扱いについて（第12報）」（令和２年６月１日付厚生労働省老健局総務課
認知症施策推進室ほか事務連絡）（以下「第12報」という。）による特例を適用し
た場合、１月当たりの平均利用延人員数を算定するにあたっては、第12報にお
ける取扱いの適用後の報酬区分ではなく、実際に提供したサービス時間の報
酬区分に基づき行うのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／11

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時
的な取扱いについて（第13報）」（令和２年６月15日付厚生労働省老健局総務
課認知症施策推進室ほか事務連絡）問４でお示ししているとおりであり、貴見
のとおり。
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＜３％加算及び規模区分の特例（適用対象者の考え方）＞

３％加算や規模区分の特例を適用する場合は、通所介護事業所等を利用する
全ての利用者に対し適用する必要があるのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／14

３％加算や規模区分の特例は、感染症や災害の発生を理由として利用延人員
数が減少した場合に、状況に即した安定的なサービス提供を可能とする観点
から設けられたものであり、この趣旨を鑑みれば、当該通所介護事業所等を利
用する全ての利用者に対し適用することが適当である。

＜３％加算及び規模区分の特例（第一号通所事業の取扱い）＞

第一号通所事業には、３％加算は設けられていないのか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／15

貴見のとおり。なお、通所介護事業所等において、３％加算や規模区分の特例
の適用対象となるか否かを判定する際の各月の利用延人員数及び前年度の１
月当たりの平均利用延人員数の算定にあたっては、本体通知Ⅱ（３）にお示し
しているとおり、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪
問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定
居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の
留意事項について」（平成12年３月１日老企第36号）第２の７（４）を準用するも
のであることから、通所介護事業等と第一号通所介護事業が一体的に実施さ
れている場合にあっては、第一号通所事業の平均利用延人員数を含むものと
する。

＜３％加算及び規模区分の特例（利用者又はその家族への説明・同意の取
得）＞

３％加算や規模区分の特例を適用するにあたり、通所介護事業所等において
利用者又はその家族への説明や同意の取得を行う必要はあるか。また、利用
者又はその家族への説明や同意の取得が必要な場合、利用者又はその家族
への説明を行ったことや、利用者又はその家族から同意を受けたことを記録す
る必要はあるか。
3.3.19 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和３年３
月19日）」の送付について ／13

３％加算や規模区分の特例を適用するにあたっては、通所介護事業所等が利
用者又はその家族への説明や同意の取得を行う必要はない。なお、介護支援
専門員が居宅サービス計画の原案の内容（サービス内容、サービス単位／金
額等）を利用者又はその家族に説明し同意を得ることは必要である。
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＜３％加算・規模区分の特例（３％加算・規模区分の特例の令和４年度の取扱
い） ＞

新型コロナウイルス感染症は、３％加算や規模区分の特例の対象となる感染
症とされている（※）が、令和４年度も引き続き同加算や特例の対象となる感染
症と考えてよいか。
（※） 「通所介護等において感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の
減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考え方並びに事務処
理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老認発0316第４号・老
老発0316第３号）別紙Ⅰ
4.2.21 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.11）（令和４年
２月21日）」の送付について ／1

新型コロナウイルス感染症は、令和４年度も引き続き同加算や特例の対象とな
る感染症である。なお、同年度中に同加算や特例の対象外とすることとする場
合は、事務連絡によりお示しする。

＜３％加算及び規模区分の特例（３％加算の年度内での算定可能回数）＞

新型コロナウイルス感染症の影響により利用延人員数が減少した場合、３％加
算算定の届出は年度内に１度しか行うことができないのか。例えば、令和３年４
月に利用延人員数が減少し、令和３年５月に３％加算算定の届出を行い、令和
３年６月から３％ 加算を算定した場合において、令和３年６月に利用延人員数
が回復し、令和３年７月をもって３％加算の算定を終了した事業所があったとす
ると、当該事業所は令和３年度中に再び利用延人員数が減少した場合でも、
再度３％加算を算定することはできないのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／21

感染症や災害（３％加算の対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知
らせしたものに限る。）によって利用延人員数の減少が生じた場合にあっては、
基本的に一度３％加算を算定した際とは別の感染症や災害を事由とする場合
にのみ、再度３％加算を算定することが可能である。

＜３％加算及び規模区分の特例（３％加算や規模区分の特例の終期）＞

３％加算や規模区分の特例の対象となる感染症又は災害については、これが
発生した場合、対象となる旨が厚生労働省より事務連絡で示されることとなっ
ているが、対象となった後、同感染症又は災害による３％加算や規模区分の特
例が終了する場合も事務連絡により示されるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／22

・新型コロナウイルス感染症による３％加算や規模区分の特例にかかる取扱い
は、今後の感染状況等を踏まえ、厚生労働省にて終期を検討することとしてお
り、追って事務連絡によりお示しする。

・なお、災害については、これによる影響が継続する期間等は地域によって異
なることも想定されることから、特例の終期については、厚生労働省から考え方
をお示しする、又は基本的に都道府県・市町村にて判断する等、その在り方に
ついては引き続き検討を行った上で、お示ししていくこととする。
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(５)　７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーションの前後に連続して延
長サービスを行った場合の加算（延長加算）の取扱い

①　当該加算は、所要時間７時間以上８時間未満の指定通所リハビリテーショ
ンの前後に連続して指定通所リハビリテーションを行う場合について、６時間を
限度として算定されるものである。
例えば、８時間の指定通所リハビリテーションの後に連続して２時間の延長
サービスを行った場合や、８時間の指定通所リハビリテーションの前に連続して
１時間、後に連続して１時間、合計２時間の延長サービスを行った場合には、２
時間分の延長サービスとして100単位を算定する。
②　当該加算は指定通所リハビリテーションと延長サービスを通算した時間が
８時間以上の部分について算定されるものであるため、例えば、７時間の指定
通所リハビリテーションの後に連続して２時間の延長サービスを行った場合に
は、指定通所リハビリテーションと延長サービスの通算時間は９時間であり、１
時間分（時間＝９時間－８時間）の延長サービスとして50単位を算定する。
③　延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な体制
にあり、かつ、実際に延長サービスを行った場合に算定されるものであるが、当
該事業所の実情に応じて、適当数の従業者を置いていることが必要である。

【加算】　延長加算

注４　日常生活上の世話を行った後に引き続き、所要時間７時間以上８時間未
満の指定通所リハビリテーションを行った場合又は所要時間７時間以上８時間
未満の指定通所リハビリテーションを行った後に引き続き日常生活上の世話を
行った場合であって、当該指定通所リハビリテーションの所要時間と当該指定
通所リハビリテーションの前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算し
た時間が、８時間以上となった場合は、次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単
位数を所定単位数に加算する。

イ　８時間以上９時間未満の場合　５０単位
ロ　９時間以上１０時間未満の場合　１００単位
ハ　１０時間以上１１時間未満の場合　１５０単位
ニ　１１時間以上１２時間未満の場合　２００単位
ホ　１２時間以上１３時間未満の場合　２５０単位
ヘ　１３時間以上１４時間未満の場合　３００単位

＜３％加算（３％加算を令和３年度に算定した事業所の取扱い） ＞

感染症や災害によって利用延人員数の減少が生じた場合にあっては、基本的
に一度３％加算を算定した際とは別の感染症や災害を事由とする場合にの
み、再度同加算を算定することが可能であるとされている（※）が、令和３年度
中の利用延人員数の減少に基づき同加算を算定した事業所が、令和４年度に
再び同加算を算定することはできるか。
（※）令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A（vol.３）（令和３年３月26日）問21
4.2.21 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.11）（令和４年
２月21日）」の送付について ／2

可能である。この場合、令和４年度の算定にあたっては、減少月の利用延人員
数が、令和３年度の１月当たりの平均利用延人員数から100分の５以上減少し
ていることが必要である。算定方法の具体例は別添を参照されたい。
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＜併設医療機関の受診の場合の取り扱い＞
通所サービスの前後に併設医療機関等を受診した場合の延長加算について
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／12

通所サービスと併設医療機関における受診は別の時間帯に行われる別の
サービスであることから、通所サービス後の受診後の時間帯に延長サービスを
行った場合も､当該延長サービスは通所サービスに係る延長サービスをみなさ
れず、当該加算を算定できない。
（参考）延長加算の算定の可否
例①は通所サービス後の延長サービスに限り算定できる。例②は通所サービ
ス前の延長サービスに限り算定できる。
例①延長加算×　診察　通所サービス　延長加算○　の順
例②延長加算○　通所サービス　診察　延長加算×　の順

＜延長加算＞

延長加算の所要時間はどのように算定するのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／61

延長加算は､実際に利用者に対して延長サービスを行うことが可能な事業所に
おいて､実際に延長サービスを行ったときに､当該利用者について算定できる。
通所サービスの所要時間と延長サービスの所要時間の通算時間が、例えば通
所介護の場合であれば9時間以上となるときに1時間ごとに加算するとしている
が､ごく短時間の延長サービスを算定対象とすることは当該加算の趣旨を踏ま
えれば不適切である。

＜延長加算＞

延長加算に係る延長時間帯における人員配置について
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／6

延長サービスにおける日常生活上の世話とは､通常のサービスに含まれるもの
ではなく､いわゆる預かりサービスなどを、事業所の実情に応じて適当数の従
業員を置いて行うものである。
よって、延長加算の時間帯は人員基準上の提供時間帯に該当しない。複数の
単位の利用者を同一の職員が対応することもできる。

＜延長加算＞
延長加算に係る届出について
15.5.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.151 介護報酬に係るQ&A ／8

延長加算については､「実際に利用者に対して延長サービスが行うことが可能
な場合」に届出できると規定されている。よって、延長サービスに係る従業者の
配置状況が分かる書類などを添付する必要はない。
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＜延長加算の見直し＞

　通所介護等の利用者が自宅には帰らず、別の宿泊場所に行くまでの間、延
長して介護を実施した場合、延長加算は算定できるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／58

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）
　算定できる。

＜延長加算の見直し＞

　「宿泊サービス」を利用した場合には、延長加算の算定はできないこととされ
ているが、以下の場合には算定可能か。
①　通所介護事業所の営業時間の開始前に延長サービスを利用した後、通所
介護等を利用しその当日より宿泊サービスを利用した場合
②　宿泊サービスを利用した後、通所介護サービスを利用し通所介護事業所
の営業時間の終了後に延長サービスを利用した後、自宅に帰る場合
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／59

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）　
同一日に宿泊サービスの提供を受ける場合は、延長加算を算定することは適
当ではない。

＜延長加算の見直し＞

　９時間の通所介護等の前後に送迎を行い、居宅内介助等を実施する場合も
延長加算は算定可能か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／56

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）
　延長加算については、算定して差し支えない。

＜延長加算の見直し＞

　宿泊サービスを利用する場合等については延長加算の算定が不可とされた
が、指定居宅サービス等の基準省令96条第３項第２号に規定する利用料は、
宿泊サービスとの区分がされていれば算定することができるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／57

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通）
　通所介護等の営業時間後に利用者を宿泊させる場合には、別途宿泊サービ
スに係る利用料を徴収していることから、延長に係る利用料を徴収することは
適当ではない。
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＜延長加算＞
サービス提供時間の終了後から延長加算に係るサービスが始まるまでの間は
どのような人員配置が必要となるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／28

延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に
引き続き日常生活上の世話を行った場合等に算定するものであることから、例
えば通所介護等のサービス提供時間を８時間30分とした場合、延長加算は８
時間以上９時間未満に引き続き、９時間以上から算定可能である。サービス提
供時間終了後に日常生活上の世話をする時間帯（９時間に到達するまでの30
分及び９時間以降）については、サービス提供時間ではないことから、事業所
の実情に応じて適当数の人員を配置していれば差し支えないが、安全体制の
確保に留意すること。

＜延長サービスに係る利用料＞

延長サービスに係る利用料はどのような場合に徴収できるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／29

通常要する時間を超えた場合の延長サービスに係る利用料については、サー
ビス提供時間が９時間未満である場合において行われる延長サービスやサー
ビス提供時間が14時間以上において行われる延長サービスについて徴収でき
るものである。また、サービス提供時間が14時間未満である場合において行わ
れる延長サービスについて、延長加算にかえて徴収することができる。（同一時
間帯について延長加算に加えて利用料を上乗せして徴収することはできな
い。）なお、当該延長加算を算定しない場合においては、延長サービスに係る
届出を行う必要はない。

（参考）延長加算及び延長サービスに係る利用料徴収の例
① サービス提供時間が８時間であって、６時間延長サービスを実施する場合
→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上
９時間未満の場合として算定し、９時間以降14時間までの間のサービス提供に
係る費用は、延長加算を算定する。
② サービス提供時間が８時間であって、７時間延長サービスを実施する場合
→８時間までの間のサービス提供に係る費用は、所要時間区分が８時間以上
９時間未満の場合として算定し、９時間以降14時間までの間のサービス提供に
係る費用は、延長加算を算定し、14 時間以降15時間までの間のサービス提供
に係る費用は、延長サービスに係る利用料として徴収する。

＜延長加算＞

所要時間が８時間未満の場合でも、延長加算を算定することはできるか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／27

延長加算は、所要時間８時間以上９時間未満の指定通所介護等を行った後に
引き続き日常生活上の世話を行った場合等に算定するものであることから、算
定できない。

40／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

注６　指定通所リハビリテーション事業所の医師等が、別に厚生労働大臣が定
める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域（指定居宅
サービス基準第１１７条第６号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越
えて、指定通所リハビリテーションを行った場合は、１日につき所定単位数の１
００分の５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

(４)　１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションにおける理学療法
士、作業療法士又は言語聴覚士を専従かつ常勤で２名以上配置している事業
所の加算の取り扱いについて

注３における「専従」とは、当該指定通所リハビリテーション事業所において行う
リハビリテーションについて、当該リハビリテーションを実施する時間に専らそ
の職務に従事していることで足りるものとすること。

【加算】中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

 ＜理学療法士等体制強化加算＞

理学療法士等体制強化加算について、常勤かつ専従２名以上の配置は通常
の通所リハの基準に加えて配置が必要か。また、通所リハビリテーションの単
位毎の配置が必要となるのか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／57

居宅基準上求められる配置数を含めて常勤かつ専従２名以上の配置を必要と
するもの。

【加算】　理学療法士等体制強化加算

注３　イ（１）、ロ（１）及びハ（１）について、指定居宅サービス基準第１１１条に規
定する配置基準を超えて、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を専従か
つ常勤で２名以上配置している事業所については、１日につき３０単位を所定
単位数に加算する。
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(17)　注13の取扱い
注13の加算を算定する利用者については、指定居宅サービス基準第20条第３
項に規定する交通費の支払いを受けることはできないこととする。

指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪問介護費の注１３、訪問入浴介護
費の注７、訪問看護費の注９、訪問リハビリテーション費の注５、居宅療養管理
指導費のイ（１）及び（２）の注５、ロ（１）から（３）までの注４、ハ（１）及び（２）の
注６、ニ（１）及び（２）の注４並びにホ（１）から（３）までの注４、通所介護費の注
７、通所リハビリテーション費の注６並びに福祉用具貸与費の注３、指定居宅介
護支援介護給付費単位数表の居宅介護支援費の注６、指定地域密着型サー
ビス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の注８、夜
間対応型訪問介護費の注６、認知症対応型通所介護費の注５、小規模多機能
型居宅介護費の注９、複合型サービス費の注８及び地域密着型通所介護費の
注９、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予防訪問入浴介護
費の注７、介護予防訪問看護費の注８、介護予防訪問リハビリテーション費の
注５、介護予防居宅療養管理指導費のイ（１）及び（２）の注５、ロ（１）から（３）ま
での注４、ハ（１）及び（２）の注６、ニ（１）及び（２）の注４並びにホ（１）から（３）ま
での注４、介護予防通所リハビリテーション費の注２、介護予防福祉用具貸与
費の注３、指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表の介護予
防認知症対応型通所介護費の注５及び介護予防小規模多機能型居宅介護費
の注９並びに介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に
規定する厚生労働大臣が定める基準別表単位数表の訪問型サービス費の注
６及び通所型サービス費の注２の厚生労働大臣が別に定める地域

次のいずれかに該当する地域

イ　離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により
指定された離島振興対策実施地域

ロ　奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条
に規定する奄美群島

ハ　豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第二条第一項
に規定する豪雪地帯及び同条第二項の規定により指定された特別豪雪地帯

ニ　辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す
る法律（昭和三十七年法律第八十八号）第二条第一項に規定する辺地

ホ　山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指
定された振興山村

ヘ　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条
第一項に規定する小笠原諸島

ト　半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指定
された半島振興対策実施地域

チ　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に
関する法律（平成五年法律第七十二号）第二条第一項に規定する特定農山村
地域

リ　過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第一項
に規定する過疎地域

ヌ　沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定す
る離島
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二十四の五　通所リハビリテーション費における入浴介助加算の基準

イ　入浴介助加算（Ⅰ）　入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有
して行われる入浴介助であること。

ロ　入浴介助加算（Ⅱ）　次のいずれにも適合すること。

（１）　イに掲げる基準に適合すること。

（２）　医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員その他の
職種の者（以下この号において「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問し、浴
室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。当該訪問
において、当該居宅の浴室が、当該利用者自身又はその家族等の介助により
入浴を行うことが難しい環境にあると認められる場合は、訪問した医師等が、
指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所
若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し、福祉
用具の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う
こと。

（３）　当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、医師との連
携の下で、利用者の身体の状況、訪問により把握した当該利用者の居宅の浴
室の環境等を踏まえて個別の入浴計画を作成すること。

（４）　（３）の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環
境で、入浴介助を行うこと。

【加算】　入浴介助加算

注７　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事
に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、当該基準に掲げる区分
に従い、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に
掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の
加算は算定しない。

イ　入浴介助加算（Ⅰ）　４０単位
ロ　入浴介助加算（Ⅱ）　６０単位

＜特別地域加算等＞
月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそ
れ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等
かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービス提供分のみ加算の対
象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となる
のか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／13

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合にあっては日割
り計算となることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。
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ａ　医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護福祉士、介護支援専門
員等（利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門
相談員を含む。）が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作
及び浴室の環境を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者
が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者
自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが可能であると判
断した場合、指定通所リハビリテーション事業所に対しその旨情報共有する。
また、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が指定通所リハビリテーション事
業所の従業者以外の者である場合は、書面等を活用し、十分な情報共有を行
うよう留意すること。

（※）当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に
基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の
介助により入浴を行うことが難しいと判断した場合は、指定居宅介護支援事業
所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用
具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担
当する介護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与若しくは購入又は住宅改修
等の浴室の環境整備に係る助言を行う。

(10)　入浴介助加算について

ア　入浴介助加算（Ⅰ）について

①　入浴介助加算（Ⅰ）は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合につ
いて算定されるものである（大臣基準告示24の４）が、この場合の「観察」とは、
自立生活支援のための見守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常
生活動作能力などの向上のために、利用者自身の力で入浴し、必要に応じて
介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果とし
て、身体に直接接触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象とな
るものであること。なお、この場合の入浴には、利用者の自立生活を支援する
上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴）や清拭である場合は、
これを含むものとする。

②　通所リハビリテーション計画上、入浴の提供が位置付けられている場合
に、利用者側の事情により、入浴を実施しなかった場合については、算定でき
ない。

イ　入浴介助加算（Ⅱ）について

①　ア①及び②を準用する。なお、ア①の「入浴介助加算（Ⅰ）」は、「入浴介助
加算（Ⅱ）」に読み替えるものとする。

②　入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは
居宅で入浴介助を行うことが想定される訪問介護員等（以下、「家族・訪問介護
員等」という。）の介助によって入浴ができるようになることを目的とし、以下ａ～
ｃを実施することを評価するものである。なお、入浴介助加算（Ⅱ）の算定に関
係する者は、利用者の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助に
より尊厳を保持しつつ入浴ができるようになるためには、どのような介護技術を
用いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で、ａ～ｃを実施する。
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ｃ　ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境に
て、入浴介助を行う。なお、この場合の「個浴その他の利用者の居宅の状況に
近い環境」とは、手すりなど入浴に要する福祉用具等を活用し利用者の居宅の
浴室の環境を個別に模したものとして差し支えない。また、入浴介助を行う際
は、関係計画等の達成状況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪
問介護員等の介助によって入浴することができるようになるよう、必要な介護
技術の習得に努め、これを用いて行われるものであること。なお、必要な介護
技術の習得にあたっては、既存の研修等を参考にすること。

＜入浴介助加算(Ⅱ)＞

入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において利用者自身で又は家族等の介助
により入浴を行うことができるようになることを目的とするものであるが、この場
合の「居宅」とはどのような場所が想定されるのか。
3.4.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４
月26日）」の送付について ／1

・利用者の自宅（高齢者住宅（居室内の浴室を使用する場合のほか、共同の浴
室を使用する場合も含む。）を含む。）のほか、利用者の親族の自宅が想定さ
れる。なお、自宅に浴室がない等、具体的な入浴場面を想定していない利用者
や、本人が希望する場所で入浴するには心身機能の大幅な改善が必要となる
利用者にあっては、以下①～⑤をすべて満たすことにより、当面の目標として
通所介護等での入浴の自立を図ることを目的として、同加算を算定することと
しても差し支えない。
① 通所介護等事業所の浴室において、医師、理学療法士、作業療法士、介護
福祉士、介護支援専門員等（利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うこと
ができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員を含む。）が利用者の動作を
評価する。
② 通所介護等事業所において、自立して入浴することができるよう必要な設備
（入浴に関する福祉用具等）を備える。
③ 通所介護等事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の動作を評価
した者等との連携の下で、当該利用者の身体の状況や通所介護等事業所の
浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画
に相当する内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個
別の入浴計画の作成に代えることができるものとする。
④ 個別の入浴計画に基づき、通所介護等事業所において、入浴介助を行う。
⑤ 入浴設備の導入や心身機能の回復等により、通所介護等以外の場面での
入浴が想定できるようになっているかどうか、個別の利用者の状況に照らし確
認する。

・なお、通所リハビリテーションについても同様に取り扱う。

ｂ　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴
覚士が、医師との連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握し
た当該利用者の居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。
なお、個別の入浴計画に相当する内容を通所リハビリテーション計画の中に記
載する場合は、その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えることができる
ものとする。
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＜入浴介助加算(Ⅱ)＞

入浴介助加算(Ⅱ)については、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境
（手すりなど入浴に要する福祉用具等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を
個別に模したもの）にて、入浴介助を行うこととなっているが、例えばいわゆる
大浴槽に福祉用具等を設置すること等により利用者の居宅の浴室の状況に近
い環境を再現することとしても差し支えないのか。
3.4.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４
月26日）」の送付について ／5

例えば、利用者の居宅の浴室の手すりの位置や浴槽の深さ・高さ等にあわせ
て、可動式手すり、浴槽内台、すのこ等を設置することにより、利用者の居宅の
浴室の状況に近い環境が再現されていれば、差し支えない。

＜入浴介助加算(Ⅱ)＞

入浴介助加算(Ⅱ)について、医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介
護支援専門員等（利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福
祉用具専門相談員、機能訓練指導員を含む。）が利用者の居宅を訪問し、浴
室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価することとなっているが、
この他に評価を行うことができる者としてどのような者が想定されるか。
3.4.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４
月26日）」の送付について ／2

・地域包括支援センターの担当職員、福祉・住環境コーディネーター２級以上の
者等が想定される。

・なお、通所リハビリテーションについても同様に取扱う。

＜入浴介助加算(Ⅱ)＞

入浴介助加算(Ⅱ)については、算定にあたって利用者の居宅を訪問し、浴室に
おける当該利用者の動作及び浴室の環境を評価することとなっているが、この
評価は算定開始後も定期的に行う必要があるのか。
3.4.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４
月26日）」の送付について ／3

当該利用者の身体状況や居宅の浴室の環境に変化が認められた場合に再評
価や個別の入浴計画の見直しを行うこととする。
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＜入浴介助加算(Ⅱ)＞
入浴介助加算(Ⅱ)では、個別の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居
宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行うこととなっているが、この場合の入
浴介助とは具体的にどのような介助を想定しているのか。
3.4.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４
月26日）」の送付について ／4

利用者の入浴に係る自立を図る観点から、入浴に係る一連の動作のうち、利
用者が自身 の身体機能のみを活用し行うことができる動作については、引き
続き実施できるよう見 守り的援助を、介助を行う必要がある動作については、
利用者の状態に応じた身体介助を 行う。なお、入浴介助加算(Ⅱ)の算定にあ
たっての関係者は、利用者の尊厳の保持に配慮し、その状態に応じ、利用者
自身で又は家族等の介助により入浴ができるようになるよう、常日頃から必要
な介護技術の習得に努めるものとする。

＜参考：利用者の状態に応じた身体介助の例＞※ 以下はあくまでも一例であ
り、同加算算定に当たって必ず実施しなければならないものではない。

◆座位保持ができるかつ浴槽をまたぐ動作が難しい利用者が浴槽に出入りす
る場合◆
◎介助者の動作
→シャワーチェア（座面の高さが浴槽の高さと同等のもの）、浴槽用手すり、浴
槽内いすを準備する。
●利用者の動作
→シャワーチェアに座る。
●利用者の動作
→シャワーチェアから腰を浮かせ、浴槽の縁に腰掛ける。
◎介助者の動作
→介助者は、利用者の足や手の動作の声かけをする。必要に応じて、利用者
の上半身や下肢を支える。
●利用者の動作
→足を浴槽に入れる。
◎介助者の動作
→介助者は利用者の体を支え、足を片方ずつ浴槽に入れる動作の声かけをす
る。必要に応じて、利用者の上半身を支えたり、浴槽に足をいれるための持ち
上げ動作を支える。
●利用者の動作
→ゆっくり腰を落とし、浴槽内いすに腰掛けて、湯船につかる。
◎介助者の動作
→声かけをし、必要に応じて、利用者の上半身を支える
●利用者の動作
→浴槽用手すりにつかまって立つ。
◎介助者の動作
→必要に応じて、利用者の上半身を支える。
●利用者の動作
→浴槽の縁に腰掛け、浴槽用手すりをつかみ、足を浴槽から出す。
◎介助者の動作
→必要に応じて、浴槽台を利用し、利用者の上半身を支えたり、浴槽に足を入
れるための持ち上げ動作を支える。
●利用者の動作
→浴槽の縁から腰を浮かせ、シャワーチェアに腰掛ける。
◎介助者の動作
→必要に応じて、利用者の上半身や下肢を支える。
●利用者の動作
→シャワーチェアから立ち上がる。
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注５　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事
に届け出た指定通所リハビリテーション事業所については、リハビリテーション
提供体制加算として、通所リハビリテーション計画に位置付けられた内容の指
定通所リハビリテーションを行うのに要する標準的な時間に応じ、それぞれ次
に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

イ　所要時間３時間以上４時間未満の場合　１２単位
ロ　所要時間４時間以上５時間未満の場合　１６単位
ハ　所要時間５時間以上６時間未満の場合　２０単位
ニ　所要時間６時間以上７時間未満の場合　２４単位
ホ　所要時間７時間以上の場合　２８単位

二十四の四　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーション提供体制加
算の基準

指定通所リハビリテーション事業所において、常時、当該事業所に配置されて
いる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利
用者の数が二十五又はその端数を増すごとに一以上であること。

＜入浴介助加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)＞

同一事業所において、入浴介助加算(Ⅰ)を算定する者と入浴介助加算(Ⅱ)を算
定する者が混在しても差し支えないか。また、混在しても差し支えない場合、
「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支
援に要する費用の額の算定に関する基準、指定施設サービス等に要する費用
の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に
関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定
地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密
着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介
護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意点について」（平成 
12 年３月８日老企第 41 号）に定める「介護給付費算定に係る体制等状況一覧
表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）」等はどのように記載させれ
ばよいか。
3.4.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.８）（令和３年４
月26日）」の送付について ／6

前段については、差し支えない。後段については、「加算Ⅱ」と記載させることと
する。
（「加算Ⅱ」と記載した場合であっても、入浴介助加算(Ⅰ)を算定することは可能
である。）

【加算】リハビリテーション提供体制加算
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(６)　リハビリテーション提供体制加算について

「当該事業所の利用者の数」とは、指定通所リハビリテーション事業者と指定介
護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せて受け、指定通所リハビリ
テーションの事業と指定介護予防通所リハビリテーションの事業とが同一の事
業所において一体的に運営されている場合にあっては、指定通所リハビリテー
ションの利用者数と指定介護予防通所リハビリテーションの利用者数の合計を
いう。

＜リハビリテーション提供体制加算＞

リハビリテーション提供体制加算の算定要件は、「指定通所リハビリテーション
事業所において、常時、当該事業所に配置されている理学療法士、作業療法
士又は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利用者の数が25 又はその端数
を増すごとに１以上であること。」とされているが、ケアプランにおいて位置付け
られた通所リハビリテーションのサービス提供時間帯を通じて、理学療法士等
の合計数が利用者の数に対して25：１いれば良いということか。
30.4.13 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.3）（平成30年
4月13日）」の送付について ／2

貴見のとおり。
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【加算】リハビリテーションマネジメント加算

注８　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事
に届け出た指定通所リハビリテーション事業所の医師、理学療法士、作業療法
士、言語聴覚士その他の職種の者が共同し、継続的にリハビリテーションの質
を管理した場合は、リハビリテーションマネジメント加算として、次に掲げる区分
に応じ、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に
掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の
加算は算定しない。

イ　リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）イ

（１）　通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の
同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　５６０単位

（２）　当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　２４０単位

ロ　リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）ロ

（１）　通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の
同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　５９３単位

（２）　当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　２７３単位

ハ　リハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）イ

（１）　通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の
同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　８３０単位

（２）　当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　５１０単位

ニ　リハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）ロ

（１）　通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族に説明し、利用者の
同意を得た日の属する月から起算して６月以内の期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　８６３単位

（２）　当該日の属する月から起算して６月を超えた期間のリハビリテーションの
質を管理した場合　５４３単位
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二十五　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算
の基準
イ　リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）イ　次に掲げる基準のいずれにも適
合すること。
（１）　指定通所リハビリテーション事業所の医師が、指定通所リハビリテーショ
ンの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に
対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビリ
テーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーション
を中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等
のうちいずれか一以上の指示を行うこと。
（２）　（１）における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法士、作業
療法士若しくは言語聴覚士が、当該指示の内容が（１）に掲げる基準に適合す
るものであると明確にわかるように記録すること。
（３）　リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見
地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し、当該リハビリテーショ
ン会議の内容を記録すること。
（４）　通所リハビリテーション計画（指定居宅サービス等基準第百十五条第一
項に規定する通所リハビリテーション計画をいう。以下同じ。）について、当該計
画の作成に関与した理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者又は
その家族に対して説明し、利用者の同意を得るとともに、説明した内容等につ
いて医師へ報告すること。
（５）　通所リハビリテーション計画の作成に当たって、当該計画の同意を得た
日の属する月から起算して六月以内の場合にあっては一月に一回以上、六月
を超えた場合にあっては三月に一回以上、リハビリテーション会議を開催し、利
用者の状態の変化に応じ、通所リハビリテーション計画を見直していること。
（６）　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語
聴覚士が、介護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地
から、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の
留意点に関する情報提供を行うこと。
（７）　次のいずれかに適合すること。
（一）　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言
語聴覚士が、居宅サービス計画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の
指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者と指定通所リハビリテーション
の利用者の居宅を訪問し、当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専
門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する
助言を行うこと。
（二）　指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言
語聴覚士が、指定通所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、その家族
に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指
導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。
（８）　（１）から（７）までに掲げる基準に適合することを確認し、記録すること。

ロ　リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）ロ　次に掲げる基準のいずれにも適
合すること。
（１）　イ（１）から（８）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
（２）　利用者ごとの通所リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労
働省に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリ
テーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

ハ　リハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）イ　次に掲げる基準のいずれにも
適合すること。
（１）　イ（１）から（３）まで及び（５）から（７）までに掲げる基準のいずれにも適合
すること。
（２）　通所リハビリテーション計画について、指定通所リハビリテーション事業
所の医師が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ること。
（３）　（１）及び（２）に掲げる基準に適合することを確認し、記録すること。
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(11)　リハビリテーションマネジメント加算について
①　リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメ
ントの一環として実施されるものであり、リハビリテーションの質の向上を図るた
め、利用者の状態や生活環境等を踏まえた多職種協働による通所リハビリ
テーション計画の作成、当該計画に基づく適切なリハビリテーションの提供、当
該提供内容の評価とその結果を踏まえた当該計画の見直し等といったＳＰＤＣ
Ａサイクルの構築を通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行った場
合に加算するものである。
②　「リハビリテーションの質の管理」とは、生活機能の維持又は向上を目指す
に当たって、心身機能、個人として行うＡＤＬやＩＡＤＬといった活動をするための
機能、家庭での役割を担うことや地域の行事等に関与すること等といった参加
をするための機能について、バランス良くアプローチするリハビリテーションが
提供できているかを管理することをいう。
③　本加算は、ＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じて、継続的にリハビリテーション
の質の管理を行った場合に加算するものであることから、当該ＳＰＤＣＡサイク
ルの中で通所リハビリテーション計画を、新規に作成し直すことは想定しておら
ず、利用者の状態に応じて適切に当該計画の見直しが行われるものである。
したがって、「同意」とは、本加算を取得するに当たって初めて通所リハビリテー
ション計画を作成して得られた同意をいい、当該計画の見直しの同意とは異な
ることに留意すること。
④　注８イに規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ａ）イ(１)、注８ロに規
定するリハビリテーションマネジメント加算（Ａ）ロ(１)、注８ハに規定するリハビリ
テーションマネジメント加算（Ｂ）イ(１)又は注８ニに規定するリハビリテーション
マネジメント加算（Ｂ）ロ(１)を取得後は、注８イに規定するリハビリテーションマ
ネジメント加算（Ａ）イ(２)、注８ロに規定するリハビリテーションマネジメント加算
（Ａ）ロ(２)、注８ハに規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）イ(２)又は
注８ニに規定するリハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）ロ(２)を算定するもの
であることに留意すること。
ただし、当該期間以降であっても、リハビリテーション会議を開催し、利用者の
急性増悪等により引き続き月に１回以上、当該会議を開催し、利用者の状態の
変化に応じ、当該計画を見直していく必要性が高いことを利用者又は家族並び
に構成員が合意した場合、リハビリテーションマネジメント加算（Ａ）イ(１)又はロ
(１)若しくは（Ｂ）イ(１)又はロ(１)を再算定できるものであること。
⑤　リハビリテーション会議の構成員である医師の当該会議への出席について
は、テレビ電話等情報通信機器を使用してもよいこととする。なお、テレビ電話
等情報通信機器を使用する場合には、当該会議の議事に支障のないよう留意
すること。
⑥　リハビリテーション会議の開催頻度について、指定通所リハビリテーション
を実施する指定通所リハビリテーション事業所若しくは指定介護予防通所リハ
ビリテーションを実施する指定介護予防通所リハビリテーション事業所並びに
当該事業所の指定を受けている保険医療機関において、算定開始の月の前月
から起算して前24月以内に介護保険または医療保険のリハビリテーションに係
る報酬の請求が併せて６月以上ある利用者については、算定当初から３月に１
回の頻度でよいこととする。
⑦　大臣基準告示第25号ロ(２)及びニ(２)規定する厚生労働省への情報の提出
については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等に
ついては、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方
並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。
サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を
活用し、ＳＰＤＣＡサイクルにより、サービスの質の管理を行うこと。
提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維
持向上に資するため、適宜活用されるものである。

ニ　リハビリテーションマネジメント加算（Ｂ）ロ　次に掲げる基準のいずれにも適
合すること。
（１）　ハ（１）から（３）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
（２）　利用者ごとの通所リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労
働省に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリ
テーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

入院等の理由により、通所リハビリテーションの利用が中断された後、再度、通
所リハビリテーションを利用する場合にあっては、再度、利用者の居宅への訪
問は必要か。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／76

通所リハビリテーションの利用再開後にリハビリテーションマネジメント加算を
算定する場合に必ずしも利用者の居宅を訪問する必要はないが、利用者の状
態や居宅の状況に変化がある場合は、必要に応じて利用者の居宅への訪問
する必要があることが望ましい。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　新規利用者について通所リハビリテーションの利用開始日前に利用者の居
宅を訪問した場合は、リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ)の算定要件を満
たすのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／21

　通所リハビリテーションの利用初日の1月前から利用前日に利用者の居宅を
訪問した場合であって、訪問日から利用開始日までの間に利用者の状態と居
宅の状況に変化がなければ、リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ)の算定要
件である利用者の居宅への訪問を行ったこととしてよい。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

リハビリテーションマネジメント加算を算定するに当たっては、理学療法士等の
配置は基準を満たしていれば問題ないか。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
54

リハビリテーションマネジメントについては、体制よりもプロセスを重視する観点
から加算を行うものであり、要件にあるプロセスを適切に踏んでいれば、算定
可能である。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)又はリハビリテーションマネジメント加算
(Ｂ)は、多職種協働にて行うリハビリテーションのプロセスを評価する加算とさ
れているが、PT、OT等のリハビリテーション関係職種以外の者(介護職員等）
が直接リハビリテーションを行っても良いか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／31

通所リハビリテーション計画の作成や利用者の心身の伏況の把握等について
は、多職種協働で行われる必要があるものの、診療の補助行為としての（医行
為に該当する）リハビリテーションの実施は、PT、OT等のリハビリテーション関
係職種が行わなければならない。
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＜リハビリテーション会議＞

　介護支援専門員が開催する「サービス担当者会議」に参加し、リハビリテー
ション会議同等の構成員の参加とリハビリテーション計画に関する検討が行わ
れた場合は、リハビリテーション会議を開催したものと考えてよいのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／82

　サービス担当者会議からの一連の流れで、リハビリテーション会議と同様の
構成員によって、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況
等に関する情報を共有した場合は、リハビリテーション会議を行ったとして差し
支えない。

＜リハビリテーション会議＞

　リハビリテーション会議に欠席した構成員がいる場合、サービス担当者会議と
同様に照会という形をとるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／83

　照会は不要だが、会議を欠席した居宅サービス等の担当者等には、速やか
に情報の共有を図ることが必要である。

＜リハビリテーション会議＞

　介護支援専門員が開催する「サービス担当者会議」に参加し、リハビリテー
ション会議同等の構成員の参加とリハビリテーション計画に関する検討が行わ
れた場合は、リハビリテーション会議を開催したものと考えてよいのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／82

　サービス担当者会議からの一連の流れで、リハビリテーション会議と同様の
構成員によって、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況
等に関する情報を共有した場合は、リハビリテーション会議を行ったとして差し
支えない。

＜リハビリテーション会議＞

　リハビリテーション会議への参加は、誰でも良いのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／81

　利用者及びその家族を基本としつつ、医師、理学療法士、作業療法士、言語
聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス
等の担当者その他の関係者が構成員となって実施される必要がある。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　今般、訪問指導等加算がリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）に統合され
たところ、従前、訪問指導等加算において、「当該訪問の時間は、通所リハビリ
テーション、病院、診療所及び介護老人保健施設の人員基準の算定に含めな
い」こととされていたが、訪問時間は人員基準の算定外となるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／86

　訪問指導等加算と同様に、訪問時間は、通所リハビリテーション、病院、診療
所及び介護老人保健施設の人員基準の算定に含めない。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　一事業所が、利用者によってリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）又は
（Ⅱ）を取得するということは可能か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／87

　利用者の状態に応じて、一事業所の利用者ごとにリハビリテーションマネジメ
ント加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を取得することは可能である。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件について、「リハビリテー
ション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同
意を得ること」とあるが、当該説明等は利用者又は家族に対して、電話等によ
る説明でもよいのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／84

　利用者又はその家族に対しては、原則面接により直接説明することが望まし
いが、遠方に住む等のやむを得ない理由で直接説明できない場合は、電話等
による説明でもよい。
　ただし、利用者に対する同意については、書面等で直接行うこと。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件について、理学療法士、
作業療法士又は言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問し、その他指定居宅サー
ビス従業者あるいは利用者の家族に対し指導や助言することとなっているが、
その訪問頻度はどの程度か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／85

　訪問頻度については、利用者の状態等に応じて、通所リハビリテーション計
画に基づき適時適切に実施すること。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　「リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビ
リテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について」に示された
リハビリテーション計画書の様式について、所定の様式を活用しないとリハビリ
テーションマネジメント加算や社会参加支援加算等を算定することができない
のか
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／8

　様式は標準例をお示ししたものであり、同様の項目が記載されたものであれ
ば、各事業所で活用されているもので差し支えない。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　サービス提供を実施する事業者が異なる訪問リハビリテーションと通所リハビ
リテーションの利用者がおり、それぞれの事業所がリハビリテーションマネジメ
ント加算（Ⅱ）を取得している場合、リハビリテーション会議を通じてリハビリテー
ション計画を作成する必要があるが、当該リハビリテーション会議を合同で開催
することは可能か。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／7

　居宅サービス計画に事業者の異なる訪問リハビリテーションと通所リハビリ
テーションの利用が位置づけられている場合であって、それぞれの事業者が主
体となって、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に
関する情報を構成員と共有し、リハビリテーション計画を作成等するのであれ
ば、リハビリテーション会議を合同で会議を実施しても差し支えない

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　訪問リハビリテーションでリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を算定する
場合、リハビリテーション会議の実施場所はどこになるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／88

　訪問リハビリテーションの場合は、指示を出した医師と居宅を訪問し、居宅で
実施する又は利用者が医療機関を受診した際の診察の場面で実施することが
考えられる。

＜リハビリテーション会議＞
　地域ケア会議とリハビリテーション会議が同時期に開催される場合であって、
地域ケア会議の検討内容の１つが、通所リハビリテーションの利用者に関する
今後のリハビリテーションの提供内容についての事項で、当該会議の出席者が
当該利用者のリハビリテーション会議の構成員と同様であり、リハビリテーショ
ンに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有し
た場合、リハビリテーション会議を開催したものと考えてよいのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／6

貴見のとおりである。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件にあるリハビリテーション
会議の開催頻度を満たすことができなかった場合、当該加算は取得できない
のか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／10

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の取得に当たっては、算定要件と
なっているリハビリテーション会議の開催回数を満たす必要がある。
なお、リハビリテーション会議は開催したものの、構成員のうち欠席者がいた場
合には、当該会議終了後、速やかに欠席者と情報共有すること。

＜算定の基準について＞

訪問リハビリテーションの算定の基準に係る留意事項に、「理学療法士、作業
療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業そ
の他の指定居宅サービスに該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテー
ションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達している
こと」があるが、その他の指定居宅サービスを利用していない場合や福祉用具
貸与のみを利用している場合はどのような取扱いとなるのか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／24

リハビリテーション以外にその他の指定居宅サービスを利用していない場合
は、該当する他のサービスが存在しないため情報伝達の必要性は生じない。ま
た、福祉用具貸与のみを利用している場合であっても、本基準を満たす必要が
ある。通所リハビリテーションにおいても同様に取り扱う。

 ＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　サービス提供を実施する事業者が異なる訪問リハビリテーションと通所リハビ
リテーションの利用者がおり、それぞれの事業所がリハビリテーションマネジメ
ント加算（Ⅱ）を取得している場合、リハビリテーション会議を通じてリハビリテー
ション計画を作成する必要があるが、当該リハビリテーション会議を合同で開催
することは可能か。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／7

　居宅サービス計画に事業者の異なる訪問リハビリテーションと通所リハビリ
テーションの利用が位置づけられている場合であって、それぞれの事業者が主
体となって、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に
関する情報を構成員と共有し、リハビリテーション計画を作成等するのであれ
ば、リハビリテーション会議を合同で会議を実施しても差し支えない
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）とリハビリテーションマネジメント加算
（Ⅱ）については、同時に取得することはできないが、月によって加算の算定要
件の可否で加算を選択することは可能か。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／12

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）とリハビリテーションマネジメント加算
（Ⅱ）については、同時に取得することはできないものの、いずれかの加算を選
択し算定することは可能である。ただし、リハビリテーションマネジメント加算に
ついては、リハビリテーションの質の向上を図るため、SPDCAサイクルの構築
を通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行うものであることから、リ
ハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）が算定できる通所リハビリテーション計
画を作成した場合は、継続的にリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を、リ
ハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）が算定できる通所リハビリテーション計
画を作成した場合は、継続的にリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）を、そ
れぞれ取得することが望ましい。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）とリハビリテーションマネジメント加算
（Ⅱ）については、同時に取得することはできないが、月によって加算の算定要
件の可否で加算を選択することは可能か。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／12

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）とリハビリテーションマネジメント加算
（Ⅱ）については、同時に取得することはできないものの、いずれかの加算を選
択し算定することは可能である。ただし、リハビリテーションマネジメント加算に
ついては、リハビリテーションの質の向上を図るため、SPDCAサイクルの構築
を通じて、継続的にリハビリテーションの質の管理を行うものであることから、リ
ハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）が算定できる通所リハビリテーション計
画を作成した場合は、継続的にリハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を、リ
ハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）が算定できる通所リハビリテーション計
画を作成した場合は、継続的にリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）を、そ
れぞれ取得することが望ましい。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

　リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）の算定要件にある「医師が利用者ま
たはその家族に対して説明し、利用者の同意を得ること」について、当該医師
はリハビリテーション計画を作成した医師か、計画的な医学的管理を行ってい
る医師のどちらなのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／11

　リハビリテーション計画を作成した医師である。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

リハビリテーションの実施に当たり、医師の指示が求められているが、医師がリ
ハビリテーション実施の当日に指示を行わなければならないか。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／52

・毎回のリハビリテーションは、医師の指示の下、行われるものであり、当該の
指示は利用者の状態等を踏まえて適時適切に行われることが必要であるが、
必ずしも、リハビリテーションの提供の日の度に、逐一、医師が理学療法士等
に指示する形のみを求めるものではない。
・例えば、医師が状態の変動の範囲が予想できると判断した利用者について、
適当な期間にわたり、リハビリテーションの指示を事前に出しておき、リハビリ
テーションを提供した理学療法士等の記録等に基づいて、必要に応じて適宜指
示を修正する等の運用でも差し支えない。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞
リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)については、当該加算を取得す
るに当たって、初めて通所リハビリテーション計画を作成して同意を得た日の属
する月から取得することとされているが、通所リハビリテーションの提供がない
場合でも、当該月に当該計画の説明と同意のみを得れば取得できるのか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／10

・取得できる。
・リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)は、「通所リハビリテーション計
画を利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た日の属する月」から
取得することとしているため、通所リハビリテーションの提供がなくても、通所リ
ハビリテーションの提供開始月の前月に同意を得た場合は、当該月より取得が
可能である。
・なお、訪問リハビリテーションにおいても同様に取り扱う。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)を取得しなくなった場合
であっても、その後、利用者の状態に応じてリハビリテーションマネジメント加算
(Ａ)を再度取得する必要が生じた際には、リハビリテーションマネジメント加算
(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)から取得することができるのか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／32

・リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)を取得しなくなった場
合において、利用者の同意を得た日の属する月から６月間を超えてリハビリ
テーションマネジメント加算(Ａ)を再度取得する場合は、原則としてリハビリテー
ションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅱ)又はロ(Ⅱ)を取得することとなる。

・ただし、リハビリテーション会議を開催し、利用者の急性増悪等により、当該会
議を月に１回以上開催し、利用者の状態の変化に応じ、当該計画を見直してい
く必要性が高いことを利用者若しくは家族並びに構成員が合意した場合、リハ
ビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)を再度６月間取得すること
ができる。その際には、改めて居宅を訪問し、利用者の状態や生活環境につい
ての情報収集（Survey）すること。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)取得中で、取得開始か
ら６月間を超えていない場合であっても、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)
イ(Ⅱ)又はロ(Ⅱ)に変更して取得することは可能か。
例えば、月１回のリハビリテーション会議の開催によりリハビリテーションマネジ
メント加算(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)を取得し２月間が経過した時点で、月１回のリハ
ビリテーション会議の開催が不要と通所リハビリテーション計画を作成した医師
が判断した場合、３月目から３月に１回のリハビリテーション会議の開催による
リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅱ)又はロ(Ⅱ)に変更して取得すること
はできないのか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／33

・リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)は、医師、理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士などの多職種が協働し通所リハビリテーション計画の作成を通じた
リハビリテーションの支援方針やその方法の共有、利用者又はその家族に対
する生活の予後や通所リハビリテーション計画等についての説明、理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士による居宅での生活の指導を行うことで、心身機
能、活動、参加にバランスよくアプローチするリハビリテーションを管理すること
を評価するものである。

・リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)については、利用者の
状態が不安定となりやすい時期において、集中的に一定期間（６月間）に渡っ
てリハビリテーションの管理を行うことを評価するものである。したがって、リハ
ビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅰ)又はロ(Ⅰ)を６月間取得した後に、リハ
ビリテーションマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅱ)又はロ(Ⅱ)を取得すること。

・リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)についても同様に取り扱う。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

同一利用者に対して、複数の事業所が別々に通所リハビリテーションを提供し
ている場合、各々の事業者がリハビリテーションマネジメント加算の算定要件を
満たしていれば、リハビリテーションマネジメント加算を各々算定できるか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／11

・事業所ごとに提供可能なサービスの種類が異なり、単一の事業所で利用者
が必要とする理学療法、作業療法、言語聴覚療法のすべてを提供できない場
合、複数の事業所で提供することが考えられる。例えば、脳血管疾患発症後で
あって、失語症を認める利用者に対し、１つの事業所がリハビリテーションを提
供することとなったが、この事業所には言語聴覚士が配置されていないため、
失語に対するリハビリテーションは別の事業所で提供されるというケースが考
えられる。

・この場合、例えば、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)であれば、リハビリ
テーション会議を通じて、提供可能なサービスが異なる複数の事業所を利用す
ることを話し合った上で、通所リハビリテーション計画を作成し、その内容につ
いて利用者の同意を得る等、必要な算定要件を各々の事業者が満たしていれ
ば、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)の算定は可能である。

・リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)についても同様に取り扱う。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞
リハビリテーションマネジメント加算におけるリハビリテーション会議の構成員の
参加については、テレビ電話装置等を使用しても差し支えないとされているが、
テレビ電話装置等の使用について、基本的には音声通話のみであるが、議事
のなかで必要になった時に、リハビリテーション会議を実施している場の動画や
画像を送る方法は含まれるか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／14

・含まれない。
・テレビ電話装置等の使用については、リハビリテーション会議の議事を円滑に
する観点から、常時、医師とその他の構成員が動画を共有している必要があ
る。

＜リハビリテーションマネジメント会議＞

通所リハビリテーションのリハビリテーションマネジメント加算(Ａ)及び(Ｂ)では、
リハビリテーション会議の開催頻度について、リハビリテーション計画の同意を
得た日の属する月から起算して６月以内の場合にあっては１月に１回以上の開
催が求められているが、「算定開始の月の前月から起算して前24月以内に介
護保険または医療保険のリハビリテーションに係る報酬の請求が併せて６月以
上ある利用者について は、算定当初から３月に１回の頻度でよいこととする」と
されている。
上記の要件に該当している利用者におけるリハビリテーション会議の開催頻度
についても、３月に１回として差し支えないか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／35

差し支えない。

≪参考≫
・介護報酬通知（平12老企36号）第２の８・⑾・⑥
⑥ リハビリテーション会議の開催頻度について、指定通所リハビリテーションを
実施する指定通所リハビリテーション事業所若しくは指定介護予防通所リハビ
リテーションを実施する指定介護予防通所リハビリテーション事業所並びに当
該事業所の指定を受けている保険医療機関において、算定開始の月の前月か
ら起算して前24月以内に介護保険または医療保険のリハビリテーションに係る
報酬の請求が併せて６月以上ある利用者については、算定当初から３月に１回
の頻度でよいこととする。

 ＜リハビリテーションマネジメント加算＞

リハビリテーションマネジメント加算(Ｂ)の算定要件では、医師がリハビリテー
ション計画の内容について利用者又はその家族へ説明することとされている。
リハビリテーション会議の構成員の参加については、テレビ電話装置等を使用
しても差し支えないとされているが、リハビリテーション計画の内容について医
師が利用者又はその家族へテレビ電話装置等を介して説明した場合、リハビリ
テーションマネジメント加算(Ｂ)の算定要件を満たすか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／13

リハビリテーション会議の中でリハビリテーション計画の内容について利用者又
はその家族へ説明する場合に限り満たす。
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＜リハビリテーションマネジメント加算＞

訪問・通所リハビリテーションの利用開始時点でリハビリテーションマネジメント
加算(Ａ)及び(Ｂ)（令和３年３月以前ではリハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)
以上）を算定していない場合において、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)
及び(Ｂ)の算定を新たに開始することは可能か。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／16

・初めてリハビリテーション計画を作成した際に、利用者とその家族に対し説明
と同意を得ている場合は可能。

・なお、利用者の同意を得た日の属する月から６月間を超えてリハビリテーショ
ンマネジメント加算(Ａ)又は(Ｂ)を取得する場合は、原則としてリハビリテーショ
ンマネジメント加算(Ａ)イ(Ⅱ)若しくはロ(Ⅱ)又は(Ｂ)イ(Ⅱ)若しくはロ(Ⅱ)を取得す
ることとなる。

 ＜通所リハビリテーションの提供について＞

新規利用者について通所リハビリテーションの利用開始日前に利用者の居宅
を訪問した場合は、通所リハビリテーションの算定基準を満たすのか。
また、新規利用者について、介護予防通所リハビリテーションの利用開始日前
に利用者の居宅を訪問した場合は、介護予防通所リハビリテーションの算定基
準を満たすのか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／34

いずれの場合においても、利用初日の１月前から利用前日に利用者の居宅を
訪問した場合であって、訪問日から利用開始日までの間に利用者の状態と居
宅の状況に変化がなければ、算定要件である利用者の居宅への訪問を行った
こととしてよい。

＜リハビリテーションマネジメント加算＞

令和３年３月以前にリハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)を算定している場
合、令和３年４月からリハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ又は(Ｂ)ロの算定
の開始が可能か。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／15

リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ及び(Ｂ)ロについては、令和３年４月以
降に、リハビリテーション計画書を見直した上で「科学的介護情報システム
（Long-term care Information system For Evidence）」（「ＬＩＦＥ」）へ情報の提出
を行い、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ又は(Ｂ)ロの要件を満たした
月から算定が可能である。
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＜科学的介護推進体制加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネ
ジメント加算(Ａ)ロ及び(Ｂ)ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算、
理学療法、作業療法及び言語聴覚療法に係る加算、褥瘡マネジメント加算、褥
瘡対策指導管理(Ⅱ)、排せつ支援加算、自立支援促進加算、かかりつけ医連
携薬剤調整加算(Ⅱ)、薬剤管理指導の注２の加算、栄養マネジメント強化加
算、栄養アセスメント加算、口腔衛生管理加算(Ⅱ)、口腔機能向上加算(Ⅱ)に
ついて＞

ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す
る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３
月16日老老発0316第４号）の各加算の様式例において示されているが、利用
者又は入所者の評価等に当たっては、当該様式例を必ず用いる必要があるの
か。
3.4.9 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和３年４
月９日）」の送付について ／4

・「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事
務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老老発0316第４
号）においてお示しをしているとおり、評価等が算定要件において求められるも
のについては、それぞれの加算で求められる項目（様式で定められた項目）に
ついての評価等が必要である。

・ただし、同通知はあくまでもＬＩＦＥへの提出項目をお示ししたものであり、利用
者又は入所者の評価等において各加算における様式と同一のものを用いるこ
とを求めるものではない。

＜リハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)について＞

令和３年３月にリハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)を算定する場合に、令和
３年３月末までにＶＩＳＩＴ（通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集
に係るシステム）へのデータ提出ができていない場合、データ提出はどのように
行えばよいか。
3.4.9 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和３年４
月９日）」の送付について ／2

・令和３年４月よりＶＩＳＩＴはＬＩＦＥに移行されたところ、令和３年３月末までにＶＩＳ
ＩＴへのデータ提出が出来なかった場合であっても、できる限り早期に（４月10日
以降でも可）ＬＩＦＥにデータ提出を行うことで、令和３年３月における加算の算定
は可能であること。

・なお、令和３年４月以降、リハビリテーション計画書の様式が変更されている
が、３月にリハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)を算定する場合は、旧様式に
おいて求める項目のみの提出で差し支えない。
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＜短期集中個別リハビリテーション実施加算＞

　短期集中個別リハビリテーション実施加算の算定に当たって、①本人の自己
都合、②体調不良等のやむを得ない理由により、定められた実施回数、時間等
の算定要件に適合しなかった場合はどのように取り扱うか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／17

　短期集中個別リハビリテーション実施加算の算定に当たっては、正当な理由
なく、算定要件に適合しない場合には、算定は認められない。算定要件に適合
しない場合であっても、①やむを得ない理由によるもの（利用者の体調悪化
等）、②総合的なアセスメントの結果、必ずしも当該目安を超えていない場合で
あっても、それが適切なマネジメントに基づくもので、利用者の同意を得ている
もの（一時的な意欲減退に伴う回数調整等）であれば、リハビリテーションを
行った実施日の算定は認められる。なお、その場合は通所リハビリテーション
計画の備考欄等に、当該理由等を記載する必要がある。

＜短期集中リハビリテーション実施加算＞

通所リハビリテーションの短期集中リハビリテーション実施加算の「退院(所）
日」について、短期入所生活介護(療養介護）からの退院(所）も含むのか。
18.5.2 介護制度改革information　vol.102 平成18年4月改定関係Q＆A(VOL4) 
／3

短期入所からの退院（所）は含まない。

注９　医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
が、利用者に対して、その退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の期
間に、個別リハビリテーションを集中的に行った場合、短期集中個別リハビリ
テーション実施加算として、１日につき１１０単位を所定単位数に加算する。た
だし、注１０又は注１１を算定している場合は、算定しない。

(12)　短期集中個別リハビリテーション実施加算について

①　短期集中個別リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーションは、
利用者の状態に応じて、基本的動作能力及び応用的動作能力を向上させ、身
体機能を回復するための集中的なリハビリテーションを個別に実施するもので
あること。

②　「個別リハビリテーションを集中的に行った場合」とは、退院（所）日又は認
定日から起算して３月以内の期間に、１週につきおおむね２日以上、１日当たり
40分以上実施するものでなければならない。

【加算】短期集中個別リハビリテーション実施加算
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＜短期集中個別リハビリテーション実施加算＞

　１月に算定できる上限回数はあるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／98

　短期集中個別リハビリテーション実施加算の上限回数は設定していない。

＜短期集中リハビリ実施加算・個別リハビリ実施加算＞

起算日から1月以内に短期集中リハビリテーション実施加算と個別リハビリテー
ション実施加算を同時に算定する場合、短期集中リハビリテーション実施加算
の算定要件である１週につき概ね２回以上、１回当たり40分以上の個別リハビ
リテーションを実施した上で、さらに個別リハビリテーション実施加算の算定要
件である20分以上の個別リハビリテーションを実施しなければ個別リハビリ
テーション実施加算は算定できないのか。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／15

短期集中リハビリテーション実施加算の算定要件である40分以上の個別リハ
ビリテーションを実施することにより、同時に２回分の個別リハビリテーション実
施加算を算定する要件を満たすこととなる。

＜短期集中リハビリ実施加算・個別リハビリ実施加算＞

　短期集中リハビリテーション実施加算を算定している場合であって、短期集中
リハビリテーション実施加算の起算日から３月を超える日が属する月における
個別リハビリテーション実施加算の取扱いはどのようになるのか。
24.3.30 事務連絡 介護保険最新情報vol.273 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24年3月30日）」の送付について ／16

「当該月の開始日から短期集中リハビリテーション実施加算の起算日から３月
を超える日までの間」は実施した回数の個別リハビリテーション実施加算を算
定することとし、
「短期集中リハビリテーション実施加算の起算日から３月を超える日から月の
末日までの間」は、その間において１３回を限度として個別リハビリテーション実
施加算を算定する。
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二十七　通所リハビリテーション費における認知症短期集中リハビリテーション
実施加算の基準

イ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）　一週間に二日を限度と
して個別にリハビリテーションを実施すること。

ロ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）　次に掲げる基準のいず
れにも適合すること。

（１）　一月に四回以上リハビリテーションを実施すること。

（２）　リハビリテーションの実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載された
通所リハビリテーション計画を作成し、生活機能の向上に資するリハビリテー
ションを実施すること。

（３）　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算
（Ａ）イ又はロ若しくは（Ｂ）イ又はロのいずれかを算定していること。

七　指定通所リハビリテーションにおける認知症短期集中リハビリテーション実
施加算に係る施設基準

イ　リハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が
適切に配置されていること。

ロ　リハビリテーションを行うに当たり、利用者数が理学療法士、作業療法士又
は言語聴覚士の数に対して適切なものであること。

【加算】認知症短期集中リハビリテーション実施加算

注１０　別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が
定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所
リハビリテーション事業所において、認知症であると医師が判断した者であっ
て、リハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれると判断されたもの
に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴
覚士が、イについてはその退院（所）日又は通所開始日から起算して３月以内
の期間に、ロについてはその退院（所）日又は通所開始日の属する月から起算
して３月以内の期間にリハビリテーションを集中的に行った場合は、認知症短
期集中リハビリテーション実施加算として、次に掲げる区分に応じ、イについて
は１日につき、ロについては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加
算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、
次に掲げるその他の加算は算定せず、短期集中個別リハビリテーション実施
加算又は注１１を算定している場合においては、算定しない。

イ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）　２４０単位
ロ　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）　１，９２０単位
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(13)　認知症短期集中リハビリテーション実施加算について

①　認知症短期集中リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーション
は、認知症を有する利用者の認知機能や生活環境等を踏まえ、応用的動作能
力や社会適応能力（生活環境又は家庭環境へ適応する等の能力をいう。以下
同じ。）を最大限に活かしながら、当該利用者の生活機能を改善するためのリ
ハビリテーションを実施するものであること。

②　認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅰ）は、精神科医師若しくは神経
内科医師又は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修を修了
した医師により、認知症の利用者であって生活機能の改善が見込まれると判
断された者に対して、通所リハビリテーション計画に基づき、１週間に２日を限
度として、20分以上のリハビリテーションを個別に実施した場合に算定できるも
のである。なお、当該リハビリテーションの提供時間が20分に満たない場合は、
算定はできないこととする。

③　認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅱ）は、精神科医師若しくは神経
内科医師又は認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修を終了
した医師により、認知症の利用者であって生活機能の改善が見込まれると判
断された者に対して、通所リハビリテーション計画に基づき、利用者の状態に応
じて、個別又は集団によるリハビリテーションは、１月に８回以上実施すること
が望ましいが、１月に４回以上実施した場合に算定できるものである。その際に
は、通所リハビリテーション計画にその時間、実施頻度、実施方法を定めたうえ
で実施するものであること。

④　認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅱ）における通所リハビリテーショ
ン計画の作成に当たっては、認知症を有する利用者の生活環境に対応した
サービス提供ができる体制を整える必要があることから、利用者の生活環境を
あらかじめ把握するため、当該利用者の居宅を訪問すること。

⑤　認知症短期集中リハビリテーション加算（Ⅱ）における通所リハビリテーショ
ン計画に従ったリハビリテーションの評価に当たっては、利用者の居宅を訪問
し、当該利用者の居宅における応用的動作能力や社会適応能力について評価
を行い、その結果を当該利用者とその家族に伝達すること。なお、当該利用者
の居宅を訪問した際、リハビリテーションを実施することはできないことに留意
すること。

⑥　本加算の対象となる利用者は、ＭＭＳＥ（Ｍｉｎｉ　Ｍｅｎｔａｌ　Ｓｔａｔｅ　Ｅｘａｍｉｎａ
ｔｉｏｎ）又はＨＤＳ－Ｒ（改訂長谷川式簡易知能評価スケール）においておおむね
５点～25点に相当する者とするものであること。

⑦　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）の算定に当たっては、リ
ハビリテーションマネジメント加算の算定が前提となっていることから、当該加
算の趣旨を踏まえたリハビリテーションを実施するよう留意すること。

⑧　本加算は、認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）についてはそ
の退院（所）日又は通所開始日から起算して３月以内の期間に、認知症短期集
中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）についてはその退院（所）日又は通所開始
日の属する月から起算して３月以内の期間にリハビリテーションを集中的に
行った場合に算定できることとしているが、当該利用者が過去３月の間に本加
算を算定した場合には算定できないこととする。
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＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）又は認知症短期集中リハビ
リテーション実施加算（Ⅱ）について、通所リハビリテーション事業所に算定要
件を満たす医師がおらず、算定要件を満たす外部の医師が情報提供を行った
場合、算定は可能か。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／20

　算定できない。ただし、算定要件を満たす医師については必ずしも常勤であ
る必要はない。

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞
３月間の認知症短期集中リハビリテーションを行った後に、引き続き同一法人
の他のサービスにおいて認知症短期集中リハビリテーションを実施した場合、
算定は可能か。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／104

同一法人の他のサービスにおいて実施した場合は算定できない。

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

３月間の実施期間中に入院等のために中断があり、再び同一事業所の利用を
開始した場合、実施は可能か。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／105

同一事業所の利用を再開した場合において、介護老人保健施設、介護療養型
医療施設においては前回入所（院）した日から起算して３月、通所リハビリテー
ションにおいては前回退院（所）日又は前回利用開始日から起算して３月以内
に限り算定できる。但し、中断前とは異なる事業所で中断前と同じサービスの
利用を開始した場合においては、当該利用者が過去３月の間に、当該リハビリ
テーション加算を算定していない場合に限り算定できる。

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞
認知症短期集中リハビリテーション実施加算については、「過去三月の間に、
当該リハビリテーション加算を算定していない場合に限り算定できる」とされて
いるが、次の例の場合は算定可能か。
・例１：Ａ老健にて３ヶ月入所し、認知症短期集中リハビリテーションを施行した
後、Ｂ老健に入所した場合のＢ老健における算定の可否。
・例２：Ａ老健にて３ヶ月入所し、認知症短期集中リハビリテーションを施行した
後、退所し、Ｂ通所リハビリテーション事業所の利用を開始した場合のＢ通所リ
ハビリテーション事業所における算定の可否。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／103

例１の場合は算定できない。
例２の場合は算定可能であるが、Ａ老健とＢ通所リハビリテーション事業所が同
一法人である場合の扱いについては問１０４を参照されたい。
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＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）又は認知症短期集中リハビ
リテーション実施加算（Ⅱ）の要件である「認知症に対するリハビリテーションに
関わる専門的な研修を修了した医師」の研修とは具体的に何か。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／18

　認知症に対するリハビリテーションに関する知識・技術を習得することを目的
とし、認知症の診断、治療及び認知症に対するリハビリテーションの効果的な
実践方法に関する一貫したプログラムを含む研修である必要がある。
例えば、全国老人保健施設協会が主催する「認知症短期集中リハビリテーショ
ン研修」、日本慢性期医療協会、日本リハビリテーション病院・施設協会及び全
国老人デイ・ケア連絡協議会が主催する「認知症短期集中リハビリテーション
医師研修会」が該当すると考えている。また、認知症診療に習熟し、かかりつけ
医への助言、連携の推進等、地域の認知症医療体制構築を担う医師の養成を
目的として、都道府県等が実施する「認知症サポート医養成研修」修了者も本
加算の要件を満たすものと考えている。

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）については、「1週に2日を
標準」とあるが、1週2日の計画が作成されている場合で、やむを得ない理由が
ある時は、週１日でも算定可能か。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／19

　集中的なリハビリテーションの提供を目的とした加算であることから、１週に２
日実施する計画を作成することが必要である。ただし、当初、週に２日の計画
は作成したにも関わらず、①やむを得ない理由によるもの（利用者の体調変化
で週１日しか実施できない場合等）や、②自然災害・感染症の発生等により、事
業所が一時的に休養するため、当初予定していたサービスの提供ができなく
なった場合であれば、算定できる。

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

通所開始日が平成２１年４月１日以前の場合の算定対象日如何。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／107

平成２１年４月１日以前の通所を開始した日を起算日とした３ヶ月間のうち、当
該４月１日以降に実施した認知症短期集中リハビリテーションが加算対象とな
る。
例：３月１５日から通所を開始した場合、４月１日から６月１４日までの間に、本
加算制度の要件を満たすリハビリテーションを行った場合に加算対象となる。
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＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

　通所リハビリテーションの認知症短期集中リハビリテーション実施加算の起算
日について、「通所開始日」とは 通所リハビリテーションの提供を開始した日と
考えてよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／100

　貴見のとおりである。

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

認知症短期集中リハビリテーション実施中又は終了後3ヶ月に満たない期間
に、脳血管疾患等の認知機能に直接影響を与える疾患を来たし、その急性期
の治療のために入院となった場合の退院後の取扱い如何。
21.4.17 介護保険最新情報vol.79 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.2) ／42

認知症短期集中リハビリテーション実施中又は終了後3ヶ月に満たない期間
に、脳血管疾患等の認知機能低下を来す中枢神経疾患を発症、その急性期に
治療のために入院し、治療終了後も入院の原因となった疾患の発症前と比し
認知機能が悪化しており、認知症短期集中リハビリテーションの必要性が認め
られる場合に限り、入院前に利用していたサービス、事業所に関わらず、介護
老人保健施設、介護療養型医療施設においては入所（院）した日から起算して
新たに3 月、通所リハビリテーションにおいては利用開始日から起算して新た
に3 月以内に限り算定できる。

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

　　認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅱ)について、１月に４回以上
のリハビリテーションの実施が求められているが、退院（所）日又は通所開始日
が月途中の場合に、当該月に４回以上のリハビリテーションの実施ができな
かった場合、当該月は算定できないという理解でよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／99

　認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅱ)は、認知症の利用者であっ
て生活機能の改善が見込まれると判断された者に対して、通所リハビリテー
ション計画に基づき、利用者の状態に応じて、個別又は集団によるリハビリ
テーションを１月に４回以上実施した場合に取得できることから、当該要件を満
たさなかった月は取得できない。なお、本加算におけるリハビリテーションは、１
月に８回以上実施することが望ましい。
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注１１　別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が
定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所
リハビリテーション事業所が、生活行為の内容の充実を図るための目標及び当
該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテーション実施計
画にあらかじめ定めて、利用者に対して、リハビリテーションを計画的に行い、
当該利用者の有する能力の向上を支援した場合は、生活行為向上リハビリ
テーション実施加算として、リハビリテーション実施計画に基づく指定通所リハ
ビリテーションの利用を開始した日の属する月から起算して６月以内の期間に
限り、１月につき１，２５０単位を所定単位数に加算する。ただし、短期集中個別
リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリテーション実施加算
を算定している場合においては、算定しない。また、短期集中個別リハビリテー
ション実施加算又は認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定してい
た場合においては、利用者の急性増悪等によりこの加算を算定する必要性に
ついてリハビリテーション会議（指定居宅サービス基準第８０条第５号に規定す
るリハビリテーション会議をいう。）により合意した場合を除き、この加算は算定
しない。

【加算】生活行為向上リハビリテーション実施加算

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算＞

　認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）を算定していたが、利用者
宅に訪問して指導する又は集団での訓練の方が利用者の状態に合っていると
判断した場合、認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）に移行するこ
とができるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／101

　退院（所）日又は通所開始日から起算して３月以内であれば、移行できる。た
だし、認知症短期集中リハビリテーション（Ⅱ）は月包括払いの報酬であるた
め、月単位での変更となることに留意されたい。

71／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

八　指定通所リハビリテーションにおける生活行為向上リハビリテーション実施
加算に係る施設基準
リハビリテーションを行うに当たり、利用者数が理学療法士、作業療法士又は
言語聴覚士の数に対して適切なものであること。

(14)　生活行為向上リハビリテーション実施加算について
①　生活行為向上リハビリテーション実施加算の「生活行為」とは、個人の活動
として行う排泄、入浴、調理、買物、趣味活動等の行為をいう。
②　生活行為向上リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーション（以
下「生活行為向上リハビリテーション」という。）は、加齢や廃用症候群等により
生活機能の一つである活動をするための機能が低下した利用者に対して、当
該機能を回復させ、生活行為の内容の充実を図るための目標と当該目標を踏
まえた６月間の生活行為向上リハビリテーションの内容を生活行為向上リハビ
リテーション実施計画にあらかじめ定めた上で、計画的に実施するものである
こと。
③　生活行為向上リハビリテーションを提供するための生活行為向上リハビリ
テーション実施計画の作成や、リハビリテーション会議における当該リハビリ
テーションの目標の達成状況の報告については、大臣基準告示第28号イに
よって配置された者が行うことが想定されていることに留意すること。
④　生活行為向上リハビリテーション実施計画の作成に当たっては、本加算の
趣旨について説明した上で、当該計画の同意を得るよう留意すること。
⑤　本加算の算定に当たっては、リハビリテーションマネジメント加算の算定が
前提となっていることから、当該加算の趣旨を踏まえ、家庭での役割を担うこと
や地域の行事等に関与すること等を可能とすることを見据えた目標や実施内
容を設定すること。
⑥　本加算は、６月間に限定して算定が可能であることから、利用者やその家
族においても、生活行為の内容の充実を図るための訓練内容を理解し、家族
の協力を得ながら、利用者が生活の中で実践していくことが望ましいこと。
また、リハビリテーション会議において、訓練の進捗状況やその評価（当該評価
の結果、訓練内容に変更が必要な場合は、その理由を含む。）等について、医
師が利用者、その家族、構成員に説明すること。
⑦　生活行為向上リハビリテーション実施計画に従ったリハビリテーションの評
価に当たっては、利用者の居宅を訪問し、当該利用者の居宅における応用的
動作能力や社会適応能力について評価を行い、その結果を当該利用者とその
家族に伝達すること。なお、当該利用者の居宅を訪問した際、リハビリテーショ
ンを実施することはできないことに留意すること。

二十八　通所リハビリテーション費における生活行為向上リハビリテーション実
施加算の基準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
イ　生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経験を有する
作業療法士又は生活行為の内容の充実を図るための研修を修了した理学療
法士若しくは言語聴覚士が配置されていること。
ロ　生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビ
リテーションの実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載されたリハビリテー
ション実施計画をあらかじめ定めて、リハビリテーションを提供すること。
ハ　当該計画で定めた指定通所リハビリテーションの実施期間中に指定通所リ
ハビリテーションの提供を終了した日前一月以内に、リハビリテーション会議を
開催し、リハビリテーションの目標の達成状況を報告すること。
ニ　通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算（Ａ）
イ又はロ若しくは（Ｂ）イ又はロのいずれかを算定していること。
ホ　指定通所リハビリテーション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療
法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が当該利用者の居宅を訪問し、生活行
為に関する評価をおおむね一月に一回以上実施すること。
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＜生活行為向上リハビリテーション実施加算＞

　生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定要件について「利用者数が
理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の数に対して適切なものであること」
とあるが、具体的には、人員基準を満たすか否かが判断基準となるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／104

　人員基準を満たすか否かに関わらず、生活行為向上リハビリテーションを実
施する上で、適切な人員配置をお願いするものである。

＜生活行為向上リハビリテーション実施加算＞

　生活行為向上リハビリテーション実施加算の取得が可能となる期間中に、入
院等のためにリハビリテーションの提供の中断があった後、再び同一事業所の
利用を開始した場合、再利用日を起算点として、改めて６月間の算定実施は可
能か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／102

　　生活行為向上リハビリテーション実施加算は、生活行為の内容の充実を図
るための目標を設定し、当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等
をリハビリテーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対して、利用者の
有する能力の向上を計画的に支援することを評価するものである。
　　入院等により、活動するための機能が低下し、医師が、生活行為の内容の
充実を図るためのリハビリテーションの必要性を認めた場合に限り、入院前に
利用していたサービス種別、事業所・施設にかかわらず、再度利用を開始した
日から起算して新たに６月以内に限り算定できる。

＜生活行為向上リハビリテーション実施加算＞

　生活行為向上リハビリテーションの算定要件について、「生活行為の内容の
充実を図るための専門的な知識若しくは経験」、「生活行為の内容の充実を図
るための研修」とあるが、具体的にどのような知識、経験、研修を指すのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／105

　生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識や経験とは、例えば、日
本作業療法士協会が実施する生活行為向上マネジメント研修を受講した際に
得られる知識や経験が該当すると考えている。
生活行為の内容の充実を図るための研修とは、
①　生活行為の考え方と見るべきポイント、
②　生活行為に関するニーズの把握方法
③　リハビリテーション実施計画の立案方法
④　計画立案の演習等のプログラム
から構成され、生活行為向上リハビリテーションを実施する上で必要な講義や
演習で構成されているものである。例えば、全国デイケア協会、全国老人保健
施設協会、日本慢性期医療協会、日本リハビリテーション病院・施設協会が実
施する「生活行為向上リハビリテーションに関する研修会」が該当すると考えて
いる。
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＜生活行為向上リハビリテーション実施加算＞

短期集中個別リハビリテーション実施加算と認知症短期集中リハビリテーショ
ン実施加算(Ⅰ)・(Ⅱ)を３ケ月実施した後に、利用者の同意を得て、生活行為の
内容の向上を目標としたリハビリテーションが必要であると判断された場合、生
活行為向上リハビリテーション実施加算に移行することができるのか。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／29

可能である。ただし、短期集中個別リハビリテーション実施加算と認知症短期
集中リハビリテーション実施加算(Ⅰ)・(Ⅱ)から生活行為向上リハビリテーション
実施加算へ連続して移行する場合には、短期集中個別リハビリテーション実施
加算と認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅰ)・(Ⅱ)を取得した月数
を、６月より差し引いた月数のみ生活行為向上リハビリテーション実施加算を算
定可能である。

＜生活行為向上リハビリテーション実施加算について＞

令和３年度介護報酬改定において生活行為向上リハビリテーション実施加算
は単位数が見直されるとともに同加算に関係する減算が廃止されたが、令和３
年３月時点において同加算を算定している利用者については経過措置が設け
られているところ。令和３年３月時点において同加算を算定し、同年４月以降も
継続して算定している場合において、令和３年４月以降に令和３年度介護報酬
改定により見直された単位数を請求することは可能か。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／37

・請求可能。
・経過措置が適用される場合も、同加算は併せて６月間まで算定可能なもので
あることに留意すること。
・なお、同加算に関係する減算は、令和３年度介護報酬改定前の単位数にお
いて同加算を算定した月数と同月分の期間だけ実施されるものである。

生活行為向上リハビリテーション実施加算の取得に当たっては、利用者の居宅
を訪問し、当該利用者の居宅における応用的動作能力や社会適応能力につい
て評価を行い、その結果を当該利用者とその家族に伝達することとなっている
が、そのための時間については、通所リハビリテーションの提供時間に含める
ということで良いか。
27.6.1 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ＆A(Vol.3)(平成27年6
月1日)」の送付について ／5

　通所リハビリテーションで向上した生活行為について、利用者が日常の生活
で継続できるようになるためには、実際生活の場面での適応能力の評価をする
ことが重要である。
　したがって、利用者の居宅を訪問し、当該利用者の居宅おける応用的動作能
力や社会適応能力について評価を行い、その結果を利用者とその家族に伝達
するための時間については、通所リハビリテーションの提供時間に含めて差支
えない。
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受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令第二条第六号に規定す
る初老期における認知症によって要介護者又は要支援者となった者をいう。）
ごとに個別の担当者を定めていること。

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心
に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。

＜生活行為向上リハビリテーション実施加算について＞

生活行為向上リハビリテーション実施加算は、リハビリテーション実施計画に基
づく指定通所リハビリテーションの利用を開始した日の属する月から６月以内
の場合に算定可能とされているが、再度同加算を算定することは可能か。
3.4.9 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和３年４
月９日）」の送付について ／6

疾病等により生活機能が低下（通所リハビリテーション計画の直近の見直し時
と比較して、ＡＤＬの評価であるBarthel Index又はＩＡＤＬの評価であるFrenchay 
Activities Indexの値が低下したものに限る。）し、医師が生活行為の内容の充
実を図るためのリハビリテーションの必要性を認めた場合、改めてリハビリテー
ション実施計画に基づく指定通所リハビリテーションの利用を開始した場合は、
新たに６月以内の算定が可能である。

＜若年性認知症利用者受入加算＞
担当者とは何か。定めるにあたって担当者の資格要件はあるか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／102

若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中か
ら定めていただきたい。人数や資格等の要件は問わない。

＜若年性認知症利用者受入加算＞

一度本加算制度の対象者となった場合、６５歳以上になっても対象のままか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／101

６５歳の誕生日の前々日までは対象である。

【加算】若年性認知症利用者受入加算

注１２　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知
事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所において、若年性認知症利用
者に対して指定通所リハビリテーションを行った場合は、若年性認知症利用者
受入加算として、１日につき６０単位を所定単位数に加算する。
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通所介護費等算定方法第一号、第二号、第五号の二、第六号、第十一号、第
十六号及び第二十号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

①　栄養アセスメント加算の算定に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行わ
れるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

注１３　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知事に
届け出た指定通所リハビリテーション事業所において、利用者に対して、管理
栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態の
リスク及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注において同じ。）
を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１月につき５０単位を所定単位
数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善
サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月
は、算定しない。

（１）　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以
上配置していること。

（２）　利用者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施
し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ
対応すること。

（３）　利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実
施に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要
な情報を活用していること。

（４）　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定通所リハビリテー
ション事業所であること。

【加算】栄養アセスメント加算

＜若年性認知症ケア加算＞

通所系サービスにおける「若年性認知症ケア加算」について、若年性とは具体
的に何歳を想定しているのか。対象者は「40歳以上65歳未満」のみが基本と考
えるがよろしいか。64歳で受けた要介護認定の有効期間中は65歳であっても、
加算の対象となるのか。
18.3.22 介護制度改革information vol.78 平成18年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／
51

若年性認知症とは、介護保険法施行令第2条5項に定める初老期における認知
症を示すため、その対象は「40歳以上65歳未満」の者となる。若年性認知症ケ
ア加算の対象となるプログラムを受けていた者であっても、65歳になると加算
の対象とはならない。ただし、その場合であっても、その者が引き続き若年性認
知症ケアのプログラムを希望するのであれば、その提供を妨げるものではない
ことに留意されたい。
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⑤　厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩ
ＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）
関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ
いて」を参照されたい。

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を
活用し、利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Ｐｌａｎ）、当該決定に基
づく支援の提供（Ｄｏ）、当該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価結果を踏まえ
た栄養管理の内容の見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイク
ル）により、サービスの質の管理を行うこと。

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維
持向上に資するため、適宜活用されるものである。

利用者全員について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔
管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示
について」別紙様式５－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通
所・居宅）（様式例））にある「実施日」「低栄養状態のリスクレベル」「低栄養状
態のリスク（状況）」「食生活状況等」「多職種による栄養ケアの課題（低栄養関
連問題）」及び「総合評価」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、
すべて提出すること。
ただし、食事の提供を行っていない場合など、「食生活の状況等」及び「多職種
による栄養ケアの課題（低栄養関連問題）」の各項目に係る情報のうち、事業
所で把握できないものまで提出を求めるものではないこと。

③　栄養アセスメントについては、３月に１回以上、イからニまでに掲げる手順
により行うこと。あわせて、利用者の体重については、１月毎に測定すること。
イ　利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。
ロ　管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同
して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄
養管理上の課題の把握を行うこと。
ハ　イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解
決すべき栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。
ニ　低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護
支援専門員と情報共有を行い、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供
を検討するように依頼すること。

④　原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス
を受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、栄養
アセスメント加算は算定しないが、栄養アセスメント加算に基づく栄養アセスメ
ントの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供が必要と判断され
た場合は、栄養アセスメント加算の算定月でも栄養改善加算を算定できるこ
と。

②　当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加
算の対象事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加
算の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は
常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日
本栄養士会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステー
ション」）との連携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。
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利用者ごとに、ア及びイに定める月の翌月10 日までに提出すること。
ア 栄養アセスメントを行った日の属する月
イ アの月のほか、少なくとも３月に１回

問 16 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出する
こと」とされていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。
（答）
・ やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提
出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初
に入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかった場合
や、データを入力したにも関わらず、システムトラブル等により提出ができな
かった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった場合がある。
・ また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者
について、必須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できな
かった場合等であっても、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算
を算定することは可能である。
・ ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記してお
く必要がある。

＜管理栄養士による居宅療養管理指導、栄養アセスメント加算、栄養改善加
算、栄養管理体制加算について＞

外部との連携について、介護保険施設の場合は「栄養マネジメント強化加算の
算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤
の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。」とあるが、栄養マネジメン
ト強化加算を算定せず、介護保険施設に常勤の管理栄養士が１名いる場合
は、当該施設の管理栄養士が兼務できるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／15

入所者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能である。ただし、人員基準
において常勤の栄養士又は管理栄養士を１名以上配置することが求められる
施設（例：100床以上の介護老人保健施設）において、人員基準上置くべき員数
である管理栄養士については、兼務することはできない。

＜栄養アセスメント加算について＞

要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」
とされているが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。
3.4.15 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６）（令和３年４
月15日）」の送付について ／2

科学的介護推進体制加算等と同様の取扱いであるため、令和３年介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月26日）問16を参考にされたい。
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二十九　通所リハビリテーション費における栄養改善加算の基準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

イ　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を一名以
上配置していること。

ロ　利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職種の者（以下
「管理栄養士等」という。）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥（えん）下機能及
び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。

ハ　利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪
問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養
状態を定期的に記録していること。

ニ　利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。

ホ　通所介護費等算定方法第二号に規定する基準のいずれにも該当しないこ
と。

【加算】栄養改善加算

注１４　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知
事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対
し、栄養改善サービスを行った場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間
に限り１月に２回を限度として１回につき２００単位を所定単位数に加算する。
ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の
結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と
認められる利用者については、引き続き算定することができる。

＜栄養アセスメント加算について＞

利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合、栄養アセスメント加算の
算定事業者はどのように判断するのか。
3.6.9 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和３年６
月９日）」の送付について ／1

利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合は、栄養アセスメントを行
う事業所について、
・サービス担当者会議等で、利用者が利用している各種サービスと栄養状態と
の関連性や実施時間の実績、利用者又は家族の希望等も踏まえて検討した上
で、
・介護支援専門員が事業所間の調整を行い、決定することとし、
原則として、当該事業所が継続的に栄養アセスメントを実施すること。
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通所介護費等算定方法第一号、第二号、第五号の二、第六号、第十一号、第
十六号及び第二十号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

①　栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行
われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

なお、次のような問題を有する者については、前記イからホのいずれかの項目
に該当するかどうか、適宜確認されたい。

・　口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する
(13)、(14)、(15)のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。）
・　生活機能の低下の問題
・　褥瘡に関する問題
・　食欲の低下の問題
・　閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する(16)、(17)のい
ずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。）
・　認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(18)、(19)、(20)のい
ずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。）
・　うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から(25)の項目におい
て、２項目以上「１」に該当する者などを含む。）

②　当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養改善加算の対
象事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算
定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の
管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養
士会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）
との連携により、管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。

③　栄養改善加算を算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当す
る者であって、栄養改善サービスの提供が必要と認められる者とすること。

イ　ＢＭＩが18.5未満である者
ロ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の
実施について」（平成18年６月９日老発第0609001号厚生労働省老健局長通
知）に規定する基本チェックリストのＮｏ．11の項目が「１」に該当する者
ハ　血清アルブミン値が3.5ｇ／ｄｌ以下である者
ニ　食事摂取量が不良（75％以下）である者
ホ　その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者
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⑤　おおむね３月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する
者であって、継続的に管理栄養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改
善の効果が期待できると認められるものについては、継続的に栄養改善サー
ビスを提供する。

④　栄養改善サービスの提供は、以下のイからヘまでに掲げる手順を経てなさ
れる。

イ　利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。

ロ　利用開始時に、管理栄養士が中心となって、利用者ごとの摂食・嚥下機能
及び食形態にも配慮しつつ、栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下
「栄養アセスメント」という。）を行い、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活
相談員その他の職種の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事に関
する内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事
項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケア計画について
は、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意
を得ること。なお、通所介護においては、栄養ケア計画に相当する内容を通所
介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代
えることができるものとすること。

ハ　栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービス
を提供すること。その際、栄養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当
該計画を修正すること。

ニ　栄養改善サービスの提供に当たり、居宅における食事の状況を聞き取った
結果、課題がある場合は、当該課題を解決するため、利用者又はその家族の
同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、居宅での食事状況・食事環境等の
具体的な課題の把握や、主として食事の準備をする者に対する栄養食事相談
等の栄養改善サービスを提供すること。

ホ　利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討
し、おおむね３月ごとに体重を測定する等により栄養状態の評価を行い、その
結果を当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師に対して情報提
供すること。

ヘ　指定居宅サービス基準第105条において準用する第19条に規定するサー
ビスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利
用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養改善加
算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものとす
ること。
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栄養ケアの実施

①　管理栄養士と関連職種は、主治の医師の指示・指導が必要な場合には、
その指導等に基づき栄養ケア計画に基づいたサービスの提供を行う。

②　管理栄養士は、通所サービスでの食事の提供に当たっては、給食業務の
実際の責任者としての役割を担う者（管理栄養士、栄養士、調理師等）に対し
て、栄養ケア計画に基づいて個別対応した食事の提供ができるように説明及び
指導する。なお、給食業務を委託している場合においては、委託業者の管理栄
養士等との連携を図る。

③　管理栄養士は、栄養ケア計画に基づいて、栄養食事相談を実施する。居宅
における食事の状況を聞き取った結果、課題がある場合は、当該課題を解決
するため、利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、
居宅での食事状況・食事環境等の具体的な課題の把握や、主として食事の準
備をする者に対する栄養食事相談等の栄養改善サービスを提供すること。

④　管理栄養士は、関連職種に対して、栄養ケア計画に基づいて説明、指導及
び助言を行う。

⑤　管理栄養士は、関連職種と共同して食事摂取状況や食事に関するインシ
デント・アクシデントの事例等の把握を行う。

⑥　管理栄養士は、栄養ケア提供の主な経過を記録する。記録内容、栄養補
給（食事等）の状況や内容の変更、栄養食事相談の実施内容、課題解決に向
けた関連職種のケアの状況等について記録する。なお、指定居宅サービス等
の事業の人員、設備及び運営に関する基準第105条若しくは第119条において
準用する第19条、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関
する基準第37条、第61条若しくは第182条において準用する第３条の18、指定
介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー
ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第123条に
おいて準用する第49条の13、若しくは第237条又は指定地域密着型介護予防
サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー
ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第21条に規
定するサービスの提供の記録において管理栄養士が栄養ケア提供の経過を
記録する場合にあっては、当該記録とは別に栄養改善加算の算定のために栄
養ケア提供の経過を記録する必要はないものとする。

モニタリングの実施
①　モニタリングは、栄養ケア計画に基づいて、低栄養状態の低リスク者は三
か月毎、低栄養状態の高リスク者及び栄養補給法の移行の必要性がある者の
場合には、２週間毎等適宜行う。ただし、低栄養状態の低リスク者も含め、体重
は１か月毎に測定する。
②　管理栄養士又は関連職種は、長期目標の達成度、体重等の栄養状態の
改善状況、栄養補給量等をモニタリングし、総合的な評価判定を行うとともに、
サービスの質の改善事項を含めた、栄養ケア計画の変更の必要性を判断す
る。モニタリングの記録は、別紙様式５－１の様式例を参照の上、作成する。
③　低栄養状態のリスクの把握やモニタリング結果は、３か月毎に事業所を通
じて利用者を担当する介護支援専門員等へ情報を提供する。

ク再栄養スクリーニングの実施
管理栄養士は関連職種と連携して、低栄養状態のおそれのある者の把握を三
か月毎に実施する。
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＜栄養改善加算＞

栄養改善サービスに必要な同意には、利用者又はその家族の自署又は押印
は必ずしも必要ではないと考えるが如何。
21.4.17 介護保険最新情報vol.79 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.2) ／4

栄養改善サービスの開始などの際に、利用者又はその家族の同意を口頭で確
認した場合には、栄養ケア計画などに係る記録に利用者又はその家族が同意
した旨を記載すればよく、利用者又はその家族の自署又は押印は必須ではな
い。

＜栄養改善加算・口腔機能向上加算について＞

それぞれ別の通所介護・通所リハビリテーション事業所にしている場合、それ
ぞれの事業所で同時に栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定すること
はできるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／33

御指摘の件については、ケアマネジメントの過程で適切に判断されるものと認
識しているが、①算定要件として、それぞれの加算に係る実施内容等を勘案の
上、１事業所における請求回数に限度を設けていること、②２事業所において
算定した場合の利用者負担等も勘案すべきことから、それぞれの事業所で栄
養改善加算又は口腔機能向上加算を算定することは基本的には想定されな
い。

＜栄養改善加算（通所サービス）＞

(栄養改善加算）当該加算が算定できる者の要件について、その他低栄養状態
にある又はそのおそれがあると認められる者とは具体的内容如何。また、食事
摂取量が不良の者（７５％以下）とはどういった者を指すのか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／16

その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者とは、以下の
ような場合が考えられる。
・ 医師が医学的な判断により低栄養状態にある又はそのおそれがあると認め
る場合。
・ イ～ニの項目に掲げられている基準を満たさない場合であっても、認定調査
票の「えん下」、「食事摂取」、「口腔清潔」、「特別な医療について」などの項目
や、特記事項、主治医意見書などから、低栄養状態にある又はそのおそれが
あると、サービス担当者会議において認められる場合。
なお、低栄養状態のおそれがあると認められる者とは、現状の食生活を続けた
場合に、低栄養状態になる可能性が高いと判断される場合を想定している。
また、食事摂取が不良の者とは、以下のような場合が考えられる
・ 普段に比較し、食事摂取量が７５％以下である場合。
・ １日の食事回数が２回以下であって、１回あたりの食事摂取量が普段より少
ない場合。
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＜栄養改善加算について＞

通所サ―ビスにおいて栄養改善加算を算定している者に対して管理栄養士に
よる居宅療養管理指導を行うことは可能か。
30.3.23 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.1）（平成30年
3月23日）」の送付について ／34

管理栄養士による居宅療養管理指導は通院又は通所が困難な者が対象とな
るため、栄養改善加算の算定者等、通所サービス利用者に対して当該指導を
行うことは想定されない。

＜栄養改善加算について＞

平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）問34については、通所サービ
スの利用者のうち、栄養改善加算を算定した者に対しては、管理栄養士による
居宅療養管理指導を算定することができないものと理解してよいか。
30.7.4 事務連絡 「平成30年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.5）（平成30年7
月4日）」の送付について ／1

通所サービスで設けている「栄養改善加算」については、低栄養状態の改善等
を目的として栄養ケア計画に基づき、利用者ごとに栄養食事相談等の栄養管
理を行うものである。
一方、「管理栄養士による居宅療養管理指導」については、低栄養状態にある
者や特別食を必要とする者に対して栄養ケア計画に基づき、利用者ごとに栄養
食事相談等の栄養管理を行うものである。
したがって、栄養改善加算を算定した者に対して、低栄養状態を改善する等の
観点で管理栄養士による居宅療養管理指導を行った場合、栄養管理の内容が
重複するものと考えられるため、栄養改善加算を算定した者に対しては、管理
栄養士による居宅療養管理指導を算定することができない。

＜栄養改善加算・口腔機能向上加算＞

栄養改善加算及び口腔機能向上加算は、サービスの提供開始から３月後に改
善評価を行った後は算定できないのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／131

サービス開始から概ね３月後の評価において、解決すべき課題が解決されて
いない場合であって、当該サービスを継続する必要性が認められる場合は、３
月以降も算定できる。
　　なお、サービスを継続する場合であっても、アセスメント、計画作成、評価の
手順に従って実施する必要があるが、課題解決に向けて効果が得られるよう、
実施方法及び実施内容を見直す必要がある。

84／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

注１５　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所リハビリテーショ
ン事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔（くう）
の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、
口腔（くう）・栄養スクリーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき
次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの
加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、
当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔（くう）・栄養スクリーニング
加算を算定している場合にあっては算定しない。

イ　口腔（くう）・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）　２０単位
ロ　口腔（くう）・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）　５単位

＜管理栄養士による居宅療養管理指導、栄養アセスメント加算、栄養改善加
算、栄養管理体制加算について＞

外部との連携について、介護保険施設の場合は「栄養マネジメント強化加算の
算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤
の管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。」とあるが、栄養マネジメン
ト強化加算を算定せず、介護保険施設に常勤の管理栄養士が１名いる場合
は、当該施設の管理栄養士が兼務できるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／15

入所者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能である。ただし、人員基準
において常勤の栄養士又は管理栄養士を１名以上配置することが求められる
施設（例：100床以上の介護老人保健施設）において、人員基準上置くべき員数
である管理栄養士については、兼務することはできない。

【加算】口腔・栄養スクリーニング加算
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イ　口腔（くう）・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）　次に掲げる基準のいずれにも適
合すること。

（１）　利用開始時及び利用中六月ごとに利用者の口腔（くう）の健康状態につ
いて確認を行い、当該利用者の口腔（くう）の健康状態に関する情報（当該利用
者の口腔（くう）の健康状態が低下しているおそれのある場合にあっては、その
改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供
していること。

（２）　利用開始時及び利用中六月ごとに利用者の栄養状態について確認を行
い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合に
あっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する
介護支援専門員に提供していること。

（３）　通所介護費等算定方法第一号、第二号、第六号、第十一号及び第二十
号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

（４）　算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。

（一）　栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養改善加算
の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善
サービスが終了した日の属する月であること。

（二）　当該利用者が口腔（くう）機能向上加算の算定に係る口腔（くう）機能向
上サービスを受けている間である又は当該口腔（くう）機能向上サービスが終
了した日の属する月であること。

ロ　口腔（くう）・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）　次に掲げる基準のいずれかに適
合すること。

（１）　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

（一）　イ（１）及び（３）に掲げる基準に適合すること。

（二）　算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している又は当該利
用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若
しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する月であること。

（三）　算定日が属する月が、当該利用者が口腔（くう）機能向上加算の算定に
係る口腔（くう）機能向上サービスを受けている間及び当該口腔（くう）機能向上
サービスが終了した日の属する月ではないこと。

（２）　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

（一）　イ（２）及び（３）に掲げる基準に適合すること。

（二）　算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当
該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又
は当該栄養改善サービスが終了した日の属する月ではないこと。

（三）　算定日が属する月が、当該利用者が口腔（くう）機能向上加算の算定に
係る口腔（くう）機能向上サービスを受けている間及び当該口腔（くう）機能向上
サービスが終了した日の属する月であること。
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②　口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則とし
て一体的に実施すべきものであること。ただし、大臣基準第19号の２ロに規定
する場合にあっては、口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの一方のみ
を行い、口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）を算定することができる。

④　口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス
担当者会議で決定することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく
口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングを継続的に実施すること。

⑤　口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スク
リーニングの結果、栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機
能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供が必要と判断された
場合は、口腔・栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算又は口腔
機能向上加算を算定できること。

＜口腔・栄養スクリーニング加算について＞
令和２年10月以降に栄養スクリーニング加算を算定した事業所において、令和
３年４月に口腔・栄養スクリーニング加算を算定できるか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／20

算定できる。

①　口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニ
ング（以下「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下
「栄養スクリーニング」という。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一
環として行われることに留意すること。

③　口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者に
ついて、それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に
対し、提供すること。

イ　口腔スクリーニング
ａ　硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者
ｂ　入れ歯を使っている者
ｃ　むせやすい者
ロ　栄養スクリーニング
ａ　ＢＭＩが18.5未満である者
ｂ　１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の
実施について」（平成18年６月９日老発第0609001号厚生労働省老健局長通
知）に規定する基本チェックリストのＮｏ．11の項目が「１」に該当する者
ｃ　血清アルブミン値が3.5ｇ／ｄｌ以下である者
ｄ　食事摂取量が不良（75％以下）である者
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イ　口腔（くう）機能向上加算（Ⅰ）　次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。

（１）　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を一名以上配置していること。

（２）　利用者の口腔（くう）機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生
士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者
ごとの口腔（くう）機能改善管理指導計画を作成していること。

（３）　利用者ごとの口腔（くう）機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科
衛生士又は看護職員が口腔（くう）機能向上サービス（指定居宅サービス介護
給付費単位数表の通所介護費の注１８に規定する口腔（くう）機能向上サービ
スをいう。以下同じ。）を行っているとともに、利用者の口腔（くう）機能を定期的
に記録していること。

（４）　利用者ごとの口腔（くう）機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に
評価していること。

（５）　通所介護費等算定方法第一号に規定する基準のいずれにも該当しない
こと。

ロ　口腔（くう）機能向上加算（Ⅱ）　次に掲げる基準のいずれにも適合するこ
と。

（１）　イ（１）から（５）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

（２）　利用者ごとの口腔（くう）機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚
生労働省に提出し、口腔（くう）機能向上サービスの実施に当たって、当該情報
その他口腔（くう）衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活
用していること。

【加算】口腔機能向上加算

注１６　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知
事に届け出て、口腔（くう）機能が低下している利用者又はそのおそれのある利
用者に対して、当該利用者の口腔（くう）機能の向上を目的として、個別的に実
施される口腔（くう）清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥（えん）下機能に関す
る訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に
資すると認められるもの（以下この注において「口腔（くう）機能向上サービス」と
いう。）を行った場合は、口腔（くう）機能向上加算として、当該基準に掲げる区
分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる
単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し
ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、口腔（く
う）機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔（くう）機能の評価の
結果、口腔（くう）機能が向上せず、口腔（くう）機能向上サービスを引き続き行う
ことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。

（１）　口腔（くう）機能向上加算（Ⅰ）　１５０単位
（２）　口腔（くう）機能向上加算（Ⅱ）　１６０単位
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①　口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用
者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

②　言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うものである
こと。

⑤　口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経
てなされる。
イ　利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。
ロ　利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利
用者ごとの口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の
者が共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作
成すること。作成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上
サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。な
お、通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を通所
介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管理指導計
画の作成に代えることができるものとすること。
ハ　口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護
職員等が利用者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機
能改善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正する
こと。
ニ　利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況
を検討し、おおむね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果につい
て、当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に
対して情報提供すること。
ホ　指定居宅サービス基準第105条において準用する第19条に規定するサー
ビスの提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い
言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録
する場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の
口腔機能を定期的に記録する必要はないものとすること。

③　口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれか
に該当する者であって、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者と
すること。
イ　認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項
目において「１」以外に該当する者
ロ　基本チェックリストの口腔機能に関連する(13)、(14)、(15)の３項目のうち、２
項目以上が「１」に該当する者
ハ　その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者

④　利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定さ
れることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科
医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じることとする。なお、歯
科医療を受診している場合であって、次のイ又はロのいずれかに該当する場合
にあっては、加算は算定できない。

イ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定して
いる場合
ロ　医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定して
いない場合であって、介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥下機
能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合

89／119



通所リハビリテーション・介護報酬編（天晴れ介護サービス）

利用者ごとに、アからウまでに定める月の翌月10 日までに提出すること。
ア 新規に計画の作成を行った日の属する月
イ 計画の変更を行った日の属する月
ウ ア又はイのほか、少なくとも３月に１回

モニタリングの実施

① 　サービス担当者は、目標の達成状況、口腔衛生、摂食・嚥下機能等の改
善状況等を宜モニタリングし、評価を行うとともに、サービスの見直し事項を含
めた、口腔機能改善管理指導計画の変更の必要性を判断する。モニタリング
の記録は、別紙様式８の様式例を参照の上、作成する。

② 　モニタリングは、口腔機能改善管理指導計画に基づき、概ね１か月毎に適
宜行う。

⑦　厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩ
ＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）
関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ
いて」を参照されたい。

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を
活用し、利用者の状態に応じた口腔機能改善管理指導計画の作成（Ｐｌａｎ）、当
該計画に基づく支援の提供（Ｄｏ）、当該支援内容の評価（Ｃｈｅｃｋ）、その評価
結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Ａｃｔｉｏｎ）の一連のサイクル（ＰＤＣＡ
サイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維
持向上に資するため、適宜活用されるものである。

「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する
基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」別紙様式８
（口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例））にある「かかりつけ歯科
医」、「入れ歯の使用」、「食形態等」、「誤嚥性肺炎の発症・罹患」、「スクリーニ
ング、アセスメント、モニタリング」、「口腔機能改善管理計画」及び「実施記録」
の各項目に係る情報をすべて提出すること。

⑥　おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者で
あって、継続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を
行うことにより、口腔機能の向上又は維持の効果が期待できると認められるも
のについては、継続的に口腔機能向上サービスを提供する。

イ　口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認めら
れる状態の者
ロ　当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある
者
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＜栄養改善加算・口腔機能向上加算について＞

それぞれ別の通所介護・通所リハビリテーション事業所にしている場合、それ
ぞれの事業所で同時に栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定すること
はできるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／33

御指摘の件については、ケアマネジメントの過程で適切に判断されるものと認
識しているが、①算定要件として、それぞれの加算に係る実施内容等を勘案の
上、１事業所における請求回数に限度を設けていること、②２事業所において
算定した場合の利用者負担等も勘案すべきことから、それぞれの事業所で栄
養改善加算又は口腔機能向上加算を算定することは基本的には想定されな
い。

口腔機能向上サービスの実施

①　サービス担当者と関連職種は、口腔機能改善管理指導計画に基づいた口
腔機能向上サービスの提供を行う。

② 　サービス担当者は、口腔機能改善管理指導計画に基づいて、口腔衛生、
摂食・嚥下機能等に関する実地指導を実施する。

③ 　サービス担当者は、口腔機能向上サービスの提供に当たっては、それぞ
れの職種が兼ね備えた専門知識、技術等を用いて実施する。しかし、利用者の
心身の状況等に応じ、利用者の主治の医師又は主治の歯科医師等の指示・指
導が必要と考えられる場合、サービス担当者は、主治の医師又は主治の歯科
医師等の指示・指導を受けなければならない。また、関連職種に対して、口腔
機能改善管理指導計画に基づいて個別又は集団に対応した口腔機能向上
サービスの提供ができるように指導及び助言等を行う。

④　サービス担当者は、関連職種と共同して口腔機能向上サービスに関するイ
ンシデント・アクシデント事例等の把握を行う。

⑤　サービス担当者は、口腔機能向上サービス提供の主な経過を記録する。
記録の内容は、実施日、サービス提供者氏名及び職種、指導の内容（口腔清
掃、口腔清掃に関する指導、摂食・嚥下等の口腔機能に関する指導、音声・言
語機能に関する指導）について記録する。なお、指定居宅サービス等の事業の
人員、設備及び運営に関する基準第105条若しくは第119条において準用する
第19条若しくは第181条、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運
営に関する基準第37条、第40条の16、第61条、第88条若しくは第182条におい
て準用する第３条の18、第95条若しくは第116条、指定介護予防サービス等の
事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準第123条において準用する第49条
の13若しくは第237条又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、
設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準第21条、第64条において準用する第21
条若しくは第75条に規定するサービスの提供の記録においてサービス担当者
が口腔機能向上サービス提供の経過を記録する場合は、当該記録とは別に歯
科衛生士等の居宅療養管理指導費又は口腔機能向上加算の算定のために口
腔機能向上サービスの提供の経過を記録する必要はないものとすること。
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＜口腔機能向上加算（通所サービス）＞

口腔機能向上サービスの開始又は継続にあたって必要な同意には、利用者又
はその家族の自署又は押印は必ずしも必要ではないと考えるが如何。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／15

口腔機能向上サービスの開始又は継続の際に利用者又はその家族の同意を
口頭で確認し、口腔機能改善管理指導計画又は再把握に係る記録等に利用
者又はその家族が同意した旨を記載すればよく、利用者又はその家族の自署
又は押印は必須ではない。

＜口腔機能向上加算＞

口腔機能向上加算について、歯科医療との重複の有無については、歯科医療
機関又は事業所のいずれにおいて判断するのか。
21.4.17 介護保険最新情報vol.79 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.2) ／1

歯科医療を受診している場合の口腔機能向上加算の取扱いについて、患者又
はその家族に説明した上、歯科医療機関が患者又は家族等に提供する管理
計画書(歯科疾患管理料を算定した場合）等に基づき、歯科医療を受診した月
に係る介護報酬の請求時に、事業所において判断する。

＜口腔機能向上加算（通所サービス）＞

口腔機能向上加算を算定できる利用者として、「ハ その他口腔機能の低下し
ている者又はそのおそれのある者」が挙げられているが、具体例としてはどの
ような者が対象となるか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／14

例えば、認定調査票のいずれの口腔関連項目も「１」に該当する者、基本チェッ
クリストの口腔関連項目の１項目のみが「１」に該当する又はいずれの口腔関
連項目も「０」に該当する者であっても、介護予防ケアマネジメント又はケアマネ
ジメントにおける課題分析に当たって、認定調査票の特記事項における記載内
容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由等）から、口腔機能の低下している
又はそのおそれがあると判断される者については算定できる利用者として差し
支えない。同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機能に関する記載内容や特記
すべき事項における記載内容（不足の判断根拠、介助方法の選択理由等）か
ら、口腔機能の低下している又はそのおそれがあると判断される者については
算定できる利用者として差し支えない。同様に、主治医意見書の摂食・嚥下機
能に関する記載内容や特記すべき事項の記載内容等から口腔機能の低下し
ている又はそのおそれがあると判断される者、視認により口腔内の衛生状態に
問題があると判断される者、医師、歯科医師、介護支援専門員、サービス提供
事業所等からの情報提供により口腔機能の低下している又はそのおそれがあ
ると判断される者等についても算定して差し支えない。なお、口腔機能の課題
分析に有用な参考資料（口腔機能チェックシート等）は、「口腔機能向上マニュ
アル」確定版（平成２１年３月）に収載されているので対象者を把握する際の判
断の参考にされたい。
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＜栄養改善加算・口腔機能向上加算＞

栄養改善加算及び口腔機能向上加算は、サービスの提供開始から３月後に改
善評価を行った後は算定できないのか。
24.3.16 事務連絡 介護保険最新情報vol.267 「平成２４年度介護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）」の送付について ／131

サービス開始から概ね３月後の評価において、解決すべき課題が解決されて
いない場合であって、当該サービスを継続する必要性が認められる場合は、３
月以降も算定できる。
　　なお、サービスを継続する場合であっても、アセスメント、計画作成、評価の
手順に従って実施する必要があるが、課題解決に向けて効果が得られるよう、
実施方法及び実施内容を見直す必要がある。

注１９　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知
事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、中重度の要介護者を受け
入れる体制を構築し、指定通所リハビリテーションを行った場合は、中重度者
ケア体制加算として、１日につき２０単位を所定単位数に加算する。

三十一　通所リハビリテーション費における中重度者ケア体制加算の基準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

イ　指定通所リハビリテーション事業所の看護職員又は介護職員の員数（指定
居宅サービス等基準第百十一条第一項第二号イ又は同条第二項第一号に規
定する要件を満たす員数をいう。）に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算
方法で一以上確保していること。

ロ　前年度又は算定日が属する月の前三月間の指定通所リハビリテーション
事業所の利用者数の総数のうち、要介護状態区分が要介護三、要介護四又は
要介護五である者の占める割合が百分の三十以上であること。

ハ　指定通所リハビリテーションを行う時間帯を通じて、専ら指定通所リハビリ
テーションの提供に当たる看護職員を一名以上配置していること。

【加算】中重度者ケア体制加算
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②　要介護３、要介護４又は要介護５である者の割合については、前年度（３月
を除く。）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、
利用実人員数又は利用延人員数を用いて算定するものとし、要支援者に関し
ては人員数には含めない。

④　看護職員は、指定通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配置する必要が
あり、他の職務との兼務は認められない。

⑤　中重度者ケア体制加算については、事業所を利用する利用者全員に算定
することができる。また、注13の認知症加算の算定要件も満たす場合は、中重
度者ケア体制加算の算定とともに認知症加算も算定できる。

⑥　中重度者ケア体制加算を算定している事業所にあっては、中重度の要介
護者であっても社会性の維持を図り在宅生活の継続に資するケアを計画的に
実施するプログラムを作成することとする。

５　加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算
等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させること
とする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から
加算等の算定を行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、
当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給
付費は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、
悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

中重度者ケア体制加算について

①　中重度者ケア体制加算は、暦月ごとに、指定居宅サービス等基準第93条
第１項に規定する看護職員又は介護職員の員数に加え、看護職員又は介護
職員を常勤換算方法で２以上確保する必要がある。このため、常勤換算方法
による職員数の算定方法は、暦月ごとの看護職員又は介護職員の勤務延時
間数を、当該事業所において常勤の職員が勤務すべき時間数で除することに
よって算定し、暦月において常勤換算方法で２以上確保していれば加算の要件
を満たすこととする。なお、常勤換算方法を計算する際の勤務延時間数につい
ては、サービス提供時間前後の延長加算を算定する際に配置する看護職員又
は介護職員の勤務時間数は含めないこととし、常勤換算方法による員数につ
いては、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。

③　利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、次の取扱いによる
ものとする。

イ　前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開し
た事業所を含む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないも
のとする。
ロ　前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降
においても、直近３月間の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を
維持しなければならない。また、その割合については、毎月ごとに記録するもの
とし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出しな
ければならない。
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＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞

　指定通所介護の中重度者ケア体制加算と認知症加算を併算定する場合、認
知症介護に係る研修を修了している看護職員１人を、指定通所介護を行う時間
帯を通じて配置すれば、認知症介護に係る研修を修了している看護職員１人
の配置でそれぞれの加算を算定できるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／26

　中重度者ケア体制加算の算定対象となる看護職員は他の職務と兼務するこ
とはできない。このため、認知症加算を併算定する場合は、認知症介護に係る
研修を修了している者を別に配置する必要がある。

＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞

　指定居宅サービス等基準第93条に規定する看護職員又は介護職員に加え、
看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保する必要があるが、具体
的な計算方法如何。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／25

　例えば、定員20人の通所介護、提供時間が７時間、常勤の勤務すべき時間
数が週40時間の場合であって、営業日が月曜日から土曜日の場合には、常勤
換算の計算方法は以下の通りとなる。（本来であれば、暦月で計算するが、単
純化のために週で計算。）
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＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞

　通所介護を行う時間帯を通じて１名以上の配置が求められる看護職員（中重
度者ケア体制加算）、認知症介護実践者研修等の修了者（認知症加算）は、日
ごと又は１日の時間帯によって人員が変わっても、通所介護を行う時間帯を通
じて配置されていれば、加算の要件を満たすと考えてよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／30

　日ごと又は１日の時間帯によって人員が変わっても、加算の要件の一つであ
る「指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当た
る看護職員（認知症介護実践者研修等の修了者）を１名以上配置しているこ
と」を満たすこととなる。

＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞

　指定通所介護の中重度者ケア体制加算と認知症加算を併算定する場合、指
定居宅サービス等基準第93条に規定する看護職員又は介護職員に加え、看
護職員又は介護職員を常勤換算方法で４以上確保する必要があるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／28

　事業所として、指定居宅サービス等基準第93条に規定する看護職員又は介
護職員に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法で２以上確保していれ
ば、認知症加算及び中重度者ケア体制加算における「指定基準に規定する看
護職員又は介護職員の員数に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算方法
で２以上確保する」という要件をそれぞれの加算で満たすことになる。

＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞
　認知症加算又は中重度者ケア体制加算の算定要件の一つである専従の認
知症介護実践者研修等修了者又は看護職員は、通所介護を行う時間帯を通じ
て事業所に１名以上配置されていれば、複数単位におけるサービス提供を行っ
ている場合でも、それぞれの単位の利用者が加算の算定対象になるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／29

　サービスの提供時間を通じて１名以上配置されていれば、加算の算定対象と
なる。

＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞

　認知症加算及び中重度者ケア体制加算の利用者割合の計算方法は、届出
日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均が要件を満たせば、例えば、
４月15日以前に届出がなされた場合には、５月から加算の算定が可能か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／27

　前３月の実績により届出を行う場合においては可能である。なお、届出を行っ
た月以降においても、直近３月間の利用者割合については、毎月継続的に所
定の割合を維持しなければならない。
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なお、利用実人員数による計算を行う場合、月途中で要介護状態区分や認知
症高齢者の日常生活自立度が変更になった場合は月末の要介護状態区分や
認知症高齢者の日常生活自立度を用いて計算する。

＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞

　認知症加算、中重度者ケア体制加算それぞれについて、認知症高齢者の日
常生活自立度Ⅲ以上の割合、要介護３以上の割合における具体的な計算方法
如何。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／31

　認知症加算、中重度者ケア体制加算の算定要件である認知症高齢者の日常
生活自立度Ⅲ以上の割合、要介護３以上の割合については、利用実人員数又
は利用延人員数を用いて算定するものとされているが、例えば、以下の例のよ
うな場合であって、中重度者ケア体制加算の要介護３以上の割合を計算する
場合、前３月の平均は次のように計算する。（認知症高齢者の日常生活自立度
Ⅲ以上の割合、前年度の平均計算についても同様に行う。）
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 ＜中重度者ケア体制加算について＞

　通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看
護職員を１名以上配置とあるが、指定基準の他に配置する必要があるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／39

　当該事業所に配置している看護職員が現在、専従の看護職員として提供時
間帯を通じて既に配置している場合には、新たに配置する必要はない。

＜認知症加算・中重度者ケア体制加算について＞

　サテライト事業所において加算を算定するにあたり、認知症加算又は中重度
者ケア体制加算の算定要件の一つである専従の認知症介護実践者研修等修
了者又は看護職員は、通所介護を行う時間帯を通じて本体事業所に１名以上
配置されていればよいか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／1

　認知症加算・中重度者ケア体制加算は、認知症高齢者や重度要介護者に在
宅生活の継続に資するサービスを提供している事業所を評価する加算である
ことから、通所介護を行う時間帯を通じてサテライト事業所に１名以上の配置が
なければ、加算を算定することはできない。

＜中重度者ケア体制加算について＞

　加算算定の要件である通所介護を行う時間帯を通じて、専従で配置する看護
職員の提供時間帯中の勤務時間は、加配職員として常勤換算員数を算出する
際の勤務時間数には含めることができないということでよいか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／37

　提供時間帯を通じて配置する看護職員は、他の職務との兼務は認められず、
加算の要件である加配を行う常勤換算員数を算出する際の勤務時間数に含め
ることはできない。なお、加算の算定要件となる看護職員とは別に看護職員を
配置している場合は、当該看護職員の勤務時間数は常勤換算員数を算出する
際の勤務時間数に含めることができる。

＜中重度者ケア体制加算について＞

　重度の要介護者であっても社会性の維持を図り在宅生活の継続に資するケ
アを計画的に実施するプログラムとはどのようなものか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／38

　今までその人が築いてきた社会関係や人間関係を維持し続けられるように、
家庭内の役割づくりのための支援や、地域の中で生きがいや役割をもって生活
できるような支援をすることなどの目標を通所介護計画又は別途作成する計画
に設定し、通所介護の提供を行う必要がある。
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＜中重度ケア体制加算＞

　中重度者ケア体制加算において、通所リハビリテーションを行う時間帯を通じ
て、看護職員を１以上確保していることとあるが、２名の専従看護職員が両名と
も体調不良等で欠勤し一日でも不在になった場合、利用者全員について算定
できるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／106

　時間帯を通じて看護職員を１以上確保していることが必要である。

十八　指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リハビリテーション費の
注１８の厚生労働大臣が定める状態

イ　常時頻回の喀（かく）痰（たん）吸引を実施している状態
ロ　呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態
ハ　中心静脈注射を実施している状態
ニ　人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態
ホ　重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状
態
ヘ　膀（ぼう）胱（こう）又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規
則（昭和二十五年厚生省令第十五号）別表第五号に掲げる身体障害者障害程
度等級表の四級以上に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態
ト　経鼻胃管や胃瘻（ろう）等の経腸栄養が行われている状態
チ　褥（じよく）瘡（そう）に対する治療を実施している状態
リ　気管切開が行われている状態

【加算】重度療養管理加算

注１８　別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者（要介護状態区分が要
介護３、要介護４又は要介護５である者に限る。）に対して、計画的な医学的管
理のもと、指定通所リハビリテーションを行った場合に、重度療養管理加算とし
て、１日につき１００単位を所定単位数に加算する。ただし、イ（１）、ロ（１）及び
ハ（１）を算定している場合は、算定しない。

＜中重度ケア体制加算について＞

　加算算定の要件に、通所介護を行う時間帯を通じて、専従で看護職員を配置
していることとあるが、全ての営業日に看護職員を配置できない場合に、配置
があった日のみ当該加算の算定対象となるか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／3

　貴見のとおり。
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(20)　重度療養管理加算について

①　重度療養管理加算は、要介護３、要介護４又は要介護５に該当する者で
あって別に厚生労働大臣の定める状態（利用者等告示）にある利用者に対し
て、計画的な医学的管理を継続的に行い指定通所リハビリテーションを行った
場合に当該加算を算定する。当該加算を算定する場合にあっては、当該医学
的管理の内容等を診療録に記録しておくこと。

②　当該加算を算定できる利用者は、次のいずれかについて、当該状態が一
定の期間や頻度で継続している者であることとする。なお、請求明細書の摘要
欄に該当する状態（利用者等告示第18号のイからリまで）を記載することとす
る。なお、複数の状態に該当する場合は主たる状態のみを記載すること。

ア　利用者等告示第18号イの「常時頻回の喀痰吸引を実施している状態」と
は、当該月において１日当たり８回（夜間を含め約３時間に１回程度）以上実施
している日が20日を超える場合をいうものであること。
イ　利用者等告示第18号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状
態」については、当該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を
行っている場合をいう。
ウ　利用者等告示第18号ハの「中心静脈注射を実施している状態」について
は、中心静脈注射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以
外に栄養維持が困難な利用者である場合をいう。
エ　利用者等告示第18号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症
を有する状態」については、人工腎臓を各週２日以上実施しているものであり、
かつ、次に掲げるいずれかの合併症をもつものである場合をいう。
Ａ　透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている糖尿
病
Ｂ　常時低血圧（収縮期血圧が90ｍｍＨｇ以下）
Ｃ　透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの
Ｄ　出血性消化器病変を有するもの
Ｅ　骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの
Ｆ　うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）のもの
オ　利用者等告示第18号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モ
ニター測定を実施している状態」については、持続性心室性頻拍や心室細動等
の重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧90ｍｍＨｇ以下が持続する状
態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度90％以下の状態で常時、心
電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行っている場
合をいう。
カ　利用者等告示第18号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害
者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号に掲げる身体障害
者障害程度等級表の４級以上に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している
状態」については、当該利用者に対して、皮膚の炎症等に対するケアを行った
場合をいう。
キ　利用者等告示第18号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている
状態」については、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用
者に対して、経腸栄養を行った場合をいう。
ク　利用者等告示第18号チの「褥瘡に対する治療を実施している状態」につい
ては、以下の分類で第３度以上に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置
を行った場合に限る。
第１度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない
（皮膚の損傷はない）
第２度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるもの）
第３度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、
隣接組織まで及んでいることもあれば、及んでいないこともある
第４度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している
ケ　利用者等告示第18号リの「気管切開が行われている状態」については、気
管切開が行われている利用者について、気管切開の医学的管理を行った場合
をいう。
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①　科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者
ごとに注19に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対し
て算定できるものであること。

②　情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情
報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関
する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照さ
れたい。

④　提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力
の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。

③　事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計
画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のサイクル（ＰＤＣＡサイ
クル）により、質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更な
る向上に努めることが重要であり、具体的には、次のような一連の取組が求め
られる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対
象とはならない。

イ　利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを
提供するためのサービス計画を作成する（Ｐｌａｎ）。

ロ　サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支
援や重度化防止に資する介護を実施する（Ｄｏ）。

ハ　ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同し
て、事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Ｃｈｅｃｋ）。

ニ　検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体と
して、サービスの質の更なる向上に努める（Ａｃｔｉｏｎ）。

【加算】科学的介護推進体制加算

注２０　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知事に
届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し指定通所リハビ
リテーションを行った場合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき４０
単位を所定単位数に加算する。

イ　利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔（くう）機能、認知症の状況その他の
利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出しているこ
と。

ロ　必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直すなど、指定通所リハビリ
テーションの提供に当たって、イに規定する情報その他指定通所リハビリテー
ションを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。
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＜科学的介護推進体制加算＞

ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情
報が含まれるが、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／17

ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入
力いただくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるた
め、個人情報を収集するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必
要ではあるものの、情報の提出自体については、利用者の同意は必要ない。

＜科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排
せつ支援加算、栄養マネジメント強化加算について＞

加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算
定に係る同意が取れない場合には算定できないのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／18

加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であって
も、当該者を含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加
算の算定に係る同意が得られた利用者又は入所者について算定が可能であ
る。

＜科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排
せつ支援加算、栄養マネジメント強化加算について＞

要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」
とされていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／16

・やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提
出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初
に入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかった場合
や、データを入力したにも関わらず、システムトラブル等により提出ができな
かった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった場合がある。

・また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者
について、必須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できな
かった場合等であっても、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算
を算定することは可能である。

・ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく
必要がある。
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＜科学的介護推進体制加算について＞

サービス利用中に利用者の死亡により、当該サービスの利用が終了した場合
について、加算の要件である情報提出の取扱い如何。
3.6.9 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和３年６
月９日）」の送付について ／3

当該利用者の死亡した月における情報を、サービス利用終了時の情報として
提出する必要はあるが、死亡により、把握できない項目があった場合は、把握
できた項目のみの提出でも差し支えない。

＜Barthel Indexの読み替えについて＞

科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)、自立支援促進
加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)ロ若しく
は(Ｂ)ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは
作業療法及び言語聴覚療法に係る加算において、Barthel Index（ＢＩ）のデータ
提出に際して、老人保健健康増進等事業において一定の読み替え精度につい
て検証されているＩＣＦステージングから読み替えたものを提出してもよいか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／19

ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内
容の妥当性を含め客観的に検証された指標について、測定者が、
— ＢＩに係る研修を受け、
— ＢＩへの読み替え規則を理解し、
— 読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確なBIを別途
評価する
等の対応を行い、提出することが必要である。

＜科学的介護推進体制加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)等について＞

ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す
る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３
月16日老老発0316第４号）の各加算の様式例において示されているが、利用
者又は入所者の評価等に当たっては、当該様式例を必ず用いる必要があるの
か。
3.4.9 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和３年４
月９日）」の送付について ／4

・「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事
務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16日老老発0316第４
号）においてお示しをしているとおり、評価等が算定要件において求められるも
のについては、それぞれの加算で求められる項目（様式で定められた項目）に
ついての評価等が必要である。
・ただし、同通知はあくまでもＬＩＦＥへの提出項目をお示ししたものであり、利用
者又は入所者の評価等において各加算における様式と同一のものを用いるこ
とを求めるものではない。
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ア　ＬＩＦＥへの情報提出頻度について

利用者ごとに、（ア）から（エ）までに定める月の翌月10日までに提出すること。
なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、
直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならず、事実が
生じた月のサービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの間につ
いて、利用者全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５
月10日までに提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月
サービス提供分から算定ができないこととなる。）。

（ア）　本加算の算定を開始しようとする月においてサービスを利用している利
用者（以下「既利用者」という。）については、当該算定を開始しようとする月

（イ）　本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降にサービスの利用を開始
した利用者（以下「新規利用者」という。）については、当該サービスの利用を開
始した日の属する月

（ウ）　（ア）又は（イ）の月のほか、少なくとも６月ごと

（エ）　サービスの利用を終了する日の属する月

＜科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排
せつ支援加算について＞

サービス利用中に入院等の事由により、一定期間サービス利用がなかった場
合について、加算の要件である情報提出の取扱い如何。
3.6.9 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和３年６
月９日）」の送付について ／2

・これらの加算については、算定要件として、サービスの利用を開始した日の属
する月や、サービスの提供を終了する日の属する月の翌月 10 日までに、ＬＩＦ
Ｅへの情報提出を行っていただくこととしている。

・当該サービスの再開や当該施設への再入所を前提とした、短期間の入院等
による 30 日未満のサービス利用の中断については、当該中断の後、当該
サービスの利用を再開した場合は、加算の算定要件であるサービス利用終了
時やサービス利用開始時の情報提出は必要ないものとして差し支えない。

・一方、長期間の入院等により、30 日以上、当該サービスの利用がない場合
は、加算の算定要件であるサービス利用終了時の情報提出が必要であるとと
もに、その後、当該サービスの利用を再開した場合は、加算の算定要件である
サービス利用開始時の情報提出が必要となる。

※ サービス利用開始時に情報提出が必要な加算：科学的介護推進体制加
算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算
※ サービス利用終了時に情報提出が必要な加算：科学的介護推進体制加算
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猶予期間の設定について

令和３年度においては、ＬＩＦＥに対応した介護記録システム等を導入するため
に時間を要する等の事情のある事業所・施設については、(1)ア、(2)ア及び(3)
アの規定にかかわらず、一定の経過措置を設けることとする。具体的には、

・　令和３年４月から同年９月末日までに本加算の算定を開始する場合は、算
定を開始しようとする月の５月後の月
又は、
・　令和３年10月から令和４年２月末日までの間に本加算の算定を開始する場
合は、令和４年３月

の翌月10日までに提出することを可能とする猶予期間を設けることとし、当該
猶予の適用を必要とする理由及び提出予定時期等を盛り込んだ計画を策定す
ることで、猶予措置の適用を受け本加算の算定をできるものとする（本計画に
ついては、指定権者への届出までを求めるものではないが、求められた場合に
は速やかに提出すること）。なお、猶予期間終了後、情報提出を行うに当たって
は、(1)ア、(2)ア及び(3)アに規定する時点における情報の提出が必要であるこ
と。また、猶予期間の終了時期を待たず、可能な限り早期に(1)ア、(2)ア及び(3)
アの規定に従い提出することが望ましいこと。

なお、提出すべき情報を猶予期間終了日までに提出していない場合は、算定し
た当該加算については、遡り過誤請求を行うこと。

イ　ＬＩＦＥへの提出情報について

事業所の全ての利用者について、別紙様式１（科学的介護推進に関する評価
（通所・居住サービス））にある「評価日」、「前回評価日」、「障害高齢者の日常
生活自立度及び認知症高齢者の日常生活自立度」、「総論（ＡＤＬ及び在宅復
帰の有無等に限る。）」、「口腔・栄養」及び「認知症（必須項目に限る。）」の各
項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、すべて提出すること。また、「総
論（既往歴、服薬情報及び同居家族等に限る。）」及び「認知症（任意項目に限
る。）」の各項目に係る情報についても、必要に応じて提出することが望ましい
こと。なお、フィードバックについては必須情報以外も含め提出された情報に基
づき実施されるものであること。

また、提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とすること。
・　ア（ア）に係る提出情報は、当該算定開始時における情報
・　ア（イ）に係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情報
・　ア（ウ）に係る提出情報は、前回提出時以降の情報
・　ア（エ）に係る提出情報は、当該サービスの利用終了時における情報
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十九　指定居宅サービス介護給付費単位数表の通所リハビリテーション費のニ
の注の厚生労働大臣が定める期間

移行支援加算を算定する年度の初日の属する年の前年の一月から十二月ま
での期間（厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事
に届け出た年においては、届出の日から同年十二月までの期間）

ニ　移行支援加算　１２単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事
に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、リハビリテーションを行い、
利用者の指定通所介護事業所等への移行等を支援した場合は、移行支援加
算として、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の末日が
属する年度の次の年度内に限り、１日につき所定単位数を加算する。

三十二　通所リハビリテーション費における移行支援加算の基準

イ　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

（１）　評価対象期間において指定通所リハビリテーションの提供を終了した者
（以下「通所リハビリテーション終了者」という。）のうち、指定通所介護等（指定
通所リハビリテーション及び指定介護予防通所リハビリテーションを除く。）を実
施した者の占める割合が百分の三を超えていること。

（２）　評価対象期間中に指定通所リハビリテーションの提供を終了した日から
起算して十四日以降四十四日以内に、通所リハビリテーション従業者（指定居
宅サービス等基準第百十一条第一項に規定する通所リハビリテーション従業
者をいう。）が、通所リハビリテーション終了者に対して、当該通所リハビリテー
ション終了者の指定通所介護等の実施状況を確認し、記録していること。

ロ　十二を当該指定通所リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で
除して得た数が百分の二十七以上であること。

ハ　通所リハビリテーション終了者が指定通所介護等の事業所へ移行するに
当たり、当該利用者のリハビリテーション計画書を移行先の事業所へ提供する
こと。

【加算】移行支援加算
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(11)　移行支援加算について
①　移行支援加算におけるリハビリテーションは、訪問リハビリテーション計画
に家庭や社会への参加を可能とするための目標を作成した上で、利用者のＡＤ
Ｌ及びＩＡＤＬを向上させ、指定通所介護等に移行させるものであること。

②　「その他社会参加に資する取組」には、医療機関への入院や介護保険施
設への入所、指定訪問リハビリテーション、指定認知症対応型共同生活介護等
は含まれず、算定対象とならないこと。

③　大臣基準告示第13号イ(１)の基準において、指定通所介護等を実施した者
の占める割合及び基準第13号ロにおいて、12を指定訪問リハビリテーション事
業所の利用者の平均利用月数で除して得た数については、小数点第３位以下
は切り上げること。

④　平均利用月数については、以下の式により計算すること。
イ　（ⅰ）に掲げる数÷（ⅱ）に掲げる数
（ⅰ）　当該事業所における評価対象期間の利用者ごとの利用者延月数の合
計
（ⅱ）　（当該事業所における評価対象期間の新規利用者数の合計＋当該事業
所における評価対象期間の新規終了者数の合計）÷２

ロ　イ（ⅰ）における利用者には、当該施設の利用を開始して、その日のうちに
利用を終了した者又は死亡した者を含むものである。

ハ　イ（ｉ）における利用者延月数は、利用者が評価対象期間において当該事業
所の提供する訪問リハビリテーションを利用した月数の合計をいう。

ニ　イ（ⅱ）における新規利用者数とは、当該評価対象期間に新たに当該事業
所の提供する指定訪問リハビリテーションを利用した者の数をいう。また、当該
事業所の利用を終了後、12月以上の期間を空けて、当該事業所を再度利用し
た者については、新規利用者として取り扱うこと。

ホ　イ（ⅱ）における新規終了者数とは、評価対象期間に当該事業所の提供す
る指定訪問リハビリテーションの利用を終了した者の数をいう。

⑤　「指定通所介護等の実施」状況の確認に当たっては、指定訪問リハビリ
テーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、リハビリテー
ション計画書のアセスメント項目を活用しながら、リハビリテーションの提供を終
了した時と比較して、ＡＤＬ及びＩＡＤＬが維持又は改善していることを確認するこ
と。なお、電話等での実施を含め確認の手法は問わないこと。

⑥　「当該利用者のリハビリテーション計画書を移行先の事業所へ提供」につ
いては、利用者の円滑な移行を推進するため、指定訪問リハビリテーション終
了者が指定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定地域密着型通所介
護、指定認知症対応型通所介護、指定小規模多機能型通所介護、指定看護
小規模多機能型居宅介護、指定介護予防通所リハビリテーション、指定介護予
防認知症対応型通所介護又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業
所へ移行する際に、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管
理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に
ついて」の別紙様式２－２―１及び２－２－２のリハビリテーション計画書等の
情報を利用者の同意の上で指定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定
地域密着型通所介護、指定認知症対応型通所介護、指定小規模多機能型通
所介護、指定看護小規模多機能型居宅介護、指定介護予防通所リハビリテー
ション、指定介護予防認知症対応型通所介護又は指定介護予防小規模多機
能型居宅介護の事業所へ提供すること。なお、指定通所介護事業所等の事業
所への情報提供に際しては、リハビリテーション計画書の全ての情報ではなく、
「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する
基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」に示す別紙
様式２－２―１及び２－２－２の本人の希望、家族の希望、健康状態・経過、リ
ハビリテーションの目標、リハビリテーションサービス等の情報を抜粋し、提供
することで差し支えない
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＜社会参加支援加算＞

　社会参加支援加算は、厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生労働省告
示第95号）イ(2)に規定される要件は遡って行うことができないことから、平成27
年１月から３月までについての経過措置がなければ、平成28年度からの取得
はできないのではないか。また、平成27年度から算定可能であるか。
それとも、イ(2)の実施は平成27年４月からとし、平成26年１月から12月におい
て、イ(1)及びロの割合を満たしていれば、平成27年度から算定可能であるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／91

　平成27年度からの取得はできない。
　また、平成28年度からの取得に当たって、その評価対象期間には、平成27年
１月から3月については、算定対象者がいないものとし、同年4月から12月の状
況をもって、翌年の３月15日までに届出を行い、平成28年度から取得する。

＜社会参加支援加算＞

　社会参加支援加算について、既に訪問（通所）リハビリテーションと通所介護
を併用している利用者が、訪問（通所）リハビリテーションを終了し、通所介護は
そのまま継続となった場合、「終了した後通所事業を実施した者」として取り扱
うことができるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／89

　貴見のとおりである。

＜社会参加支援加算＞

　社会参加支援加算は事業所の取り組んだ内容を評価する加算であるが、同
一事業所において、当該加算を取得する利用者と取得しない利用者がいること
は可能か。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／90

　同一事業所において、加算を取得する利用者と取得しない利用者がいること
はできない。
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＜社会参加支援加算＞

　入浴等のADLの自立を目的に、訪問リハビリテーションと訪問介護（看護）を
併用していたが、ある程度入浴が１人でできるようになったため、訪問リハビリ
テーションを終了し、訪問介護の入浴の準備と見守りの支援だけでよいとなっ
た場合、社会参加支援加算が算定できるのか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／93

　訪問介護、訪問看護の利用の有無にかかわらず、社会参加等に資する取組
を実施していれば、社会参加支援加算の対象となる。

＜社会参加支援加算＞

　社会参加支援加算で通所リハビリテーションから通所介護、訪問リハビリテー
ションから通所リハビリテーション等に移行後、一定期間後元のサービスに戻っ
た場合、再び算定対象とすることができるのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／13

　社会参加支援加算については、通所リハビリテーションの提供を終了した日
から起算して14日以降44日以内に通所リハビリテーション従業者が通所リハビ
リテーション終了者に対して、居宅訪問等により、社会参加に資する取組が居
宅訪問等をした日から起算して、３月以上継続する見込みであることを確認す
ることとしている。なお、３月以上経過した場合で、リハビリテーションが必要で
あると医師が判断した時は、新規利用者とすることができる。

＜社会参加支援加算＞

　利用者が訪問リハビリテーションから通所リハビリテーションへ移行して、通
所リハビリテーション利用開始後2月で通所介護に移行した場合、訪問リハビリ
テーションの社会参加支援加算の算定要件を満たしたこととなるか。
27.4.1 事務連絡 介護保険最新情報vol.454 「平成27年度介護報酬改定に関す
るQ&A（平成27年4月1日）」の送付について ／92

　貴見のとおりである。
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社会参加支援加算について、平均利用月数を計算する上での利用者延月数
は、評価対象期間に当該事業所を利用している利用者ごとに、これまでのサー
ビスを利用した延べ月数を合計すれば良いのか。
28.3.11 事務連絡 「平成27 年度介護報酬改定に関するQ＆A（Vol.5）（平成28 
年3 月11日）」の送付について

貴見のとおりである。
社会参加支援の評価対象期間とは、評価対象期間に当該事業所を利用した者
を計算対象とするというものであって、評価対象期間にサービスを利用した延
月数を計算するためものではない。
利用者延月数とは評価対象期間にサービスを利用している利用者の当該事業
所における過去全てのサービス利用期間の合計利用月数であって（参考）、評
価対象期間内の利用月に限るものではない。
（参考） 利用者延月数の計算手順
１．社会参加支援加算の評価対象期間の利用者を利用者延月数の計算対象
利用者として把握
２．計算対象利用者毎に過去全てのサービス利用期間の実績を確認し、利用
延月数を確認
３．計算対象利用者の利用延月数を合計

＜移行支援加算＞

移行支援加算に係る解釈通知における、「(ｉ)当該事業所における評価対象期
間の利用者ごとの利用者延月数の合計」は、具体的にはどのように算出する
か。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／12

・移行支援加算は、利用者のＡＤＬ・ＩＡＤＬが向上し、社会参加に資する取組に
移行する等を指標として、質の高いリハビリテーションを提供する事業所を評価
するものである。
・そのため、「社会参加への移行状況」と「サービスの利用の回転」を勘案する
こととしている。
・このうち、「サービスの利用の回転」の算定方法は下記のとおりである。
12月／平均利用月数　≧　25％　（通所リハビリテーションは≧27％）
・この平均利用月数を算出する際に用いる、「(ｉ)当該事業所における評価対象
期間の利用者ごとの利用者延月数の合計」とは、評価対象期間に当該事業所
を利用した者の、評価対象期間におけるサービス利用の延月数（評価対象期
間の利用者延月数）を合計するものである。なお、評価対象期間以外における
サービスの利用は含まない。
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＜移行支援加算＞

移行支援加算は、同加算を算定する年度の初日の属する年の前年の１月から
12月（基準に適合しているものとして届け出た年においては、届出の日から同
年12月までの期間）において一定の実績をもとに算定ができるものとされてい
るところであるが、令和３年４月から令和４年３月においては、従前（令和３年度
介護報酬改定以前）の基準に基づいて算定を行っても差し支えないか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／66

令和３年３月時点ですでに同加算を算定している事業所においては、令和３年
４月から令和４年３月に限り、令和２年１月から12月の実績については従前（令
和３年度介護報酬改定以前）の基準に基づいて算定する。

＜移行支援加算＞

移行支援加算における就労について、利用者が障害福祉サービスにおける就
労移行支援や就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）の利用に至った場合を含めてよい
か。
3.3.23 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３
月23日）」の送付について ／21

よい。

＜移行支援加算について＞

移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの
提供を終了した者には、当該事業所の指定訪問リハビリテーション利用を中断
したのちに再開した者も含まれるのか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／14

・移行支援加算における評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの
提供を終了した者とは、当該訪問リハビリテーション事業所の利用を終了し、評
価対象期間に利用を再開していない者をいう。なお通所リハビリテーションにお
いても同様に取り扱う。

・なお、終了後に３月以上が経過した場合で、リハビリテーションが必要である
と医師が判断し当該事業所の利用を再開した時は、新規利用者とみなすこと
ができる。この場合は評価対象期間に再開した場合でも、終了した者として取
り扱う。
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ロ　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　次に掲げる基準のいずれにも適合する
こと。

（１）　指定通所リハビリテーション事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉
士の占める割合が百分の五十以上であること。

（２）　イ（２）に該当するものであること。

ハ　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）　次に掲げる基準のいずれにも適合する
こと。

（１）　次のいずれかに適合すること。

（一）　指定通所リハビリテーション事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉
士の占める割合が百分の四十以上であること。

（二）　指定通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員の総数のう
ち、勤続年数七年以上の者の占める割合が百分の三十以上であること。

（２）　イ（２）に該当するものであること。

ホ　サービス提供体制強化加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事
に届け出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定通所リ
ハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次
に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し
ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　２２単位
（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　１８単位
（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）　６単位

三十三　通所リハビリテーション費におけるサービス提供体制強化加算の基準

イ　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　次に掲げる基準のいずれにも適合する
こと。

（１）　次のいずれかに適合すること。
（一）　指定通所リハビリテーション事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉
士の占める割合が百分の七十以上であること。
（二）　指定通所リハビリテーション事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数
十年以上の介護福祉士の占める割合が百分の二十五以上であること。

（２）　通所介護費等算定方法第二号に規定する基準のいずれにも該当しない
こと。

【加算】サービス提供体制強化加算
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勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。

勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法
人等の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等において
サービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができ
るものとする。

同一の事業所において介護予防訪問入浴介護を一体的に行っている場合にお
いては、本加算の計算も一体的に行うこととする。

指定通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員とは、理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士、看護職員又は介護職員として勤務を行う職員を指
すものとする。
なお、１時間以上２時間未満の指定通所リハビリテーションを算定する場合で
あって、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師がリハビリテーションを提供
する場合にあっては、これらの職員も含むものとすること。

５　加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い
事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算
等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させること
とする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から
加算等の算定を行わないものとする。また、この場合において、届出を行わず、
当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給
付費は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であるが、
悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を
除く。）の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業
所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日の
属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることと
する。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月
目以降届出が可能となるものであること。

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了
者については、各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研修の課程
を修了している者とすること。

前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間
の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。な
お、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合
については、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければな
らない。
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＜サービス提供体制強化加算＞

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／6

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続
年数に含めることができる。

＜サービス提供体制強化加算＞

「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用
いる」こととされている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の
実績が６月に満たない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った
場合はどう取扱うか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／10

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等
において以下のように規定されているところであり、これに従った取扱いとされ
たい。
「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加
算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させる
こととする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日
から加算等の算定を行わないものとする。」
具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１
年２月までの実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３
月までの実績が基準を下回っていた場合は、その事実が発生した日から加算
の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いと
なる。

＜特定事業所加算（訪問介護）・サービス提供体制強化加算 共通＞

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介
護職員基礎研修課程修了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日
時点で資格を取得している者とされているが、その具体的取扱いについて示さ
れたい。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／2

要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交
付まで求めるものではなく、例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１
日に介護福祉士国家試験の合格又は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登
録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士として含めることが
できる。また、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明書
の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。
なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等
の事実を試験センターのホームページ等で受験票と突合する等して確認し、当
該職員に対し速やかな登録等を促すとともに、登録又は修了の事実を確認す
るべきものであること。
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＜サービス提供体制強化加算＞

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同
時に取得することは可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算
（Ⅰ）イを取得していた事業所が、実地指導等によって、介護福祉士の割合が
60％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還となるのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／64

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時
に取得することはできない。
また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を
満たさないことが判明した場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又
は全部を返還させることが可能となっている。
なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サー
ビス提供体制強化加算（Ⅰ）ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加
算を取得するための届出が可能であり、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの
返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行うことが可能である。

サービス提供体制強化加算＞

「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用
いる」こととされている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の
実績が６月に満たない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った
場合はどう取扱うか。
21.3.23 介護保険最新情報vol.69 平成21年4月改定関係Q＆A(vol.1) ／10

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等
において以下のように規定されているところであり、これに従った取扱いとされ
たい。
「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加
算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させる
こととする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日
から加算等の算定を行わないものとする。」
具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１
年２月までの実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３
月までの実績が基準を下回っていた場合は、その事実が発生した日から加算
の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いと
なる。

＜サービス提供体制強化加算＞
サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合について
は、これまでと同様に、１年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により
算出した前年度の平均（３月分を除く。）をもって、運営実績が６月に満たない事
業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開した事業所）の場合は、４
月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能となるということでいいのか。
27.4.30 事務連絡 「平成27年度介護報酬改定に関するQ&A（vol.2）（平成27年4
月30日）」の送付について ／63

貴見のとおり。なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届
出にあっては、届出を行った月以降においても、毎月所定の割合を維持しなけ
ればならず、その割合については毎月記録する必要がある。
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＜サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処
遇改善加算について＞

共生型介護保険サービス事業所についても、サービス提供体制強化加算や介
護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の算定要件を満たすこ
とができれば、同加算を算定してよいか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／124

貴見のとおり。

＜サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処
遇改善加算について＞

共生型介護保険サービスを提供する障害福祉サービス事業所においては、人
員配置基準上、介護職員の配置は求められていない。このため、共生型介護
保険サービス事業所がサービス提供体制強化加算や介護職員処遇改善加
算、介護職員等特定処遇改善加算を算定するにあたっては、当該障害福祉
サービス事業所のホームヘルパーや生活支援員等の「福祉・介護職員」を介護
職員とみなすこととして差し支えないか。
3.3.26 事務連絡 「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３
月26日）」の送付について ／125

差し支えない。

問 126 「10 年以上介護福祉士が 30％」という最上位区分の要件について、勤
続年数はどのように計算するのか。
（答）
・ サービス提供体制強化加算における、勤続 10 年以上の介護福祉士の割合
に係る要件については、
－ 介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が 10 年
以上の者の割合を要件としたものであり、
－ 介護福祉士の資格を取得してから 10 年以上経過していることを求めるもの
ではないこと。

・ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について、
－ 同一法人等（※）における異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる
雇用形態、職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数
－ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事
業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認
められる場合の勤続年数は通算することができる。
（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一
体として行われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合
も含まれる。

・ なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所における経験・技
能のある介護職員の「勤続年数 10 年の考え方」とは異なることに留意するこ
と。
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